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一覧表 
選 定 理 由 

企 業 名 経営と制作現場の

分離 
資金調達 

オリジナル作品の

展開・著作権の獲

得 

作品のクオリティ

ーの維

タイムスケジュー

ル

人材登用・人材育
特定企業との関係

構築（業務提携な

 

利益率の高い事業

へ 入
現地法人の設立 

持 管理の徹底 成 
ど）

の参  

1 株式会社 レアニプ ックス   ○ ○             

2 有限会社 s   ○       Wi h ○   ○ ○  

3 株式会社 オペラハウス ○   ○     ○       

4 株式会社 D ○     ○ G H ○ ○ ○   ○  

5 シンエイ  株式会社動画      ○ ○   ○ ○     

6 瑞鷹 株 ○       式会社 ○   ○ ○    

7 有限会社 オ ャスタジ キ ッツ ○     ○         ○ 

8 株式会社 オ ブ ○        スタジ ジ リ ○ ○ ○   ○ ○

9 株式会社 オ ィ スタジ デ ーン ○ ○ ○     ○ ○   ○ 

10 株式会社 ダ シ       竜の子プロ ク ョン ○   ○      ○ 

11 株式会社 ィ デ ー・エル・イー ○   ○ ○   ○       

12 株式会社 ジ ア ○   ○    デ タル・フロンティ     ○ ○   ○ ○

13 株式会社 ジタ ア デ ル・メディ ・ラボ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○   

14 株式会社 ルフ ム ー ○ ○        ハ ィル メ カー  ○     ○ 

15 株式会社 えろ ぴ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○   

16 株式会社 クチャ マ   ○ ○     ピ ー ジック    ○    ○ 

17 株式会社 ダク アプロ ション・ イジー ○ ○ ○ ○   ○       

18 株式会社 ジ ○   ○     マ ックカプセル         

19 株式会社 ーク  ム DLE ○     ○     ○ ○ ○ 

20 株式会社 め太カ ○ ○ ○ ○       ○ ○ ンパニー ゆ

21 有限会社 ライトフット ○       ○ ○ ○     

22 株式会社 ロジスティクス ○             ○   

 

個別企業ケースの
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第６章 

 

ケート回答

目に則った てで

社内外注も

 
１．個別企

訪問日 2006年 12月 12日 

個別企業ケース分析 

 個別企業ケースにおいて、次の二点に注意されたい。一点目は、企業概要の表記は、アン

企業の場合はその表記を転記し、それ以外の企業に関しては、アンケート調査項

形で表記している点である。二点目は、企業概要の表記中の従業員数に関し

ある。全ての個別企業ケースにおいて、「従業員数」とは、インタビュー調査実施時における

含めた人数を表している。 

業ケース（その１） 企画・製作会社 

 
  株式会社 アニプレックス 

 
１ 選定理由 
「資金調達」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」 

 
２ 企業概要 

インタビュー応対者 川井 弘昭 氏（業務

（部署／肩書き） 
グループ総務部 部長） 

区分 企画・製作会社 
創業年  1995年 ㈱SPE・ﾐｭｰｼﾞｯｸﾊﾟﾌﾞﾘｯｼﾝｸﾞ設立 

1997年 ㈱SPE･ﾋﾞｼﾞｭｱﾙﾜｰｸｽ設立 
2001年  ㈱SME・ﾋﾞｼﾞｭｱﾙﾜｰｸｽへ商号変更 
2003年 ㈱アニプレックスに商号変更 

創業場所 東京都港区 
現住所 東京都千代田区六番町 4-5 
資本金 22億 8,000万円 
従業員数 60名 
引き受けること 企画・立案、出資・融資、製作、広告・宣伝、

ができる業務 販売 
引き受ける頻度

が多い業務 

企画・立案、出資・融資、製作、広告・宣伝、

販売 
アニメ業務の 

売上比率 

100％ 

企業概要 

アニメスキルの

転用 

－ 
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３ ケーススタディー 
沿 ・ 略 実  
社は、ソニーグループにおけるアニメビジネス戦略会社である。アニメ作品の企画から

製作、宣伝、販売までプロデュースしている。 
同社が関与する作品の中には、同社が企画を立て、原作がある場合には出版社に許諾をも

作 スタッフを 作 制 整 る そ と同時並行 に 製 委

会メンバーを集め、座組みして、作品の製作をスタートさせる。そういった中、昨今のア

ニメブームによって、勝ち残っていく作品の条件として、より高品質が求められることにな

ってきた。そこで同社は 2005 年 A-1Pictu という制作会社を設立したのである。これ

により安定 ンツの供給と高品質化を自らのス 現化しよう る。

同社が企画した作品を A-1Pictures で制作し、キラーコンテンツの制作やロイヤリティーを
継続的に生む土壌を作るべく努力を重ねている。 

仕組み 
 同社の事業は、極めてハイリスク・ハイリターンの事業構造である。なぜなら、公開され

たアニメ作品を DVD 化し、販売することが大きな収入となっており、主に製作委員会に出
て 像 権 獲 し い が 多 の 資 し 作 が ず も ッ す と う 約

かし、出資した作品の中の数本が大きな黒字を計上することにより、トータルで

企業の収益をプラスにするのである。ただし、注意すべき点は、リクープ率を高めるための

夫も行っ ある。その 聴率とは別の観点から、その作品が

けの市場浸透力があるかを見極める目 絶 ず う と 心 け い ことである

以上から、同社は、その映像化した DVD などのパッケージをどのようにしてエンドユー
ザーに販売し、売上を伸ばすのかが同社の収益を左右することになる。そのため、DVD な
の販 の 、 典 像 特 グ ズ つ るなど、エ ーの購買意 を め 工

を行っている。 
また、アニメ作品の DVD 化や同社が制作を企画する際には、作品に関連する事業も展開
する。それは、DVD 化に伴い、番組に挿入される音楽を CD 化して販売したり、作品のオ
ニ グ エ デ ン で ニ ミ ー ッ の ー ィ ト の イ ッ を っ り

など、事業の多角的展開も行っている。 
さらに、同社は、2005年に新たな展開を仕掛けた。A-1Pictures という制作会社を設立し
たのである。その背景には、昨今のアニメブームによって、経済効率を追求し くてはなら

ない既存のスタジオでは、特にオリジナル作品 劇場作 を 頼 る場合 必 とされる、

キャラクターを含めた企 自体の り い 討 パ ロ ト 像 複数回 作 る どの作

業が難しいことが挙げら る。こ に り 争 化 中 、 ち る作品 条 と て め

られるより 品 製 で る 判 し 。

 

１）

同

革 概 ・ 績

らい、

員

制 会社や制作 決定して制 体 を え 。 れ 的 、 作

に res
したコンテ タジオで具 としてい

 
２）業務の

資し

はない。し

映 化 を 得 て る 、 額 出 を た 品 必 し ヒ ト る い 確

工

てどれ

ている点で 一つは、視 DVD とし
だ を え 養 こ を が て る 。 

ど

夫

売 際 特 映 や 典 ッ を け ンドユーザ 欲 高 る

ープ ン や ン ィ グ ソ ー ュ ジ ク ア テ ス と タ ア プ 行 た

な

要

す

件

や

や

激

た

品

ッ

で

依

映

勝

す

を

残

に

制

の

画

れ

が

よ

れ

き

深

よ

と

検

競

断

イ

の

 

な

し 求

高品質な作 作



 

３）組織体制 
 同社はもともとアニメ作品のパッケージメーカーであり、作品の映像化権やその販売に事

）財務関連 
たがって、出資した作品全てから出資費

を回収することができなくても、その中の数本がヒット作品となることによって、トータ

ルで企業の収益をプラスにして

のの、今後の同社の展開を考える

当たって、制作会社 A-1Pictures を設立した。その戦略の真髄は、クリエーターを自社で
ある。その背景には、今後国策としてアニメ産業を育成している韓国や中国

などに追い れてくる ためでもある。同社は自前のクリエーターの

育成 て 督を育てていく

こと 社は、将来的には自社作品だけでなく、国内外から「あの監督であ

のスタジオ 指名が掛 オに成長するよう取り組んでいる。 
 
６）マーケティング 
 短期的に収益を計上することができない 。こ

のような作品が日の目を見る方法の一つに れる。そ

のような意味からも、日本 、海 的に行っている。現在は、アメリカ

のアニメ番組専門のケーブ として クと共同制作も始めて

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業の柱があるため、一般的な制作会社とはその組織構造や体制は多少異にする。それを踏ま

えた上で組織体制を理解しなければならない。同社は、大きく分けて制作部門、マーケティ

ング部門、ライセンス部門、管理部門の 4部門からなる。また、同社は、国内市場のみをタ
ーゲットにしているわけではないため、海外への売り込みも必要となる。 
 
４

 ハイリスク・ハイリターンの事業構造を採る。し

用

いる。 
 
５）人材育成 
アニメ作品の DVD 化やその流通に主眼を置いていたも
に

育成することに

上げら ことも予測している

を急務であると考え

を重視している。同

おり、スタジオの成長と共に才能を持った若い監

で」と かるようなスタジ

作品でも、市場の中で育っていく作品もある

、販売チャネルを拡大することが挙げら

のみならず 外展開も積極

ルテレビ 名高いカートンネットワー
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株式会社 GDH 

１

ナル作品の展開・著作権の獲得」「作品の

 
 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「資金調達」「オリジ

クオリティーの維持」「人材登用・人材育成」「現地法人の確立」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 12月 11日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
沖浦 泰斗 氏（執行役員 ライツ事業部長） 
 

区分 企画・製作会社 
1992年 ㈲ゴンゾ設立 

1996年 ㈱ディジメーション設立 

2002年「ゴンゾ」「ディジメーション」合併 

 （ゴンゾ・ディジメーション⇒2004ゴンゾへ名称変更）

企業概要 創業年  

2000年 ㈱ゴンゾ・ディジメーションホールディグ設立

2004年 ㈱GDHに社名変更 

創業場所 東京都新宿区 
現住所 東京都新宿区西新宿 4－33－4  

新宿中央公園ビル 4F 
資本金 13億 6,080万円 
従業員数 70名 
引き受けることが

できる業務 

 

引き受ける頻度が  
多い業務 

アニメ業務の 

売上比率 

 

アニメスキルの転

用 体の財務経営管理、コンテンツへの投資、版権管

理によるライセンスビジネス、海外事業展開、企

業アライアンス等を行う 

GDH グループ企業の経営戦略策定、グループ全

 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
同社は、デジタル映像制作を手がけていたディジメーションと、アニメ制作会社であった
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ゴンゾが合併して発足した。その後、ホールディングカンパニーとして着々と成長を遂げ、

み 

ある。したがって、グループ全体が、同社の保有す

コンテンツを有機的に展開するよう作用している。その中で、作品の制作を担っているグ

つある。一つがゴンゾであり、もう一つがゴンジーノである。前者は 10 歳
代

外に現地

人を有する制作会社の多くは、既に人件費が高騰した韓国よりも、中国やフィリピン、タ

地域に進出している。しかしながら、同社がなぜ、2006年になって韓

と韓国の拠点間でのコミュニケーションが円滑に進む上、作業も順調に進めること

可能となる。3 つ目に、韓国の制作スタッフの方が中国の制作スタッフよりも、制作クオ
ティーが高いことにある。つまり、韓国の制作スタッフの人件費が高くとも、制作のクオ

ティーが高ければ、結果的に人件費の安い中国に出して、後からリテイクするよりも、ト

タルで換算した場合、コストパフォーマンスが高くなるためである。このような韓国の現

法人の制作クオリティーが認められて、日本の他の制作会社からも受注実績もあるという。 

）組織体制 
それぞれのグループ会社にコンテンツの展開において不可欠な役割が付加されている。 

傘下にコンテンツに関連するグループ会社を多数収めるようになった。同社の経営や組織戦

略を語る上で、外資系コンサルティング会社での勤務経験をもつ石川社長の存在を見過ごす

ことはできない。主に石川社長のリーダーシップのもとに事業拡大してきた企業なのである。 

同グループ会社が手がけたヒット作品として、「銀色の髪のアギト」や「SAMURAI 7」「ブ
レイブストーリー」「アフロサムライ」などが挙げられる。 
 
２）業務の仕組

 同社は、作品の制作だけでなく、企画や流通に至るまで、コンテンツの展開において不可

欠な機能を全てグループ内に収めている。それぞれのグループ会社にコンテンツの展開にお

いて不可欠な役割が付加されているので

る

ループ会社は 2
後半から大人向けをターゲットとした作品制作を行う一方、後者はキッズ向けの作品を制

作する。ゴンゾは既に制作会社としての知名度が高いこともあり、作品ターゲットがキッズ

向けであっても、ゴンゾのブランドで展開することもある。 
 2006年、作品の制作において、特に動画仕上げの工程において、同社が経営をコントロー
ルできる海外の制作会社を設立した。それは韓国に設立されている。一般的に、動画仕上げ

は、大量の仕事を大量の人材で処理する人海戦術が必要とされる工程である。したがって、

人件費の安い地域に進出することで、制作費用を節約しようとする。そのため、海

法

イ、ベトナムといった

国に進出したのかには深い理由がある。まず、韓国の税制上の優遇措置が受けられたことで

ある。次に、同社が信頼できる人物が韓国現地法人の社長となっていることである。韓国現

地法人の社長となっている人物は、ゴンゾで 2年ほど働いた経験があり、ゴンゾの作品の作
り方やノウハウなどを理解している。そのような人物が現地で指揮を執ることによって、日

本の拠点

が

リ

リ

ー

地

 
３
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４）財務関連 
作品によって、ファイナンスのスキームを使い分けている。作品の収益が期待できそうな

SPC（特別目的会社）で資金調達し、自社の 100％のコントロール下で制作
す

明ら 体としてリスクヘッ

する必要があること、また、製作委員会方式は製作委員会方式なりのメリットがあるため

員会方式の大きなメリットは、出資するメンバーは、それぞれの得意分野を

持っている ば、その ロが内容の目利きをすることによって、作品

がブ そ 委員会は、この

よう ナ と組むための絶好の仕組みなのである。しかし、闇雲に多くの

メンバーを れること ら、それぞれの主張がまとまらなくなってしま

い、結果 画段階 調整のコ うからである。同社が製作

委員会に出資する時の比率は、リスクヘッジ 抑えることを原

則としているという。 
 制作プロセスにおいて、制作費を押し上げ

作費を収めようとする努力と、スケジュール

一方で、クライアントと制作単価の交渉をす るという。この秘訣

の一つには、業界関係者ら など、 行っていることが結果的に実を結

んでいるようである。 
 
５）人材育成 
グループ企業としては、 熟知す や、制作費の単価交渉の舞台に立てる優

秀な人材、事業展開・グループ戦 専門的知識をもつ人材を招聘することなどで、

スタッフを充実させている。

制作現場においては、社外外注も 、仕事を継続的に与えるなどの保証をしてい

る。それは、良い作品を作 い外注先が不可欠であり、これらの人材をいか

にロックインしておけるかどうか クオリティーと深く関わってくるためである。

そのため、能力は高くとも くないフリーのクリエイタに対しては、他の仕

事をフリーで受けることを認めつ 社 事

待遇にしている。 
また、制作現場全体に対しては、作品を制作

留まらない。その作品を作る組織戦略上のテ 作品では、デ

タル系の技術力を向上させることを目標においたり、別の作品では監督のリーダーシップ

においたりする。このようにして、作品の制作それ自体が、制作ス

なるよう工夫している。 
 

 

ものに対しては

ることもある。しかしながら、全てがこの方式をとることがベストではないという認識も

かにしている。それは、全ての作品がヒットするとは限らず、企業

ジ

である。製作委

。いわ 道のプロである。プ

ラシュアップされ、

な適材適所のパート

の結果、成功の確率が増える。したがって、製作

ー

招き入 はしない。なぜな

として、企 で時間と ストが発生してしま

という観点からも、半分以下に

ないための努力も行っている。制作予算内で制

の範囲内で制作することが、肝要である。また、

る営業の存在も不可欠であ

を招聘する 地道な努力を

制作現場を る人材

略において

 
活用するが

り上げるには、良

が、作品の

、一社に縛られた

つも、同 の仕 を継続的にコミットしてもらえるような

することは、単に「制作する」という行為に

ーマを設けている。例えば、ある

ジ

を発揮させることを目標

タッフの人材育成の場と
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６）マーケティング 
 日本だけでなく、海外マーケティングも積極的に行っている。具体的な部署としては、GDH
の海外部門で行っている。この部門には、東京とロンドン、LAの 3拠点にオフィスがあり、
海外流通を活発にするための活動を行っている。 
また、フランスには、同社のグループ会社の一つである GO-N（ゴエン）プロダクション
という企画会社を設立している。フランスでは、コンテンツ制作が盛んである。その機会を

得したり、同社の作品を海外展開することも視野においた活動を行っている。 

 

獲
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 株式会社 スタジオジブリ 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「資金調達」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「作品の

クオリティーの維持」「人材登用・人材育成」「特定企業との関係」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 11月 28日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
西岡 純一 氏 （広報部 部長） 

区分 企画・製作会社 
創業年  1985年 6月（再登記 2005年 4月） 
創業場所 東京都武蔵野市 

企業概要 

現住所 東京都小金井市梶野町 1-4-25 
資本金 1,000万円 
従業員数 140名（うち正社員は 130名程度） 
引き受けること

ができる業務 

企画・立案、出資・融資、製作、配給（広告・宣伝

含む）、原作管理、制作全般、脚本、監督、制作進行

を

、

デザイン、原画、動画、彩色、特殊効果、美術、撮影、

編集、録音、その他 
引き受ける頻度 企画・立案、製作、配給（広告・宣伝を含む）、原作

、

録

音、その他 

が多い業務 管理、制作全般、脚本、監督、制作進行、デザイン

原画、動画、彩色、特殊効果、美術、撮影、編集、

アニメ業務の 

売上比率 

100％ 
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アニメスキルの ・ テレビＣＭの企画・製作 

等

した各種マーチャンダイジング 
タ

入と許諾に

関する業務 
・ 出版物の企画・編集・製作 
・ 音楽著作権の管理・譲受、楽曲のプロモート、レ

コード原盤・マスターテープの製作供給 

転用 ・ テレビ映画、実写映画等の企画・製作 
・ アニメーション映画に登場するキャラクター

を利用

・ アニメーション映画、テレビ番組、ドキュメン

リー作品等のビデオグラム製作 
・ アニメーション映画の海外販売・輸出

 
３ ケーススタディー 
）沿革・概略・実績 
同社は、言わずと知れた世界的に有名な制作会社の一つである。主に劇場用アニメを手が

ており、きめ細かい描写やストーリーラインの作りこみに高い定評がある。同社のヒット

品は数多く、「風の谷のナウシカ」や「もののけ姫」「ハウルの動く城」など、日本歴代興

実績の上位を占める作品を制作している。2001年に公開された同社の作品「千と千尋の神
し」に至っては、2006年までの日本映画の歴代興行実績第 1位を記録し、第 75回米アカ
ミー賞の長編アニメーション映画部門においてオスカーの獲得という快挙を成し遂げてい

。 
このような数々の輝かしい実績を誇る同社は、「風の谷のナウシカ」興行的成功を機に、

985年、徳間書店の出資で設立された。その後、1997年に徳間書店の傘下に入り、一事業
として活動を行うも、2005年に徳間書店との資本関係を清算した。そして、株式会社スタ
オジブリとして独立して、現在に至っている。同社の注目は、同社の作品のクオリティー

さることながら、資金調達の仕方や、放送・広告宣伝関係企業とのメディア戦略などのビ

ネススキームに関しても高い注目を集めている。 

）業務の仕組み 
同社は、徳間書店出身の社長である鈴木敏夫氏が中心となって作品のプロデューサー役を

めている。実際の制作現場は、東映動画（現東映アニメーション）や Aプロダクション（現
ンエイ動画）、ズイヨー（現瑞鷹）、日本アニメーションといった制作会社での経験を豊富

有する宮崎駿氏や高畑勲氏らが監督となり、制作現場の指揮を執り、作品が制作されてい

。 
同社が、作品のクオリティーを維持するために行ってきていることには 3つある。一点目
、長期間かけて作品を作りこんでいくことである。ストーリーラインに熟慮を重ねて制作
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を進めていく。そのため、1作 間を費やし、2年に 1作品の
ースで映画公開している。したがって、テレビアニメ番組のような単発的な制作を同社が

がけることは行わない。まさに東映動画が目指した「東洋のディズニー」の

実

二 る。制作スタッフ

待遇を手厚くすることによって、優秀な人材の確保や、人材の育成、スタッフの制作クオ

を目指しているのである。実は、同社の設立当初は、経営陣や総務・経理等

の会社機能 維持す に関しては、作品ごとに契約を取り交わし、

作品 す 991年「おもひでぽろぽろ」
の制 作スタッフを、現在のようなフルタイムの従業員としての雇用に切

り替えたの  
三点目 ら撮影 工程 貫体

制を構築している点である 、一 動向とは逆行している。制作の

一貫体制を社内に敷き、し 品しか 中の工程とは関係

のないスタッフが手隙にな う時間 、それが制作費の高止まりを誘発する

原因となる。また、設備を 時間 とな

ってしまうことも少なくな に

誘発してしまうにも関わら 敢え

は、作品のクオリティーの維持という側面

連携しながら共同作業を進めることが作品 ことや、自社で撮影スタジ

オを保有することで、上がった作 部

クすることなどが可能となるので 。そ

必要な時に必要なだけ自分の裁量で利用で

都度連絡をとり、出かけていかなければな 制作の時間的ロスが発生する。自前

のスタジオが活用できれば、その 的ロ 約することができ、作品のクオリティーの

確認がその場でできるために進行 滞ることなく円滑に進められる。公開までのスケジュー

ルがあらかじめ決められている状況で、制作工程における時間的ロスは、同社の機会費用以

上の経済損失を被る結果にも繋がりかねない。このような判断から、同社内に撮影スタジオ

や試写室も含めた制作の一貫体制を整えることが不可欠だと認識していたのである。 
 一方、制作のための資金調達の方法や、関係企業を巻き込んだメディア戦略という点でも

同社のビジネススキームは次の 3つの点から興味深い。第一は、同社の作品制作サイクルで
ある。同社は 2年に 1作品のペースで、作品内容の深いものを世に送り出す。その作品が世
に送り出されると、次の作品の制作に取り掛かるという制作のほぼ 2年サイクルを作り出し
ている。作品を公開したその年は興行収入で、作品を公開したその翌年はビデオグラムを販

売した販売収入で会社の利益を確保しているのである。このようなビジネスモデルを確立さ

せようとした場合、作品がエンドユーザーに受け入れられるものであることが前提となる。

品を制作するのに 1年半ほど時
ペ

主体となって手

現である。 
点目は、制作スタッフをフルタイムの従業員として雇用することであ

の

リティーの向上

を最低限 る以外の制作スタッフ

の完成と同時に解散

作を機に、多くの制

る経営方式を採っていた。しかし、1

である。

は、企画か までの制作 の全てを自社内で行うことができる制作の一

。この点は 般的な制作会社の

かも 1作 手がけていない状況では、進行

ってしま が発生して

使用しない が発生することによって経営資源が遊休状態

い。このよう

ず、同社が

経済的視点から考えると、機会費用の高止まりを

て、制作の一貫体制を強いる意思決定をしたのに

での深い理由がある。制作スタッフが同じ場所で

の質の向上につながる

品の一

ある

をその場、その場で確認してチェックし、リテイ

の上、自前のスタジオであれば、時間を問わず、

きる。他社のスタジオを活用する場合には、その

らないため、

時間 スを節

が
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作品が受け入れられなけれ も ビデオグラムの販売

収入も期待できないためである。エンドユ 前提の

ために、同社が固持する方針は、「著作権は

産となる。作品がエンドユーザーに受け入れら 昇し、

その権利から発生する金銭的収入も増える

ただの「権利」以上の経済的便益は生まない。 する責任は自

社で持つことによって、よりエンドユーザ

ことや、手がけた作品を大切に育てようという もっているのである。 
第二は、資金調達方法である。昨今、資 委員会方式が多用

されている。この仕組みを始めに作ったの

1985 年に公開された「風の谷のナウシカ」に 手が

る際、制作資金が足りず、やむを得ず外部から資金を調達する必要が生じた。そこで既知

配分に応じて興行収益を分配するシステムを構築したのである。そ

多用されるようになり、一般的に指摘されている点は、複数の企業

が

作委員会方式を活用する基本的スタンスは、半分は自主制作で、残りの半分の資金に

関

ティブを促すことになる。限られた宣

費の中で同社が独自で広告宣伝するには限界がある。しかし、製作委員会メンバーや協賛

のメディアパワーをフルに活用して、作品の宣伝や売り込みに力を入れ

て

は、経営面から制作部門までの全般の指揮・管理を行っている。作品展開に関しては、

製

ば、興行収入 期待できず、翌年発売される

ーザーに受け入れられる作品を作るという

絶対持つ」という立場である。著作権は同社の財

れれば財産としての著作権の価値は上

。一方、市場に受け入れられなければ、著作権は

つまり、自社が作った作品に関

ーに受け入れられる作品に仕上げる士気を高める

意図を強く

金調達のスキームとして、製作

が同社であるといわれている。そのきっかけは、

さかのぼる。同社 1 作品目である制作を
け

の企業に声をかけ、出資

の後、製作委員会方式が

集まり、それぞれが自社の利益に基づいてのみ行動するために、意思決定までの時間が長

い点や、制作サイドに分配がないなどの数々の問題点である。しかし、同社は、1)製作委員
会に出資する額の半分以上を拠出して、製作委員会のリーダーシップをとること、2)製作委
員会メンバーをむやみに増やすことはせず、信頼関係が構築されているある程度固定的なメ

ンバーによる出資形態を取ることを行っている。これらの仕組みによって、上述した製作委

員会の普及で指摘される数々の問題が発生するのを回避しているのである。換言すると、同

社が製

して出資を募っているという考え方である。 
第三は、同社のメディア戦略である。製作委員会に参加するメンバーは、出資比率に応じ

た配分を受ける。したがって、作品がヒットすればその配分も増えることになる。また、同

社の作品は、作品のもつ印象がよく、企業イメージやブランドの向上にも貢献する。製作委

員会メンバーではなくても、協賛企業に関しても企業のイメージアップを図るため、自主的

に作品と自社製品とのタイアップ活動を行うインセン

伝

企業などの関係各社

もらうのである。 
 
３）組織体制 
 同社は、経営と制作現場の役割分担が明確になされている。プロデューサー役を兼ねる鈴

木社長

作委員会の座組やメディア戦略など行うと共に、作品から一歩はなれた視点で全体を俯瞰

している。その一方、制作現場の指揮は宮崎監督や高畑監督が担っている。両者のコミュニ
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ケーションは日常的に行われており、情報交換を行っている。 
 
４）財務関連 
同社は上述したとおり、資金調達方法を工夫している。同社が考え出した資金調達スキー

ム

スタ

である製作委員会方式では、同社が半分拠出することにより、製作委員会のリーダーシッ

プをとる。また、製作委員会メンバーをむやみに増やすことはせず、ある程度固定的なメン

バーを募ることによって、既に確立した信頼関係をもとにスムーズに議論を進めることがで

きる工夫も行っている。したがって、同社の立場として、製作委員会方式は、作品を「自主

制作」するための一つの手段であると理解されよう。 
 
５）人材育成 
同社設立当初は、作品契約でスタートし、作品が完成すると解散という形をとっていた。

しかし、現在のようなフルタイムの従業員としての雇用に切り替えた。この目的は、制作ス

タッフの生活の保障をすること、制作スタッフの待遇を手厚くすることによって、優秀な人

材の確保や、人材の育成、スタッフの制作クオリティーの向上を目指しているのである。し

かし、新人に対しては、まず、研修生として採用し、OJTという形ではあるが、社内で育成
をしている。 
また、同社に対する帰属意識を高めるためにも、福利厚生的な意味からも、制作に対する

インセンティブを高めるためにも、さまざまな工夫を行っている。例えば、年末になると、

同社スタッフに、ジブリグッズを特価で放出したり、社員旅行が企画されたり、社内行事を

充実させたりという細かな工夫を行っている。 
 
６）マーケティング 
作品の展開に関しては、製作委員会メンバーや協賛企業などの関係各社のメディアパワー

をフルに活用して、作品の宣伝や売り込みに力を入れてもらうなどの工夫を行っている。 
作品から発生する 2 次利用に関しては、確固たる方針がある。それは、「制作した作品の
安売りはしない」という点である。DVD など廉価版になって安く市場に出回る作品が多い
中、同社が制作した作品は、小売販売価格での販売を継続している。このような展開が可能

であるのも、著作権を保有しているためであり、同社の作品を大切にするという基本的

ンスが貫かれている結果であることがわかる。このような同社の方針が、結果的に、作品の

2 次展開に関して、一度に大きな収益は見込めないものの、長く売れ続ける作品でありつづ
けることを可能としている。 
また、キャラクター販売に関しても同じ姿勢が貫かれている。それは、キャラクター販売

に関しては、小売市場マーケットベースで上限 100億円以上の販売はしないと決めているの
である。これも、作品のキャラクターがエンドユーザーに飽きられることがなく、いつまで

も愛されつづけるための工夫の一つである。 
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株式会社 スタジオディーン 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「資金調達」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「人材登

用・人材育成」「特定企業との関係」「現地法人の設立」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 11月 27日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
長谷川 洋 氏 （代表取締役） 
臼井 盛二 氏 （御簾納会計事務所、経理担当） 

区分 企画・製作会社 
創業年  1975年 
創業場所 東京都杉並区 

企業概要 

現住所 東京都武蔵野市吉祥寺南町    4-4-13  
資本金 万円 1,000  
従業員数 社内スタッフ数 170名 
引き受けること

ができる業務 

企画・立案、出資・融資、製作、制作全般、脚本、

監督、制作進行、デザイン、原画、動画、トレス、

彩色、特殊効果、美術、撮影、編集、3Ｄ 
引き受ける頻度

が多い業務 

企画・立案、出資・融資、製作、制作全般、脚本、

監督、 進行、デザイン、原画、動画、トレス、

彩色、特殊効果、美術、撮影、編集、3Ｄ 
制作

アニメ業務の売

上比率 

90% 

アニメスキルの

転用

ゲームソフト制作、カードゲーム制作、キャラク

ター制作  
 
３ ケーススタディー

１）沿革・概略・実績

 
 

同社は 1975 年、大手制作会社において仕上げに携わっていた長谷川氏が、当時の上司の
制作会社である。創業当初は、大手制作会社における仕上げの下請を

1983 1984
1995 2000

を遂げた同社であるが、その成長を影で支えた大きな要因として、大手制作会社での人脈と、

 

勧めを受けて独立した

行っていたが、徐々に他社との取引を増やしていき、売上を一社に依存しない事業構造の構

築、いわゆる事業のリスクヘッジを行っていった。 年には、グロス請け業務を、

年には元請制作業務を、 年には製作委員会への出資を、 年には製作委員会の座組

みなどを行う制作会社として成長してきた。このように順調に成長のプロセスを踏んで飛躍
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信頼できる会計事務所の資金面での協力、環境の変化に対する柔軟な組織的対応が挙げられ

。その他にも、さまざまなビジネスの仕組みを考えてきた。 
には、「機動警察パトレイバー」や「らんま 1/2」「るろうに剣心シリーズ」な

ど

人間関係である。創業当初、業務が

切れないような配慮を受け、経営的に安定する地盤を作るよう作用したのである。この期

ネス展開、すなわち、仕上げだけでなく作画などへの業務拡大の方法を探る

準

計事務所との関係は、同社の成長－特に元請制作会社にステップアップする

際

簡単ではない。そのため、元請制作会社に

いて、金銭的資金繰りに苦労するケースが多く確認されている。しかしながら、同社は、

が同社の資金繰りに協力することで、このような状況を回避できてい

る

の

ほど制作費の節約手段としては効果が出ないという状況もし

ば

ける海外の現地法人を確保することは、同社

る

 同社の OVA
のヒット作品が挙げられる。 

 
２）業務の仕組み 
 仕上げから製作会社へと成長した同社の成功を語る上でいくつか欠かせない重要なポイン

トがある。 
第一に、長谷川社長が勤務していた大手制作会社との

途

間に、次のビジ

備期間となったのである。 
第二に、信頼できる会計事務所との関係である。一般的に、制作スタッフが企業の財務に

関わる知識は多くはない。その部分に関して協力してもらえる主体が存在したのである。同

社の経理関係の処理だけでなく、資金繰りに関する助言、事業計画の策定と実施に対するア

ドバイス、融資計画に至るまで、会計事務所が、同社の企業のお金の流れを把握しているの

である。この会

－に極めて大きな影響を与えている。なぜなら、アンケート調査の分析でも確認されたと

おり、元請制作会社は資金面での苦労を強いられることが多い。なぜなら、制作費の支払い

を受ける以前に外注先の制作費の支払いなどのために、多額の費用が必要となるためである。

この多額の制作費用を事前に用意しておくことは

お

信頼できる会計事務所

のである。時には、会計事務所の担当者が、金融機関への融資の交渉の舞台に立って同社

のキャッシュフローの説明をすることもあるという。このような専門家による協力が、同社

財務面に関する「保証」としても作用し、同社の資金繰りに対する金融機関の理解が得ら

れるようになり、金融機関が安心して融資するという好循環につながってきたのである。 
第三に、韓国や中国の現地法人の立ち上げである。韓国の人件費が安い時期には韓国へ、

中国の人件費が安い時期には中国へ進出することで、制作コストを節約しているのである。

また、一般的に、海外現地法人の活用は、経費は安いものの、作品のクオリティーが低いと

いわれている。そして結果的にリテイクに費用がかかってしまうため、制作費をトータルで

計算すると、事前に想定された

しば起こっている。同社の場合には、独自で中国に現地法人を設立し、スタッフを現地に

派遣して技術指導することで、クオリティーをコントロールしているのである。また、同社

は、継続して手がける作品数も多いため、継続的にかつ大量に動画を処理できる人材が必要

となる。その点からも、同社の業務だけを手が
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の制作進行を考える上で、優先 ったのである。 

会議 状況などの情報共有や、今後

同社の活動や方針についての意思決定を確認する場となっている。 
関しては、月 1回、会計事務所の所長を始め、ほか 2名の税理士が参加する

経営会議が れる。こ 同社の資金計画やキャッシュフローの状況、

今後 し

 
４）財務関

 会計事務 下、 を綿 いる。 
 実際の業務に関しては、制作費 ライアントとの制作費の交渉や、原

価管理によるコスト削減の 行っている  
制作業務や版権収入から得られた利益 は内部留保し、その資金は、機材などの設備

投資、パイロット作品の制作、市場ニーズを探る実験作品などの制作費にあてている。 
 
５）人材育成 
同社の制作スタッフは、フルタイムの従業員ではなく、作品ごとの契約社員 いう形をと

っている。その数は、社内外注 100 社、計 170 名、社外外注 250 社にも及ぶ。社 、

社外外注共に、同社への日常的な制作協力が得られるよう、常に仕事を確保して業務を分配

することのできる体制を整えている。このような一定の業務量を保証することにより、いつ

でも有機的に制作スタッフの協力が得られる ているのである。

 
６）マーケティング 
 代理店や出版社などに対する営業活動や、

 

的に考えるべき事項の一つであ

 
３）組織体制 
同社の組織面に関しては、長谷川社長をはじめ、役員やプロデューサが参加する週 1回の
が開催される。この会議においては、手がける作品の進捗

の

同社の財務に

開催さ の会議においては、

の資金計画などが話 合われる。 

連 
所の協力の 資金計画 密に立てて

を受ける場合には、ク

努力を 。

の一部

と

内外注

体制を整え  

放送局に対する営業活動を強化している。 
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  株式会社 竜の子プロダクション 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「特定企業との関係」 

 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 11月 28日 
インタビュー応対者 成嶋 弘毅 氏 （代表取締役社長）  
（部署／肩書き） 井関 正隆 氏 （総務部長）  

区分 企画・製作会社 
創業年  1962年（昭和 37年） 
創

企業概要 
業場所 東京都国分寺市 
現住所 東京都国分寺市南 3-22-12 
資本金 2,070万円 
従業員数 43名 
引き受けること

ができる業務 

企画･立案、出資･融資、製作、原作管理、

制作全般、監督、制作進行、デザイン、原

画、動画、彩色、特殊効果、美術、撮影 
引き受ける頻度

が多い業務 

原画、動画、彩色、特殊効果、美術、撮影 

アニメ業務の 

売上比率 

100％ 

アニメスキルの

転用 

－ 

 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
同社は、1962 年、京都から挿し絵画家を目指して上京した吉田 3 兄弟一家による一族経
営に始まった。創業して以来、オリジナル作品にこだわり、1960年代後半から 1970年代に
は数々のヒット作品を制作してきた。作品のほとんどの権利を同社単独で保有している。同

社のオリジナル作品には「マッハ GoGoGo」や「ハクション大魔王」「科学忍者隊ガッチャ
マン」「タイムボカンシリーズ」など、テレビアニメの全盛期を支えた作品がずらりと並ぶ。

近年は、「アクビちゃん」や「鴉－KARAS－」（第 5 回東京国際アニメアワードオリジナル
ビデオ部門の優秀作品賞受賞作品）の制作がある。 
創業以来、吉田一家によるオーナー経営が行われてきたものの、組織経営へと転換する転

機が生じた。それは 2005 年のことである。玩具メーカーであるタカラ（現タカラトミー）
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が同社の株を取得し、タカラの傘下に入ったのである。その後、2006年にはタカラトミーが
ンデックス・ホールディングスに同社の株式の一部を譲渡し、同社に対するインデックス･

スの影響力も同時に高まるなど、同社の経営環境は激変している。 

波の影響を色濃く受

け

）業務の仕組み 
して以来、マンガなどの原作を元にしないオリジナル作品にこだわった結果、

社の強みとなっている。この時

柱となり得る作品の制作にも取り掛かって

い

も、

リジナルストーリーにこだわりつづける同社である。 
社の保有作品は、外部企業から観ても魅力的に映る。ゲームや実写映画、玩

具

専務取締役を務

ていた成嶋氏が社長に就任したことからも推測される。成嶋社長は、同社で 30 年近く勤
主に同社の作品の海外展開を担ってきた。つまり、同社の経営や組織、

の

には、経営体制を整えるため、買収先から一方的に経営者が送り込まれてくることが少な

ない。そして、この送り込まれた経営者と買収元の経営陣や従業員との対立・衝突が起こ

、事態の悪化を招くことも少なくない。しかし、同社の場合は、同社の社内を知り尽くす

材がトップに立つことによって、親会社と同社との軋轢が生じないようにしている。いわ

、成嶋社長は親会社と同社との橋渡しをする「通訳」のような役割を担っているといえよ

。 
同社株式買収の二つ目の変化は、企業体質の変化である。親会社となったタカラトミーは

場企業である。上場企業のグループ会社となることは、子会社として財務状況等の報告義

を持ち、子会社の情報も公開される。したがって、四半期ごとに、厳密な財務処理が求め

れてくる。その上、上場企業であるが故、子会社に対しても、企業価値を高め、市場での

イ

ホールディング

近年、流通媒体の多様化、メディア戦略の多角化と共に、コンテンツやメディアを巡る業

界再編の動きが活発に行われている。特に、玩具メーカーを巡る企業の再編は少子化の影響

も大きな要因となり、M&A は勢いを増している。同社は、このような
ているといえよう。今後、コンテンツやメディア業界における企業再編がますます増える

と考えられる状況において、同社の軌跡は、一つのモデルケースになると考えられる。 
 
２

同社は、創業

作品のほとんどの権利を同社単独で保有している。これが同

代の作品による版権収入が現在も同社の多くの収入源となっている。今、同社は、この収入

による内部留保の資金を元に、将来に版権収入の

る。これまでの同社の経営方針と同様、作品の権利を自社で保有し、そこから発生する収

入の一部を次なる作品の制作に当てるというビジネススタイルを採っている。そのために

オ

このような同

へのキャラクターの展開など、作品の 2次利用の可能性も評価され、大手玩具メーカーが
同社の株式を大量に保有し、M&A が成立した。タカラトミーの傘下に入り、同社に大きな
いくつかの変化が訪れた。まず、オーナー経営から組織経営への変化である。ただし、この

経営形態の変化は、これまでの同社の方針を全て無視して、一方的に転換させられたのでは

ない。それは、タカラトミーによる株式取得後、社長となったのはそれまで

め

務しており、これまで

人などを熟知している人材が同社の経営のトップになったのである。一般的に、企業買収

際

く

り

人

ば

う

上

務

ら
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評価を維持し、高める企業 な事業計画の提出が求め

れてくる。事務や経理に対しては多大な負担が求められるのである。 
社に入ったからといって、寄りかかることを意味するのではあり

ま

ば力の弱いグループ会社になってしまいます。そうならないためにも、私が会社をお預か

、金の卵（独立採算で、著作物を増やし、会社の価値を上げるという意味）

としていら するのをモ ます」と強調する。 
 
３）組

M&A 以前は、オーナー経営であり、どちらかというと、企業経営の視点と制作現場の進
行の視点が いた面 かっ 、企業経営という視点を

持ちながら、制作現場の進行 をお 営計画を立て、それを実行する

体制を整えている。その際、 ことは 、同社の内部を知り尽

くす人材がトップに立ってい である

同社は、上述したように、 いう 企業経営の側面においては極めて大きな変

化が起こったものの、制作現 は、

営業を専門とするプロデュー 現 て、

良い作品を制作し、それを流通させる方針 長は、

今後は、営業を専門とするプロデ ー

 
４）財務関連 
タカラトミーの傘下に入ることで、経理関係はこれまでよりも、より明確になっている。 

 
５）人材育成 
人材の流動性が激しいため、制作スタッフが同社に留まり、制作を続けるような環境作り

 

６）マーケ

経営の姿勢や、それを盛り込んだ具体的

ら

成嶋社長は、「グループ会

せん。グループ会社の中で助け合うことは必要ですけれども、それぞれが独立していなけ

れ

りしている間は

れるように ットーにしてい

織体制 

混同されて も否めな た。しかし、M&A 後は
とは一線 き、企業存続の経

重要な 、同社での勤務経験が長く

ること 。 
M&A と 形で、

場に関しては

サーと制作

大きな変化があるわけではない。制作に関して

場を専門とするプロデューサーの連携によっ

で事業を行っている。しかしながら、成嶋社

ューサ をより育成したいと考えている。 

を心がけているという。

 
ティング 

保有している著作物の派生作品を制作し、また、オリジナル作品も手がけ、将来に版権収

入の柱となり得る作品を育てていきたいと制作活動に意欲を注いでいる。 
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 株式会社 ディー・エル・イー 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「作品のクオリティー

の維持（ストーリーの面白さ）」「人材登用・人材育成」 
 
２ 企業概要 

 訪問日 2006年 12月 8日 
 
 

 

革・概略・実績 
 

インタビュー応対者

 
椎木 隆太 氏 （代表取締役） 

（部署／肩書き）
 
 
 
 
 
 

区分 企画・製作会社 
創業年  2001年 
創業場所 東京都千代田区 

企業概要 

現住所 東京都千代田区四番町

 番町ポンピアンビル 階   

 8-19 
5  

資本金 億 万円 1 1,700  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３ ケーススタディー 
１）沿

従業員数 30人 
引き受けること

ができる業務 

画・立案、出資・融資、放送・通信・販布、

配給、原作管理、制作全般、脚本、監

督、制作進行、デザイン、原画、動画、トレ

ス、彩色、特殊効果、美術、撮影、編集、録

音 

企

製作、

引き受ける頻度

が多い業務 

企画・立案、制作立案 

アニメ業務の 

売上比率 

70% 

アニメスキルの

転用

ゲーム、 ホームページ制作、キャラクタ

ー制作、版権管理、携帯用コンテンツ 

PC
 

同社は、設立当時、海外と日本のバイヤーや制作会社をつなぐ映像コンテンツのコンサル

ティング業務を主に手がけていた。同社は、海外と日本のビジネスパートナーの橋渡しをす

ることも多く、海外での知名度も高い。アメリカ大手玩具メーカーであるハズブロ社とは、

業務委託契約を結んでいるほどである。 
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 コンサルティング業務で成長してきた同社ではあったが、コンサルティング業務として評

価されているうちに、次の成長の一手を打った。2005年のことである。制作にまで業務展開
を

法人との業務提携を

うなど、作品制作の体制を強化している。同社が保有する作品を無料配信するためのイン

ビの運営にも取り組んでいる。 

 

取っていた。

の後、海外での経験を元に、同社を立ち上げた。2001年 12月のことである。コンサルタ
人脈や実績は蓄積されるものの、業務の継続性という点からは、不確実性の

高

チングなど、業務に係るスポット的な比較的大きな収入はあっても、業務が終了した後に

込めず、安定的な企業経営のための収入源とはならないからである。つまり、

ク

ればならないという状況を強いられることになる。このような認

を強くもっていた椎木社長は、コンサルティング業務のみならず、自社で作品を保有する

識していた。自社が立てた企画を制作会社に外注するシステムを採ら

ず

り、進行のリー

ダーシップが外注先に握られてしまったりと、自社にコントロールする権利が薄れ、当初の

計画どおりに作業が進まないことも発生することも多い。このような視点から、お金をかけ

ずにスタジオを持ち、自社が直接制作に携わる方法を探していた。「テレビアニメ作品ではビ

ジネス展開を考えると先が見えている。フラッシュ技術を駆使し、多メディア展開すること

が最適である」このような認識のもと、さまざまな制作方法や制作技術を検討し、フラッシ

ュ技術が最適であるとの決断を行った。フラッシュ技術を活用して制作することの利点は、

行ったのである。注目すべき点は、制作コストをかけずして短期間で制作する技術「フラ

ッシュ」に着目したところである。絵の構成が簡素な作品でも、ストーリーそのものが面白

ければ売れる。いわば、ストーリラインのクオリティーを重視する作品を展開するという戦

略をとり、同社は、業界にフラッシュ技術を活用する作品制作の一大ブームを生んだ火付け

役となったのである。また、国内制作会社とのM&Aや、インドの現地
行

ターネットテレ

同社の展開する作品には、子会社である蛙男商会がフラッシュ技術で制作した「秘密結社 

鷹の爪」「古墳 GALの COFFY」などが挙げられる。同社の椎木社長は「わが社はフラッシ
ュの技術を活用した作品づくりのリーディングカンパニーとして、また、フラッシュで制作

する作品を業界として確立させるためにも、IPOは使命である」との強い意思を持ち、株式
上場の準備を着々と進めている。 

２）業務の仕組み 
 同社は創業当初、コンテンツのコンサルティング業務を行っていた。椎木社長は、大手エ

ンタテイメント企業において、海外でのエンタテイメント分野での事業経験をもっており、

国を超えたコンテンツの取引ニーズやコーディネーションの重要性を肌で感じ

そ

ント業務では、

い業務であった。なぜなら、契約した作品展開にかかる制作パートナーやスポンサーのマ

ッ

は、継続性が見

ライアントからの評価は高くとも、日常的な業務を確保するという側面からは、常にクラ

イアントを探しつづけなけ

識

ことの重要性を強く認

、自社でスタジオを持つことの必要性は、コンサルティング業務での経験が生きている。

それは、外部の制作会社を使って制作すると、同社の業務が後回しにされた
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制作資金が抑えられるという するもう一つの大きな利点

ある。それは、短期間に作品を仕上げることができるという点にある。短期間に制作が可

然の引き合いにも十分対処できるのである。 

を売

その後の同社の成長には目を見張るものがある。同社のオリジナル作品の展開を見込んだ

の出資（5%強）と、それに伴う業務提携や、制作業務拡大に対処できる制作
体制の拡充 、海外 リカにおいても知名度の高い制作会社ム ク

アニ 後 た、インドにおける制作拠点

と同 してアニメーションスタジオ「TOONZ ANIMATION」との業務提
携など、常に先を見越した事業展 いる。 
 
３）組織体制 
 2001年創設時は、椎木社長一人でコンサルテ たものの、業務の拡大

と共に、従業員も拡充してきている。それに ての会社 運

営・管理である。現在、同社は、 人の 業 えて る。そして作品契約のクリエイタ

が 6人程度いる。実際の経営の指揮 椎木社長と CFOである。CFO担当役員は、
2006年に入社している。会社の業務拡大と共に、経営の役割分担できる人材を探した結果、
商社やコンサルティング会社、アニメ制作会社における財務経験を豊富に持つ人材が採 さ

れたのである。 
 具体的な制作に関しては、4 人の制作プロデューサーが責任を持っている。今、同社は、
制作プロセスを統括するプロデューサーだけでなく、ビジネスとしてプロジェクト全体 統

括するプロデューサー役を担う人材が欲しいという。ビジネスの流れを把握し、収支状 を

考え、かつ、営業もできる人物を求めている。

 
４）財務関連 
多額の資金を投入して作品を制作することも一つのビジネスモデルではあるものの、 社

はそのような方式を持たない。制作コストを る

ストーリーを作りこむことで、作品を売って

の規模を急激に拡大してきたものの、全く面識のない人を従業員と

く、長年かけて取引などによる信頼関係を蓄積し

観点からだけではない。これに関連

が

能であれば、突

同社には、コンサルティング業務で培った人脈と実績がある。海外展開も含めて自社作品

っていく環境はそろっていた。 

ハズブロ社から

のために 現地法人を持ちアメ ー

メーションの買収（

社の作品流通拠点と

に「ムーク DLE」と社名変更）、ま

開を行って

ィング業務を行ってい

伴って発生するのが、組織体とし の

30 従 員を抱 い

を握るのは、

用

を

況

 

同

抑えてもなおかつ、エンドユーザーが楽し

いくスタイルを採る。 
め

 
５）人材育成 
同社は、数年間で組織

して採用することはない。これまで椎木社長が培った人脈を通して、求めるスキルを保有す

る人材を紹介してもらったり、該当する人物にあたりをつけて話をするなどして人材を獲得

するという。この姿勢は、人材登用の場合だけではない。業務提携に関しても、全く面識や

付き合いのない対象に対して行うのではな
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た後に行われることが多い。 
 
６）マーケティング 
 国内展開だけでなく、海外展開も念頭においた仕組み作りを行ってきている。それは、同

社が創業以来手がけているコンサルティング業務から得た経験と実績が大きい。自社での直

接的な展開としては、放映料を支払ってテレビ局で放送すること（テレビ局から制作依頼を

受けて制作費を受け取っているわけではないため、著作権等の権利は全て同社に帰属する）

や、同社が保有する作品を do-dle.tvというインターネットテレビで配信し、保有作品の認知
度を高める活動を行っている。 
また、海外においては、ハズブロ社と業務提携することにより、ハズブロ社が保有する米

国ケーブルテレビ局での放送や、ウェブでの公開計画が着々と進んでいる。 
さらに、新興市場を取り込むという視点からは、インド市場への進出が挙げられる。イン

ド市場進出の足がかりとなっているのは、インドの制作スタジオ「TOONZ ANIMATION」
である。インド現地法人との業務提携の目的は、一般的な中国やフィリピン、ベトナムなど

現地法人を設立する目的である「制作費を抑えるためだけの現地法人」という意味からで

の制作に関しても受注する体制を整えるという趣旨から、インド現地法

の

はない。インド国内

人とは共同制作という意味合いも持ち、単なる「下請制作会社」とは位置付けを異にする。

その上、同社にとってインド現地法人は、同社の作品を新興市場に展開させるための営業の

窓口という目的も持ち合わせている。なお、インド現地法人との業務提携は、同社だけの独

自展開ではなく、インド市場への進出を念頭においているハズブロ社との共同業務でもある。

このように、同社は、さまざまなビジネスの仕組みを効率的に活用して、より一層の成長の

ステップを踏んでいる。 
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 株式会社 ハルフィルムメーカー 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「資金調達」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「特定企

業との関係」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 12月 8日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
大槻 博文 氏 （専務取締役） 
 

区分 企画・製作会社 
創業年  1993年（平成 5年） 
創業場所 東京都北区 
現住所 東京都杉並区上荻1-10-6 荻窪福智ビル4F 
資本金 1,000万円 
従業員数 70名 
引き受けること

ができる業務 

企画･立案、出資･融資、製作、原作管理、

制作全般、脚本、監督、制作進行、デザイ

ン、原画、動画、撮影、編集、音響 
引き受ける頻度 企画･立案、出資･融資、製作、制作全般、

が多い業務 脚本、監督、制作進行、デザイン、原画、

動画、撮影、編集、音響 
アニメ業務の 

売上比率 

100% 

企業概要 

アニメスキルの

転用 

ゲームソフトのアニメ－パート 

 

同社は、もともと個人経営であった。1993年当時、春田社長一人がプロデューサーとして
た。その後、倒産した取引先のスタッフや機材等を引き継ぎ、業務を

拡大し、徐

３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
 

業務を行う日々であっ

々に大きな業務を手がけるようになっていった。業務で得た利益から内部留保す

るなどして、オリジナル作品の制作も行っていた。元請制作会社になると、作品を制作する

ために事前に多額の資金が必要になることから資金繰りに翻弄される日々が続いていた。ち

ょうどその時、CM制作会社であった TYOによるM&Aの話があり、TYOの傘下に入った。
2003年のことである。TYOグループに入ったことで、資金調達の課題も解消し、原価管理
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の徹底、グループ会社内の経理処理の業務委託など、企業経営の改善に大いに役立っている。

た、TYOグループにおける中国市場展開については、同社が中国の現地法人の管理運営を

るにせよ、同社のキャッシュフローを悪化させてしまうた

め

は早急に解決

す

的に回避している。 
二点目は、グループ内の経理と総務を管理する会社が、同社の伝票処理や決算書類の作成

どを一括して行ってくれるため、経理関係の処理と総務が軽減されたことである。一般的

、M&A後、親会社が上場企業であった場合、子会社として財務状況等の報告義務を持ち、
会社の情報も公開されるため、そのために子会社の経営陣の時間が割かれることが多い。

かしながら、TYOのグループの場合には、一括してそのような事務処理を行う機関（会社）
グループ内に設けていることによって、子会社の経営陣が企業経営に集中できる仕組みを

えた。経営組織が行うべき手続きや処理の負担が軽減されることによって、経営組織が経

に関して注力できる時間が増えたのである。 
三点目は、原価管理の徹底である。経費を如何にして軽減させ、利益をあげるのかという

識を強くもつようになったのである。特にテレビアニメ作品を手がける場合には、利益の

が薄いため、原価管理を徹底することによって利益率を高めることが不可欠となる。例え

、業務にかかる配送の費用や消耗品の費用など、その価格を押さえることで、必要経費が

約される。実際、同社の場合、このような意識改革によって、年間 100万円程度の経費の
減に成功している。また、制作現場においても、予算と作品のクオリティーをより強く考

ま

任されている。 
 
２）業務の仕組み 
 TYOの傘下になる以前、同社は元請制作企業として資金調達に悩まされていた。一般的な
多くの元請制作会社が抱える悩みと酷似している。それは、売上の額が（制作工程のみを手

がける場合と比べて）大きいものの、元請制作会社が事前に負担しなければならない制作資

金も多く、それが一時的にではあ

である。その結果、経営者は、資金繰りの手当ての時間に追われ、経営者としての役割を

果たす時間まで削がれてしまう。同社にとっては、このような資金面での課題

べきことの一つであった。TYO傘下に入る意思決定の背景には、このような事情が挙げら
れる。 
 TYOグループの一員となった後、同社が得たメリットは次の 3点である。一点目は、当初
の目的どおり、資金面での課題が解決されたことである。作品を受注すると、元請制作会社

が事前に負担しなければならない制作資金が多く、それが一時的な同社のキャッシュフロー

を悪化させていた。事前に負担すべき制作資金が足りなければ、グループファイナンスから

調達することが可能である。また、元請制作会社として作品を受注する際、一般的に支払方

法が受注単価に影響することがある。例えば、分割での支払いを受けると、トータルで考え

た際の受注単価は一括での支払いよりも結果的に少なくなってしまうケースが生じることも

ある。しかしながら、同社はグループファイナンスを活用することで、支払方法が交渉の取

引材料となる可能性を潜在

な

に

子

し

を

整

営

意

幅

ば

節

削
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えるようになり、脚本の段階 して、予算以上の費用がか

らないような意識改革も行っている。 
道な努力をする余裕が生まれるのも、グループ内で伝票処理や決算処理をす

る

 
）組織体制 

グループ内の会社ではあるが、一般的な M&A で頻繁に観察される経営者の
送り込みが たわけで は非常勤の取締役が 2名いるのみである。代
表取 役 な組織体制は同社に任されて

おり 理や監督、今後の同社の経営計画や方針の確認を行っているに過ぎ

ない。その 同社は独 ある。 
経営陣 確に分担されている。 表権を持ち、同社の経営に

責任を持つ。その上、今、 、T の業務における重要な役割も担ってい

る。それは、TYOグループで制作した作 TYO
の持分法適用会社に中国に く制作 東方龍動画発展」がある。ここでは、

中国市場での作品流通を主 同社 社長が番組販売やライセンシー、版権展開、

印税などの組織体制を整え る 制を整

えている間、同社内の経営 締役 企画や

制作全般の運営・管理の責任を持つ。また っている。取

締役の中には、制作現場を指揮・ る ること

はないものの、実際の制作の監督が る。 たり、

同社の作品ブランドの確立に専念している

 
４）財務関連 
 上述したように、同社の経理に が、同社の伝

票処理や決算書類の作成などを一括して行う体制が整っている。そのため、経理関係の処理

軽減されている。 
して行われている。必要経費を節約し、利益の幅を広げる努力が行

、配送料や消耗品の節約と削減をすることや、予算と作品のクオリ

から、内容や描写の仕方などを工夫

か

このような地

機関が存在することにより、煩雑な書類の作成から開放されているためでもある。 

３

同社は TYO
行われ はない。TYO側から

締役社長や専務取締

、TYOは数字上の管
以下の取締役に変更はない。基本的

点で、 立した組織なので

の役割は明 春田社長は、同社の代

春田社長は YOグループ
品を流通させるための海外窓口の整備である。

拠点を置 会社「大連

眼におき、 の春田

ているのであ

は、他の取

。春田社長が日本と中国を行き来して、体

が担っている。大槻専務取締役は、作品の

、この業務と並行して財務管理も行

管理す

い

プロデューサーや、マネジメントに関与す

彼らは、主に同社の作品クオリティーを高め

。 

関しては、グループ内の経理を管理する会社

が

 また、原価管理も徹底

われている。具体的には

ティーのバランスを考えること、などが意識的に行われている。 
 
５）人材育成 
経験のない新人に対しては最低賃金を保証している。一方、新人時代にトレーニングを積

んでスキルを上げた人には、仕事量に見合う十分な報酬を支払っている。最低賃金が保証さ

れているトレーニングの時代で辞める人は数多く存在する。しかし、そのような新人制作ス

タッフの勤続行動パターンと、業界に 5年以上身をおく制作スタッフ人の行動パターン、そ
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して、業界に 10 年以上身をおく制作スタッフの行動パターンは全く異なる。同社に籍を置
く多くの制作スタッフの行動パターンは、5 年以上業界に身をおく制作スタッフである。彼
らとは、作品契約の形はとっているものの、会社からも傷害保険などの諸経費を負担してい

ほどである。そのような制作スタッフの流動性はそれほど高くはない。制作スタッフの

けている。 

 

 

る

60％は、定着しつづ
 
６）マーケティング 
 同社はオリジナル作品を保有し、また、番組販売権をもつ同社制作作品を販売しているも

のの、他の作品販売展開を行う制作会社と同様、国内市場では苦戦を強いられている。この

点からも、現在、春田社長がコミットする作品流通拠点としての中国現地法人の制作会社に

期待を寄せている。 
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２．個別企業ケース（その２） 元請制作会社 

 
 シンエイ動画 株式会社 

 
１ 選定理由 

作品の展開・著作権の獲得」「作品のクオリティーの維持」「人材登用・人材 

）沿革・概略・実績 
、1964年に設立された有限会社エイプロダクションである。設立当初は、作

画

「オリジナル

育成」「特定企業との関係」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 11月 20日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
別紙 博行 氏 （常務取締役） 

区分 元請制作会社 
創業年  1976年 
創業場所 東京都西東京市 
現住所 東京都西東京市田無町 2-14-15 
資本金 1億円 
従業員数 70人 
引き受けること

ができる業務 

企画・立案、製作、制作全般、脚本、監督、制

作進行、デザイン、原画、動画、トレス、彩色、

特殊効

企業概要 

果 
引き受ける頻度

が多い業務 

放送・通信・版布、製作 

アニメ業務の 

売上比率 

100% 

アニメスキルの 版権管理 
転用 テレビ用・映画用アニメ制作及び関連事業 

 
３ ケーススタディー 
１

 同社の前身は

・仕上げスタジオとして発足しているが、1976年に改組し、シンエイ動画株式会社となっ
た。創業当初は、宮崎駿、高畑勲、小田部羊一らが所属していたことでも知られている。作

画・仕上げスタジオとして発足した同社は、後に元請制作会社に成長し、「ドラえもん」「ク

レヨンしんちゃん」「あたしンち」など、数々のロングヒット作品を手がけてきている。また、
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原作者である藤子・Ｆ・不二雄の「ドラえもん」、「パーマン」をはじめ数多くのコミック漫

画をアニメ化して絶大な信頼を得ている。 
 
２）業務の仕組み 
 同社は長期間に亘って制作する作品が多いため、進行中の作品に関しては、既に制作の仕

みが出来上がったルーティーンの業務になりがちであるが、常に新作と同じ取組みの姿勢

組を育てる基本である（「ドラえもん」は 1979 年から、「クレヨンし

著作権を保有していることは、2 次利用も含めて同社が全て保有する
とになるが、権利行使の窓口に関しては、テレビ局や広告代理店の専門部署に委託し各作

の権利者の立場を守る意味でも、関係会社ともビジネス的に有効利用を図っている。作品

作における同社の主な役割は、作品の企画と制作進行の管理、作品のクオリティーの維持

最終責任を持つことである。その進行に関しては、作品の鍵となる重要な工程は、同社の

タッフが手がけている。同社のプロデューサーの元に、1作品あたり約 6名前後の制作進
が就き、基本的にそれぞれが順番で番組を担当する。一般的に、制作進行は、制作クオリ

ィーの高い協力企業の確保に困窮することが多い。しかし、同社に関しては、1)手がけて
るテレビアニメシリーズが安定していること、2)同社がテレビ局などから受け取る制作費
ら管理費を計上せず、全て制作費に充当することによって、制作単価を一定レベルに維持

ること、3) 第一次下請レベルの協力企業に対しては、年に 2回程度、制作費の補填（利益
配分）を行っている。このような安定した業務の仕組みが、信頼できる協力企業の協力を

期間に亘り継続して得られる原点となっている。 
同社が長期に亘るテレビシリーズ番組の制作を確保しているからといって、このルーティ

ンの業務にのみ注力しているわけではない。突然の番組の打ち切りや同社の将来に備えて、

部留保資金を活用して積極的な展開も行っている。それは、企画書の作成や、5 分程度の
イロット作品を制作して営業活動に赴くなどしているのである。このような継続的な活動

原点となり、「ドラえもん」や「クレヨンしんちゃん」「あたしンち」など、現在の長期に

るテレビシリーズを手がけることにつながっている。 

）組織体制 
テレビシリーズ 3作品を抱える制作会社の場合、一般的に 100名から 150名ほどのスタッ
が必要になる。しかし、同社の場合には、70名ほどしかスタッフを保有していない。比較
少人数で 3つの作品を手がけることが可能な理由は、管理部門を少人数で担当しているた
である。全ての権利を自社で管理しようとすると、それだけ管理部門のスタッフが必要に

なる。その上、権利関係が複雑になっている昨今、管理部門のスタッフが必要とされ、求め

組

を持つことが、長寿番

んちゃん」は 1992年から、「あたしンち」は 2002年からテレビ放映されている）。同社が作
品を作るうえでの基本的な考え方はテレビシリーズ及び出資を募る劇場映画についても、同

社が著作権を持ち原作者や他の著作権者に対して責任と義務を持つことを前提に番組制作を

行う。ただし、同社が

こ

品

制

に

ス

行

テ

い

か

す

を

長

 

ー

内

パ

が

亘
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られるスキルがますます高くなっている。前段でも述べたように権利行使の窓口を自社で行

のではなく、テレビ局や広告代理店など、作品に関係する企業に任せることによって、同

社は比較的少人数で管理すること 。このような企業体制を採って

ることによって、同社の組織面での効果だけではなく、副次的効果も生んでいる。それは、

補的な関係の形成である。つまり、窓口業務を担当する企業と長期に亘る継

続

など  
また、同社は、2006年 10月、組織体制の整備を行っている。それは、取締役を 5名体制

へと取締役機能を拡充させたことである。このような措置を設けたのには理

由がある。取締役メンバーだけでなく、従業員スタッフも年齢があがり、社内の経営体制の

若返りを考 である。 5年 8月に訪れた。同社の創業者楠部大吉郎
氏が 同 た第一世代からの世代交代のプ

ロセ 。 
 
４）財務

テレビシリーズにおける制作費から同 することはない。全て制作を担当

する協力企業に対して支払 。その 保有する著作権か

ら発生する 2 次利用の配 れる リーズ作品に関しては、1 年に 1
回程度、映画が公開される 行を せることにより会社の利益を計上するとい

う方法をとっている。この で

抱え込み、全ての利益を同 る 存

共栄の形をとるという強い意思が確認さ 締役は、「関係各社の協力があってこそ、

良い作品を制作することが つなげることができるの

です」と断言する。 
 
５）人材育成 
同社のスタッフ 70 名は 。スタッフの入れ替わりが頻繁にあるわ

けではない。平均的な勤続年数は 14 年 小学校

学年やファミリー層をターゲットとした作品展開を行っているため、それ以外のタイプの

スタッフが別の制作会社に移動するということはあるという。 
ッフに対してだけではなく、協力企業に対しても、安定的な仕事量

う

を可能としているのである

い

特定企業との相

的な関係が成立しているため、作品のタイアップや新たな商品展開、プロモーション活動

の協力が得やすいのである。

から 10 名体制

えたの そのきっかけは 200
死去したのである。

スにあると言えよう

社は、今、いわば、アニメを支え

関連 
社が管理費を計上

われる ため、一般的な管理費は、同社の

分が当てら 。また、テレビシ

。この興 ヒットさ

ような同社の

社が吸い取

経営に関する基本的な方針としては、全て自社内

のではなく、配分できるところには配分して、共

れる。別紙取

でき、また、数々のビジネスチャンスに

全て常勤の従業員である

程度である。ただし、同社の作品が基本的に

低

作品を手がけたいと望む

また、同社内部のスタ

を確保し、利益を配分するなどして、同社に対する協力体制を強固なものとしている。 
 
６）マーケティング 
全てを自社で行うという立場を採っていない。任せるところは関係各社に任せるという体制

を採っている。 
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瑞鷹 株式会社 
 
１ 選定理由 

の分離」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「作品のクオリティー

時代からエイケンへと組織変更す

時代に経験を積んだプロデューサーである高橋茂人氏が創業した制作会社である。その後、

の茂美氏に交代している。高橋社長は、もともと大手メーカーの営業として

経

「経営と制作現場

（ストーリーの面白さ）」「人材登用・人材育成」 
 
２ 企業概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

訪問日 2006年 11月 10日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
高橋 茂美 氏 （代表取締役） 

区分 元請制作会社 
創業年  1967年 
創業場所 東京都中央区 

企業概要 

現住所 東京都港区  
資本金 万円 3,000  
従業員数 8人 
引き受けること

ができる業務 

企画・立案、出資・融資、製作、原 理、制

作全般、監督 
作管

引き受ける頻度

が多い業務 

企画・立案、出資・融資、製作 

アニメ業務の 

売上比率 

20％ 

 
 
 
３ ケーススタディー 
１） 沿革・概略・実績 
 同社は、TCJ（旧日本テレビジョン株式会社）の動画部

アニメスキルの

転用

版権管理、携帯用コンテンツ

 

 

る

企業経営は子息

験を積んでいたが、1991年に同社に入社し、1998年に社長に就任した。1963年に日本で
アニメ番組が始まって以来、アニメ番組を担う第一世代が依然として第一線で活躍する中、

第二世代へとスムーズにバトンタッチした数少ない制作会社である。 
同社が保有する作品には、アニメ作品として名高い「アルプスの少女 ハイジ」「ムーミン」

「山ねずみロッキーチャック」「小さなバイキング ビッケ」などがあり、1970年代に制作

－155－ 



 

されたアニメ番組としては、未だ圧倒的な知名度を誇っている。これらの作品から得られる

版権収入は、依然として同社の主要な収入源となっている。 
その一方、新たな展開も仕掛けている。現社長である高橋茂美氏を中心に 2次元アニメか
ら手を引き、3DCGの作品を制作している。 
 
２） 業務の仕組み 
同社の収入の多くは、同社が保有する作品から得られる版権収入の割合が高い。元請制作

会

ーの内容によるものだけではない。市場展開の仕方にも大きく

存している。同社は、引き合いが多いという理由だけで作品展開、2 次利用展開を行うと
行わない。ビッグヒットは長く続かない傾向が高い。市場が飽きてしまうた

め

経営体質になっており、茂美社長が入社した頃から強く認識していた。

うして、彼は、経営改善の方法を模索していた。そして、製作委員会方式による 30 分テ
セルアニメで収益を上げることは難しいとの結論に至った。そこで着目した

の

や

す

あ

。絵のきめの細かさにこだわるのであれば、3DCGの技術を元にした事業展開では必然的
てしまう。「しかし、見方を変えると、緻密な映像は実写で作れば良い

量も少ないため、設備投資も少なくて済む。放送媒体も選択すればよい。

社が版権の全てを保有しているのは、時代背景によるところが大きい。1970年代、制作し
た作品の権利は、テレビ放映後一定の期間を経た後、制作会社に帰属していた。そのため、

1970年代当時、同社が企画・元請となって制作した「アルプスの少女 ハイジ」「ムーミン」
「山ねずみロッキーチャック」「小さなバイキング ビッケ」など人気を博したアニメ番組の

権利を保有しているのである。しかし、これらの番組が現代でもエンドユーザーに受け入れ

られ続ける理由は、ストーリ

依

いう意思決定は

である。一度エンドユーザーに飽きられた作品を新たに展開することは難しい。したがっ

て、同社は、エンドユーザーがキャラクターに飽きない程度に少しずつ、長く展開する方法

を採っているのである。このような方針を貫くことにより、作品から多額の収入を得ること

はないものの、少なくとも安定的に得られる収益構造を確立している。 
その後、業界を取り巻く環境が変化し、出資比率に応じた権利を配分する製作委員会方式

が普及した。業界構造が変化した後においても、同社は、1990年代まではテレビ番組の元請
制作を行っていた。しかし、この頃になると、テレビシリーズの制作を手がけるだけでは、

利益が出ない状況に陥っていた。版権収入をつぎ込んでテレビシリーズ制作に伴って発生し

た赤字を埋めるという

こ

レビシリーズの

が、制作効率を上げる手法として 3DCG技術であった。これまで、3DCGの技術を活用し
たビジネスで収益を上げた企業はほとんど存在していなかった。3DCGは日本ではビジネス
として成立しないとも言われていた状況下で、なぜ、敢えて 3DCDに取り組んだのか、それ
には秘訣があった。表現の方法として 3DCGを活用する場合、絵を構成するポリゴンを増
ことによって緻密な映像を作り出すことができる。それに伴い、データ量も増え、処理す

べき情報量が膨大になる。この作業をするための設備や人件費に多額の費用を要するので

る

に高コスト体質になっ

のであって、映像の面白さと緻密さは関係がない。作業効率を省力化することが可能である。

処理すべきデータ
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荒い映像が地上波で受け入れられなければ、 ンツや PCで観る放送媒体で放映す
ばよい。ただし、ストーリーの内容には徹底的にこだわる」という方針を打ち出したので

わりとは、「30 秒でエンドユーザーの心をつかむような内容にする」「30 分
番

行い の心に残るのではないか」といった

ニークな考え方である。ただし、その制作費は、内部留保の範囲内で行うという方針を徹

ような方針の元、オリジナル作品「POPEE theぱフォーマー」の 1クール
送分 13話の制作費は全て同 の作品を携えて営業展開したのである。

の結 ズ 外の反響により、2 クール
も制作 のである（2クール目は出資者を募っている）。 

） 組織体制

社長がプロデューサーとなり、企 数の役割を担う。制作

関してはほとんど外注を使うこ ている。 

） 財務関連 
茂美社長は、「制作に使える額は簡単に計算できます。版権収入から経費を差し引いた金額

す。これが予算です。この予算で作れるものしか作りません。この予算でできるものを考

ればいいのです」と断言する。さらに、「絵コンテの段階で制作予算を超えてしまうことが

らかじめ分かった場合には、ストーリーを変えればいいのです。ただし、面白さは変えま

ん！」と強調する。これほど企業の財務面 識を強くもっている。 

） 人材育成 
茂美社長が同社の社長を引き継いでから、 いう。3DCG
対する同社のやり方・考え方を らえる人をスタッフとして登用しているという

との他に、同社に経常利益が出た際には、スタッフに対して、「決算賞与」という形でボー

しているという。一種の成果報酬である。 

ビジネスを行わず、

同

携帯コンテ

れ

ある。そのこだ

組にする必要性はない」「ありえない色彩設定（紫色とオレンジ色の組み合わせ）をわざと

、絵に違和感を出す。そうすると、エンドユーザー

ユ

底させた。この

放 社が捻出している。そ

そ 果、この作品は、キッ

を行うことになった

ステーションで放送された。予想

目

 
 

画、ストーリー展開、営業等、複

３

に となく、社内のアニメータが行っ

 
４

 

で

え

あ

せ に対する意

 
５

 スタッフは一人も辞めていないと

に 理解しても

こ

ナスとは別に利益を分配

 
６） マーケティング 
 同社の作品のマーケティングに関しては、茂美社長の大手メーカーでの営業の経験も活き

ているという。企業の意思決定のプロセスが理解できるため、要所要所に営業をかけるので

ある。 
 エンドユーザーに飽きられない作品展開を行っている。 
 作品展開に関しても、知恵を絞っている。当事者が前面に出たライツ

社が出資した代理店を通してライツ展開を行うのである。 
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株式会社 デジタル・フロンティア 

 
１

権の獲得」「作品のクオリティーの維持」「人

材登用・人材育成」「特定企業との関係」「利益率の高い事業への参入」 

２

 選定理由 
「資金調達」「オリジナル作品の展開・著作

 
 企業概要 

訪問日 2006年 11月 16日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
浅井 健 氏 （取締役 管理部長） 

区分 元請制作会社 
創業年  2000年 
創業場所 東京都目黒区中目黒（代官山オフィス） 
現住所 東京都目黒区三田 1-7-13（目黒本社） 
資本金 2,000万円 
従業員数 180名 
引き受けること

ができる業務 

企画･立案、出資･融資、製作、原画管理、制作全

般、脚本、監督、制作進行、デザイン、美術、撮

影、編集、録音 
引き受ける頻度

が多い業務 

制作全般、脚本、監督、制作進行、デザイン 

アニメ業務の 

売上比率 

75%（その他 25%は実写パート） 

企業概要 

アニメスキルの

転用 

ゲームの CGパート 

 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
同社は、もともと CM制作会社である TYOの社内の部門であった。TYOの社内部署の一
つでもあったことから、主に CM 制作における 3DCG パートの制作に携わっていた。その
後、TYOグループ全体として、部門間の独立採算制を重視する認識が高まり、2000年、TYO
本体から独立し、グループ子会社となった。 

TYO グループの一員といえども、TYO からの委託業務に依存することなく、独自の営業
展開を積極的に行い、同社の制作のクオリティーとタイムスケジュール管理の徹底が評判と

なり、その実績がクライアントに評価され、CMの CG制作やゲームムービーだけでなく、
映画の CGパートなども手がけるようになっていった。同社が関わった代表的作品には、ゲ
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ームムービーとして「戦国 BASARA」や「ワールドサッカーウィニングイレブン 8」、映画
の CG制作としては「アップルシード」や「DEATH NOTE」などが挙げられる。 
 
２）業務の仕組み 
 同社は、TYO本社から独立した後、自社で営業展開を積極的に行い、結果を出して実績を
積むことで、組織が急激に拡大した。同社内で CGのサンプル映像を作成し、それを植木社
長自らが有望なクライアント先に持ち込むなどの営業活動を行っていた。このようにして獲

得した業務に関しては、原価管理とスケジュールの管理を徹底することで、クライアントの

信頼を勝ち取ってきたのである。このような方法で、取引業界も徐々に拡大することになる。

ゲームムービーでの実績と評判が、映画の CG制作の受注に結びついたのである。 
また、同社は、クライアントからの評価だけでなく、制作スタッフの制作インセンティブ

においている。それは、例え利益率が高い事業があったとしても、それが、

制

同社は、制作はもちろんのこと、制作した作品権利の取得に関しても、同社の事業におけ

けとして取り組んでいる。利益の一部を内部留保して、その資金を製作委員

く、その制

受託を行うことにより、同社の制作プロダクションとしての認知度がより一層高められる

げられる。 

するにはかなりの初期

資費用が必要であったが、同社は、中古品といえども、TYOより安く譲り受けることがで
軽減されたのである。 

たのである。ただし、注意すべき点は、3DCGの技術が創業後の技術のベースとな
けではないことである。その点

 TYO本社から独立後、同社が TYOグループの一員として受けているメリットに関しても

に対しても念頭

作スタッフの制作意欲や士気を削ぐような事業である場合には極力引き受けない方針を明

確に示しているのである。 
 

る重要な位置付

会に投資することも行っている。一般的に、手がけた作品全てがヒットするわけではないた

め、製作委員会に出資しても、リクープするにいたる作品は決して多いとはいえない。出資

した作品がリクープしない可能性がゼロではないことも十分理解しながら、同社は敢えて出

資する決断をしている。その理由としては、1)制作した作品の権利である著作権を持つこと
が同社の財産となるという認識があること、2)製作委員会に出資するだけではな
作

こと、などが挙

 同社が TYO 本社の一事業部門から独立たことは、同社の歴史を考える上で、一つの大き
な転機となっている。TYO本社から独立したことのメリットは、次の 2点である。まず、機
材の投資に多額の費用がかかる 3DCG の機材を中古価格で引き継ぐことができた点である。
当時、3DCG用機材は、非常に高価なものであったため、新品を購入
投

き、初期の設備投資が

 第二点目のメリットは、TYO 本社の時期に培った 3DCG の技術やナレッジである。既に
CMの CG制作の制作実績があったため、この基礎技術をベースに事業展開していくことが
可能だっ

ったといっても、TYOの業務や顧客を相手に展開を行ったわ
では、同社で培われた 3DCG技術を元に、市場競争で生き残る術を当初から求められていた
のである。 
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2 点ある。まず、資金調達の 内部留保で製作委員会に

資することにより制作費と出資分のリターンを受けるという基本的姿勢が貫かれているが、

、TYO グループのグループファイナンスを活用することができる点である。
つ

して

二点目は、TYOグループ内の他の企業との関係である。同社は、CMの CG制作やゲーム
の CG制作など、順調に業務分野を拡大してきている。そして、このような

経緯から、 技 ニメ分野をターゲットに置きはじめていた。

その の 念頭におき始めていた。

ちょ に、TYOがアニメの制作会社をM&Aし、グループの傘下に入った
のである。 とって、 を行ったアニメ制作会社は、TYOに評価された会
社である や、同 プ会社 とが、同社にとってビジネスの信頼と安

心の材料になり、共同で企 取り

 
３）組織体制 
 目黒の本社と代官山のオ 能を いる。本社では、企画部門や実写部門が稼

動しており、代官山オフィ 部

 
４）財務関連 
原価管理システムを構築しており、 託 し、

どの程度の機械的処理が必要にな た、それに要する時間と制作に無理のない全体

スケジュールはどうであるかを算 る。 大まかなコスト

が計算され、見積もりとし 提出することができる。このようなシステムを

構築することにより、企業として スケジュール進行の把握

にも役立つというメリットが生まれるのである。 

、CG クリエイタも転職率が高い傾向がある。CG クリエイタに関
しては、あ

業

タイムの従業員として起用するという。 

側面である。同社は、自己資金による

出

必要が生じれば

まり、TYOグループのグループファイナンスが、同社にとっていざという時の「保険」と
機能しているのである。 

ムービー、実写

次第に 3DCG 術を活用する 2Dのア
方法として、アニメ

うどそのような時期

制作会社と共同で事業を展開することも

同社に TYOが M&A
ということ じグルー であるこ

画を立てて 組むことになったのである。 

フィスの機 分けて

スでは CGの 門が稼動している。 

受

るのか、ま

した業務に関しては、どの程度の工程を必要と

出す このように算出することにより、

てクライアントに

の原価管理に役立つだけでなく、

 
５）人材育成 
アニメータだけでなく

る一定のスキルを積むと転職する例も少なくない。したがって、制作スタッフ全

てを初めからフルタイムの従 員として雇用しているわけではない。現在、同社の半分のス

タッフは、作品ごとに契約している。しかしながら、ある一定の期間を経て、同社専属のス

タッフとして働きたいとの希望があれば、フル

また、制作スタッフの制作に対するインセンティブを高めるための措置として、社内に資

格昇格制度を整えている。資格昇格制度は 5段階である。評価の方法は、担当したプロジェ
クトでどの程度クオリティーを上げることができたかが評価の指標となる。ただし、同社は

人材評価に関しては、一点課題を抱えている。それは、同社の事業拡大とも深く関連してい
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る。同社は、独立した 2000 年には CG パートのスタッフは 20 名だったのに対して、2006
年 10月ではそのスタッフが 160名と急激に組織規模が大きくなっている。これまでの小規
組織の評価体系が、スタッフの拡充後においても、最適な評価体系かどうかを検討するこ

るのである。経営者を始めとした管理スタッフは、この点に関して十分

模

とが課題となってい

認識しており、慎重に議論を進めているところであるという。 
 
６）マーケティング 
 CG のサンプル映像を携えて営業に当たり、獲得した受託業務に関しては実績を残すこと
で、評判を高めてきた。 
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 株式会社 ぴえろ 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「資金調達」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「作品の

クオリティーの維持」「人材登用・人材育成」「特定企業との関係」「利益率の高い事業

への参入」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 12月 12日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
本間 道幸 氏 （常務取締役 営業本部長） 

区分 元請制作会社 
創業年  1979年 
創業場所 東京都武蔵野市 
現住所 東京都三鷹市下連雀 2-29-13 

企業概要 

資本金 3億 5,327万円 
従業員数 150人 
引き受けること

ができる業務 

企画・立案、出資・融資、放送・通信・販布、製

作、配給、原作管理、制作全般、デザイン、原画、

動画、トレス、彩色、特殊効果、美術、撮影、編

集、録音、その他 
引き受ける頻度

が多い業務 

企画・立案、出資・融資、放送・通信・販布、製

作、配給、原作管理、制作全般、デザイン、原画、

動画、トレス、彩色、特殊効果、美術、撮影、編

集、録音、その他 
アニメ業務の 

売上比率 

70％ 

アニメスキルの

転用 

ステージ・イベント 
商品化管理、デザインの国内販売・海外販売 

 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
同社の設立は、1977 年 4 月、現社長布川氏が中心となって演出家のグループを立ち上げ
たのがきっかけである。良い演出家の人材がそろい、そのまま解散するのは惜しいと、会社

組織を設立させた。設立当初、良い作品をつくろうとする余りに赤字を計上したことがきっ

かけとなり、以後、事業収益に対する感覚を強く持つようになる。制作費の工夫だけでは収
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益改善の方策とはなりにくいと判断した布川社長は、番組のスポンサーから頻繁に依頼され

る商品展開のためのキャラクター提供に着目し、このようなキャラクターの展開を積極的に

行う会社「ぴえろプロジェクト」を発足させた。1984年のことである。当時はまだ、版権事
業に対する認知もほとんどなかった時期である。 
その後、集英社「週刊少年ジャンプ」の連載マンガを原作としたアニメ化路線が高い視聴

を記録し、同社の知名度を押し上げた。その後も、ヒット作品を生み出し、それに伴う商

を次々と獲得した。特に同社の作品「幽☆遊☆白書」は、カードデザ

また、最近では、同社が制作する作品「NARUTO」がアメリカのケーブルテレビで爆発
的なヒットを記録するなど、同社の積極的な展開が実を結んでいる。 
 
２）業務の仕組み 
同社は今でこそ、多数のヒット作品を保有するなど、制作会社としての成長と輝かしい成

功を収めているものの、ここまでの道のりは平坦ではなかった。同社の成功の裏には、苦難

の歴史が隠されていた。それは、同社初期の作品「ニルスのふしぎな旅」の制作に遡る。良

い作品を制作しようとするあまり、収支を考えることなく制作に取り組んだ結果、多額の赤

字を計上してしまったのである。もちろん、多額の制作資金をかけた結果、同作品の評判は

きわめて高かった。しかし、制作会社としては、大きな赤字を抱えてしまったのである。こ

れがきっかけとなって、制作に対する収益の感覚を持つようになった。しかし、同社は、制

作費と作品のクオリティーのバランスを考慮しながらも、作品のクオリティーに重点を置い

ていたため、エンドユーザーなどの評判が高かったものの、それゆえに、特にテレビアニメ

番組の制作費だけを企業の収入源にしていたのでは、企業体として収益が上がりにくいこと

を十分認識していたのである。 
その頃、企画・製作を手がけた同社のオリジナル作品「魔法の天使 クリィミーマミ」が放
送されると、商品化が活発となり、アニメ絵本の出版や講談社の幼児誌連載のほか、大手玩

具メーカーからはその後の魔女っ子シリーズの定番となる、「なりきりバトン」といった女児

向け玩具が発売され大ヒットを記録した。オリジナル作品を展開するためには、制作する前

に多額の運転資金が必要になる。とかく一作目のオリジナル作品を製作する場合は、それま

での内部留保や金融機関からの融資等を制作資金とするために、資金繰りに困窮する例も少

なくない。そのような状況において、同社はオリジナル作品の商品化という大きな商機を逃

さなかった。そこで、版権関係を取りまとめる独立会社「ぴえろプロジェクト」を設立した

のである。その後 2002年には、「ぴえろプロジェクト」は同社と合併し、現在に至っている。 
同社は、版権業務だけで成長してきたわけではない。その根本には、作品を丁寧に作り上

げる努力や、関係企業との関係などを大切にして成長してきている。作品のクオリティーが

評価されていても、それだけでヒット作品になるわけではない。関係者間の関係で作品が作

率

品化や 2次利用の権利
インを同社自らのスタッフで描き下ろすなど、業界の常識を覆す仕掛けや事業展開を次々と

行ってきた。 
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りこまれていったり、商品化展開が くない。したがって、同社は関係

社に対して、総合的でこまやかな対応を行っている。 

３

 同

って れぞれの分野に強い人を招聘し、映像の総合商社のような機能を身につけ

る企業としての成長を目指したのである。 

４）財務関

 同 、事業のリスク

ヘッ  
 同社は、 セス 請製作会社が直面するのと同様、資金的に難しい

状況に陥 った。 元の の融資を受けるような体制を構築した。

以来、その金融機関との良 続い

 同社は、成長の機軸は、 にある がって、テレビアニ

メの制作費から同社の管理 するこ 制作費は制作現場で分配する方針

を貫いている。したがって 理費 は版権収入によって補っている。 
 
５）人材育成 
布川社長は、企業体としての収益性を強

制作に対するこだわりは強い。したがって は、プロデューサーを育成す

ることの重要性を社内で説き、制 を

夕でできることではない。長い時 かか

で育て上げるということも行っていた。ス

の少ないスタッフに対しても思いっきり任 ッフはぎりぎりの状態に追い

込まれた。しかし、その追い込ま 状況 ッフを鍛え上げたのである。その結果、育

った営業とプロデューサーが中核 人物となって育ち、社内生え抜きのキャリアとなって、

現在の同社の中核的人物となって

また、地方において、クリエイターの育成機 場

用意されていないこと、複数の自治体がアニメ制作会社の誘致を行っていることから、地

。1989年のことである。アニメ制作会社の誘致を行っていた自治体
に決定した。同拠点は、現在は福岡分室として機能している。同社

と福岡分室

円滑に進むことも少な

各

 
）組織体制 
社は、成長の過程で、経営体質を強化している。特に、1990年代半ばから、意識的に行
きている。そ

 
連 

社の方針として、製作

ジの面からである。

委員会への出資は 20％までと決めている。これは

成長のプロ で、一般的な元

った時もあ その時、地 金融機関

好な関係は ている。 
作品作り との信念を持っている。した

費を計上 とは行わない。

、同社の管 や収益

調するものの、制作現場の出身であることから、

、制作現場に対して

作現場

間が

指揮した。プロデューサーを育てることは一朝一

る。しかしながら、敢えて長い時間をかけて社内

タッフの育て方とは、細かい指示を出さずに経験

せたのである。スタ

れた がスタ

的

活躍している。 
関はあっても、その育った人材を活用する

が

方の拠点作りを開始した

を検討し、最終的に福岡

は、専用回線を引くことで、十分な連携体制が敷かれている。このように、地方

の優秀なスタッフの獲得にも余念がない。 
 
６）マーケティング 
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 同社の特徴の一つは、営業部門を設けている点である。営業部門は、クライアントの要望

や視聴者の要望を把握することが求められる。また、同部署では、得られた要望に関して、

同社の事業化に結びつけるためのコーディネーター的役割も求められている。さらには、事

業ニーズだけでなく、今後の商品展開や作品展開のためのシーズの探索もこの部署で行われ

る

「NARUTO」は北米のヒットチャートにもランクインするほどの人気を誇
る

る。それは同社が単

作品の商業展開にのみ注力しているわけではない点である。根底には、作品の制作があり、

めて商品化展開ができるという考え方が貫かれている。テレビアニメの

制

 

 

。したがって、日常的にマーケットの動向を意識した事業展開を行っていることが理解さ

れるのである。 
同社は、独自でマーケティング活動も行っている。そのターゲットは、日本だけでなく、

海外も視野に置き、積極的な作品やキャラクターの商品展開を行っている。その結果、同社

が制作する作品

までに成長している。 
ただし、同社のマーケティング戦略において注意すべき重要な点があ

に

良い作品があって始

作費から同社の管理費を計上することを行っていないことからもこの姿勢がうかがえる。

このような信念があるからこそ、同社のマーケティング戦略が功を奏していることを忘れて

はならない。 
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株式会社 ピクチャーマジック 
 
１ 選定理由 

作品の展開・著作権の獲得」「作品のクオリティーの維持」「人材登用・人材

訪問日 2006年 11月 7日 

「オリジナル

育成」「特定企業との関係」 
 
２ 企業概要 

インタビュー応対者 中西 孝 氏 （代表取締役 兼 ㈱AG-ONE 取締役） 
（部署／肩書き） 福山 邦彦 氏（総務・経理担当） 

区分 元請制作会社 
創業年  1996年 
創業場所 東京都港区 
現住所 （本社・制

企業概要 

 東京都練馬区上石神井 1-16-4 
（浜松町オフィス） 
東京都港区浜松町 1-27-8 

作スタジオ） 

資本金 3,000万円 
従業員数 正社員 6名、常駐契約者 30名程度 
引き受けることが

できる業務 

企画・立案、放送･通信・頒布、原作管理、制作

全般、脚本、監督、制作進行、デザイン、原画、

動画、トレス、彩色、特殊効果、録音 
引き受ける頻度が

多い業務 

企画・立案、制作全般、脚本、監督、制作進行、

デザイン、原画、動画、トレス、彩色、特殊効果、

録音 
アニメ業務の 

売上比率 

80% 

アニメスキルの転 ゲーム（オ

用 

ープニングアニメ） 

 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
 同社はもともとアニメ制作会社ではなく、ゲーム音楽関連 CD制作や声優音楽制作を扱う
業務を主に行っていた。同社がアニメに参入するきっかけとなったのは、2001年、小学館ビ
グコミックスピリッツＨＰの有料フラッシュアニメーションを制作することになってから

制作業務の中に、ゲームの映像シーンの制作があった。

ッ

である。また、取引先から依頼された
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ゲームの映像シーンの制作業務を手がけるプロセスにおいて、同社は、アニメ制作に対する

顧客ニーズがあると判断し、アニメ制作に本格的に乗り出すことになった。同社は、積極的

に営業活動を行うことで、徐々に制作の比重を高めていった。2002年からは制作の元請業務
も請けるようになり、スケジュール管理やクライアントに対する説明責任の重さを実感して

いる。 
 また、最近では、新たなビジネスの仕組みを他社と共同で作り出している。それは、アニ

メ

２

ためだけにこのような営業活動を行っているわけではないことである。企画

に対する制作資金を集めるお手伝いをすることによって、企画に対する理解が深まることや、

企画を充実させるためのアイディアの提供ができること、製作に関係する企業間の関係構築

どが期待され、より良い作品の制作と関係企業間の人脈形成につながるという複数のメリ

トが享受できるのである。 
二点目の特徴は、将来に対するビジネスの仕掛け作りとして、株式会社 AG-ONE への出
と協力である。株式会社 AG-ONE は、ラジオ番組を中心に情報、エンタテインメントを
信する文化放送と、携帯電話を中心としたコンテンツのサービスプロバイダーであるドワ

ゴが中心となって設立され、アニメ・ゲーム・音楽などコンテンツサービスを提供する企

である。その事業の一つに、アニメを始めとしたコンテンツの需要を拡大するためのラジ

番組の制作がある。同社はそのラジオ番組の制作の一部を請け負っているのである。通常、

ニメ番組といえば、映像と音声で楽しむのが一般的である。そのため、放送媒体はテレビ

インターネット、携帯コンテンツなど視覚媒体が付属するものに限定される。しかし、こ

ラジオ番組は、作品に出演する声優を出演させ、声優による番組進行が行われるのである。

の手法を用いることにより、声優のキャラクターに対する人気を押し上げ、さらには作品

認知度を高めるよう期待されているのである。また、同社にとって、このようなラジオ番

の制作に携わることは、元請制作会社としての制作業務だけではなく、その他の関連業務

手がけることで、次の同社の柱となるであろう新たなビジネスチャンスを探るという機会

もなっている。 
以上のように、同社は、業務活動の中でアンテナを張り、時代や顧客のニーズを感じ取っ

それに柔軟に対応することで、手がける業務を変化させてきているのである。 

やコンテンツに出演する声優の音声をラジオ番組を通して伝えることで、作品に対する興

味を持ってもらおうという仕組みである。このように、積極的なビジネス展開を仕掛け続け

ている。 
 
）業務の仕組み 
 同社のビジネス展開において、特徴的な点が 2点ある。まず、業務を受注するための営業
活動である。企画・製作会社が、既に企画を立て、それを制作するための資金が十分に集ま

らない際、資金集めのお手伝いを、同社が営業の一環として行うのである。製作委員会の座

組みが成立すると、その後の制作業務を同社が担うのである。注意すべき点は、同社は、制

作業務を請ける

な

ッ

 

資

発

ン

業

オ

ア

や

の

こ

の

組

も

と

 

て
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）組織体制 

の事実上の営業活動に該当する業務を行っている。実際のアニメ制作現場に

お

ーは ある。 

 制作費か 利益が計 部留保し、製作委員会への出資に充

てて

 
５）人材育

制作現 フは、作品ごとに契約 ている。作品契約ではあるが、長

期間に亘って同社の制作業 てい な継続的関係を維持している理由は、

中西社長自らが時間を割い タッフ 、社長の考え

や浜松町オフィスでの業務を報告し、会社の とが挙げられる。

また、制作スタッフの話に耳を傾けること ティブを高めたり、抱えて

いる悩みを解消するアドバイスも行うことで に努めている。また、

本社と浜松町オフィスの物 が離れ 、浜松町オフィスでの業務が制作ス

タッフに見えにくい。この は、 かり考え

ている」との誤解を招きか

内容を伝えているのである うに、

注いでいる。 
 
６）マーケティング 
 オリジナル作品を作るための企業努力を いるところである。 
 

３

社長は、同社

いては、プロデューサーが管理と経理を担当し、現場の指揮をとっている。プロデューサ

制作予算も立案できる人材で

 
４）財務関連 

らの純 上できた場合には、一部を内

いる。 

成 
場のスタッ する形態をとっ

務に関わっ る。そのよう

て制作ス の話に耳を傾けていること、そして

事業をガラス張りにしているこ

で、取り組みインセン

、制作スタッフの心のケア

理的距離 ているために

ような状況 制作スタッフに「社長は金儲けのことば

ねない。そのよ

。このよ

うな誤解を生まないためにも、社長が関わる業務

中西社長は、企業内のコミュニケーションに力を

重ねて
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 株式会社 プロダクション・アイジー 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「資金調達」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「作品の

クオリティーの維持」「人材登用・人材育成」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 12月 12日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
高須 健一 氏 （社長室 室長） 

区分 元請制作会社 
創業年  1987年 
創業場所 東京都国分寺市 
現住所 東京都国分寺市南町 3-22-31 南ビル 
資本金 658百万円 
従業員数 （連結）184名 

（単体）123名  
引き受けること

ができる業務 

企画・立案、出資・融資、製作、原作管理、制作

全般、デザイン、原画、動画、トレス、彩色、特

企業概要 

殊効果、美術、撮影、編集、録音、その他 
引き受ける頻度

が多い業務 

企画・立案、出資・融資、製作、原作管理、制作

全般、デザイン、原画、動画、トレス、彩色、特

殊効果、美術、撮影、編集、録音、その他 
アニメ業務の 

売上比率 

84％ 

アニメスキルの

転用 

ゲームソフトの企画製作 
クリエーターマネジメント 
著作等の取得、管理、販売等  

 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
同社は、1987年に有限会社アイジータツノコとして設立された。設立の大きなきっかけと
なったのは、石川社長がプロデューサーとなって制作した「赤い光弾ジリオン」（テレビアニ

メ、竜の子プロダクション制作）であった。このときに集まった優秀なクリエイターが今も

同社の第一線で活躍している。同社はその後、株式会社プロダクション・アイジーに社名変

更し、2005年 12月にはジャスダック証券取引所に株式上場している。 
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同社の作品は、アニメの表現技術や細やかな絵の描写に定評があり、制作した作品には

HELL／攻殻機動隊」やその続編「イノセンス」（共に劇場用アニメ）、
「

のビデオの週刊売上一位を獲得したことでもよく

られている。 

は一朝一夕にして手にしたものではない。下請業務から一歩一歩着実に事業レ

ルを拡大し、企業成長を遂げてきたのである。設立当初は、テレビアニメや劇場版アニメ

ームソフトを手がけていた。プロデューサーとしての評価が高かった石川社

長

ングを設立したりしたのである。当時、制作会社が作品に出資するという形

が一般的ではなかったため、同社の内部留保は、株式会社イングを通して作品に制作出資

あった（その後、制作会社が作品に出資する方式が一般的になってき

と経営を統合する）。

の第一号作品となったのが「機動警察パトレイバー2 the Movie」（劇場版アニメ）である。
この作品を足がかりとして、同社は版権事業への一歩を踏み出したのである。 
このような事業展開の中で、大きな転機となったのは「GHOST IN THE SHELL／攻殻
機動隊」の制作であった。同作品は、「赤い光弾ジリオン」以来、同社の戦力となっていた制

作・作画スタッフの能力が遺憾なく発揮されている。2 次元における動画・作画能力の評価
が極めて高いこの作品は、日本のみならず特に海外でも受け入れられた。この作品の公開を

きっかけに「ハイクオリティーのアイジー」という評判を得ることになる。このような評判

が、同社の業務の受注単価を上げたり、それまでより好条件で受注できるよう作用したので

ある。例えば、映画「キルビル Vol.1」のアニメパートは同社が請け負っているが、この作
品の制作依頼は、タランティーノ監督が直々にアポ無しで訪れて行われ、石川社長のいくつ

かの条件を受け入れた結果成立したという逸話も残っている。 

「GHOST IN THE S
BLOOD＋」「シュヴァリエ」（共にテレビアニメ）などが挙げられ、海外においても知名
度が高い。特に「GHOST IN THE SHELL／攻殻機動隊」は、海外でも受け入れられ、ビ
ルボード誌（アメリカの週刊音楽業界誌）

知

 
２）業務の仕組み 
 同社の成功

ベ

の下請業務やゲ

は、作品のクオリティーを維持しつつも経費を削り、手際よく下請業務を遂行し、元請制

作会社が満足する仕事を着実にこなしていた。そのため、元請制作会社からの評判は良かっ

たという。しかし、下請業務を手がけているだけでは高い利益は望めない。優秀なスタッフ

を抱えながら、その能力に似合う報酬を支払い、スタッフの士気を上げなければならない。

石川社長は、このような状況を打破するためには、下請業務を手がけているだけでは不十分

で、制作業務を元請けすることや、自社のオリジナル作品を開発し各種権利を保有して事業

展開することの必要性を感じ取っていた。そのため、創業初期の頃から、会社運営や制作の

経費をできるだけ削減し、売上の中から内部留保を貯めて成長の機会を伺っていた。そのた

めの会社の仕組み作りも行っていた。金融機関の協力を仰ぎ、資金調達方法の工夫をしたり

（著作権を担保に融資を受けられる仕組みなど）、同社のファイナンス業務を専門に担う子会

社、株式会社イ

態

する形態を取ったので

たという理由もあり、株式会社イングは後にプロダクション・アイジー

そ
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同社は高いクオリティー タッフを育成するなどし

いるが、制作・作画に関わるスタッフの全てをフルタイムで雇っているわけではない。フ

ターへ特定の作品に限り業務を委託するケースも少なくない。「赤い光弾ジリ

オ

が同 ある。また、このような優秀な人物の元

制作・作画技術を磨こうとする若手が追随し、結果として、制作・作画スタッフが切磋琢

が成立するという。 
しかし、 き点は ているからといって、採算度外視

した て うな経営の財務感覚は、作

品制 少しずつ内部留保を蓄えてきた経験が活きているといえよう。企業

体として当 視点 制作費と作品のクオリティーのバランス、経費の

節減、リ などを 業経 ている。具体的には、引き受けた業務に

おいて赤字は出さないこと 接待 使わないこと、有力な企業を作

品の出資者・利用窓口担当 作メン 針が貫かれ

ている。 
 
３）組織体制 
同社は上場企業であるの ・

る。 
経営組織においては、役員の役割分担が の責

任をもつだけではなく、同社の営 役

長は「I.GのMr. Ishikawa 名度

いる。また、経営企画や管理に強いノウハ 業展

開などの責任を担っている。一方 作・ 場の指揮・管理は、創業メンバーの一人で

アニメーターの後藤氏が責任を担 ている。 
 また、同社の本社だけでなく、 担している。

同社と子会社のジーベックは劇場用アニメ・ 在は制作活動

を休止している）の制作を、業務・資本提携 は作品のコミ

ク化や、コミック作品の版権提供を、それぞれ行っている。  

の作品を制作し、シナリオライターのス

て

リーのアニメー

ン」制作時のスタッフを中心に、同社の高いクオリティーの作品が求心力となって、それ

社に良い人材を集めるよう作用しているためで

で

磨しあえる環境

注意すべ 、作品のクオリティーを追求し

制作費の投入を行っ

作に投資するために

いるわけではないことである。このよ

然の経営的 も携えており、

スクヘッジ 念頭に、企 営を行っ

、基本的に は行わず交際費は

として製 バーに巻き込むこと、などの基本的方

ため、経営面 経理面での管理・強化は戦略的におこなわれてい

成立している。石川社長は、会社の意思決定

業的な

」として知

割も担っている。特に、海外においては、石川社

が高いため、海外での営業活動もしばしば行って

ウを持つ業界経験者が取締役に登用され、事

、制 作画現

っ

子会社を含めたグループ企業間でも役割を分

テレビアニメやゲームソフト（現

を結んだ出版会社マッグガーデン

ッ

 
４）財務関連 
制作費と作品のクオリティーのバランス、経費の節減、リスクヘッジなどを念頭に、企業

経営を行っている。また資金調達の面では、金融機関の協力を得て、著作権を担保に融資す

る仕組みを活用するなど、工夫を凝らしている。 
 
５）人材育成 
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同社の制作する高いクオリティーの作品が呼び水となって、優秀なスタッフを集める源泉

になっている。それは、「赤い光弾ジリオン」制作時のスタッフを中心に、同社の高いクオリ

ティーの作品が求心力となって、それが同社にフルタイムの従業員、フリーランスのスタッ

フともに、良い人材を集めるよう作用している。また、このような優秀な人物の元で制作技

術を磨こうとする若手が追随し、結果として、制作・作画スタッフが切磋琢磨しあえる環境

が成立するという。さらには、作品に関わるスタッフに対しては、ヒットしたら成功報酬を

分する仕組みも取っている。その采配はプロデューサーが決定しているが、このような成

いることも、制作スタッフのモチベーションを上げるよう作用している。 

 

配

功報酬制度を設けて

一方では、集まったスタッフに対しては、チャンスや権限を与える反面、失敗した時のリ

スクも同時に求めている。権利と義務の緊張感が制作スタッフを成長させているという。 
規模の小さな外注先制作会社に対しては、資金繰りで苦労することなく、高いクオリティ

ーの作業をしてもらうという意味から、制作費を事前に現金で渡すなどの配慮を行っている。

それによって同社の制作工程を担う外注先制作会社からの協力を得ることを可能にしている。

 
６）マーケティング 
 同社は、グローバルな視野で作品展開を行っている。作品への過度の出資を抑さえている

理由には、同社の制作資金のリスクヘッジという考え方もある一方、有力企業を作品の出資

者・利用窓口担当として製作メンバーに巻き込むという大きな目的がある。その他にも、大

手メディア関連企業を巻き込むという観点からは、テレビ局や大手広告代理店などの企業が

同社の株の一部を保有することは好ましいと考えている。彼らの権利の窓口となる企業の海

外展開にも期待しているのである。 
 同社自身も独自での展開も行っている。アメリカに現地法人を開設し、アメリカにおける

営業活動の拠点として機能している。石川社長は、ハリウッドの人脈を持つ関係者に協力を

仰ぎ、映画配給会社のドリームワークスやタイムワーナー傘下のアニメ専門局カートゥーン

ネットワークなどに掛け合い、出資や制作協力を「体当たり」で依頼するなどの破天荒ぶり

も伝え聞かれている。 
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 株式会社 ムーク DLE（旧 株式会社ムークアニメーション） 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「作品のクオリティーの維持」「特定企業との関係」「利益率の

高い事業への参入」「現地法人の設立」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 11月 1日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
千葉 博己 氏 （取締役 プロデュサー） 

区分 元請制作会社 
創業年  1986年 
創業場所 東京都三鷹市 
現住所 東京都杉並区高井戸東 3-19-8 

企業概要 

資本金 1,000万円 
従業員数 46名 
引き受けることが 企画・立案、原作管理、制作全般、脚本、監督、

特殊効果 

できる業務 制作進行、デザイン、原画、動画、トレス、彩色、

引き受ける頻度が

多い業務 

原作管理、制作全般、監督、制作進行、デザイン、

原画、動画、トレス、彩色、特殊効果 
アニメ業務の 

売上比率 

アニメーション 90％ 

アニメスキルの転

用 

パチンコ関連・ゲーム関連  

 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
同社の創業のきっかけは、創業時のリーダーシップを取った熊瀬社長と百瀬氏による「テ

ビシリーズではなく質の高い短編アニメを作る」という強い意思であった。 
リカからの業務を手がけている時期が長かったため、アメリカにおいて制作

会社として

い事業にも積極的に参入しており、

チンコ・パチスロなどのソフトの制作にも携わっている。 
株式会社ディー・エル・イーと業務提携の後、資本提携を行い、同社による

レ

同社は、アメ

の知名度が高い。 
2002年には中国に現地法人を設立し、制作のクオリティーをコントロールすることによっ
て利益を計上することに成功している。また、収益性の高

パ

2006年には、
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ス

っ

利

。2002年のことである。同社は、制作費を節約するための現地法人を作ったものの、その
目すべき点が 2点ある。まず、中国現地法人の制作クオリティーのコ

でのクオリティーコントロールとチェック体制を強化

スやクオリティーが低いとの判断がなされた場合には、再度、同社

が責任を持ってリテイクを行うことも行っているという。このような同社による作品の実質

的な保証は、発注する日本の制作会社からすると、安心感が得られる。特に、元請制作会社

にとっては、アンケート調査分析でも確認したように、「なんとしてでも納期期日に間に合わ

せる」という選択行動を採り、タイムスケジュールの管理が最優先すべき重要課題となって

いる。このような役割を担う元請制作会社にとって、発注した制作の質が実質的に保証され、

発注制作内容の質に安心できる発注先の窓口として、同社を起用することの価値は高くなる

のである。このようなシステムが作用していることもあり、中国現地法人の売上の 7割は同
社以外の制作会社からの仕事である。 
また、同社は利益率の高い事業にも参入している。それは、パチンコメーカーとの取引で

ある。パチンコやパチスロのソフト制作は利益率が高いと見込み、参入したのである。今後

トックオプションの権利行使により、M&Aが成立した。 
 
２）業務の仕組み 
 同社は、アメリカからの業務を長く手がけていた。そのため、同社は、アメリカでの知名

度が高く、制作技術に対しては、海外において高い定評がある（資本・業務提携の後、スト

ックオプションの権利を行使した株式会社ディー・エル・イーによるM&Aは、この海外で
の高い評価による部分が大きい）。アメリカの下請業務を長く続けていた大きな理由は、アメ

リカで制作される作品の制作費の単価が高く、創業期の強い意思を実現するための土壌が整

ていたからである。つまり、制作費の単価が高いために、クオリティーの高い作品を作る

ことができ、なおかつ、その点から、同社に対する作品クオリティーの評価と会社としての

益が見込めたからである。 
しかし、1990年代後半に進行した円高ドル安の影響で、新たな方向性を探ることになる。
その結果、中国に現地法人を確立して国内の制作業務の補助に関わるという意思決定を行っ

た

ビジネスの仕組みで着

ントロールである。特に、チェック体制を強化している。動画のチェックは、同社から派遣

されたスタッフのみに任せられている。動画のチェックに通らなければ現場に作業が戻され

る。この体制が機能することによって、同社が中国現地で手がける動画工程のクオリティー

が確保され、一般的に指摘される「中国現地法人での作業は安かろう・悪かろう」という状

況の発生を回避しているのである。 
二つ目に、このような中国現地法人

することにより、同社以外の動画の制作業務を請け負うことができる体制を整備している点

である。一般的に、中国現地法人での制作クオリティーは品質が悪いといわれ、リテイクに

時間を要してしまい、トータルの経費や手間がかかりすぎると指摘されている。しかし、同

社が窓口になることで、同社が中国現地法人の制作の質を実質的に保証するのである。発注

側から動画仕上げでのミ
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もこの分野で

さらに、2006年 8月には、同社は一つの大きな転機を迎えた。それは、株式会社ディー・
本・業務提携し、その後、M&A が成立したことである。同社はこれまで、

さ

きた う側面から考えると、創業者経営では発展に限

があると実感し、組織経営の必要性を認識していたという。このような会社組織として充

また、海外やビジネスの仕組みを先取りし、積極的に「仕掛ける」株式会社

ディー・エ ーのノウ ットを考えて、資本・業務提携に踏

み出

以 、直面する事業環境・経営環境の変化に、適切に対応することで成

長を遂げて である。

 
３）組織体制 
制作指揮や、財務、経理などを含め、強 瀬社長が全て一人

で会社を仕切るという状況 。した 組織としては、熊瀬社長がプレイン

グ・マネージャーとなり、 タッ 置されるフラット組織のような構造になっ

ていた。つまり、社長が会

の組織は、制作スタッフの 高める

いうメリットがある反面、経営トップ一人 存しすぎてしまい、組織としての管理

機構やそのための人材育成の機能 な

るための抜本的な方法とし 株式会社 する部分

は多い。 
 
４）財務関連 
 熊瀬社長のリーダーシップの下、黒字体質を作り出してきた。 

ある「質の高い短編アニメを作る」という趣旨に賛同した制作スキ

ルの高い人

６）マーケ

内部留保した資金で製作委員会に出資しており、その窓口

権などを保

の一定の売上を維持する見込みである。 

エル・イーと資

まざまな環境の変化に柔軟に対応することで利益を計上しつづける企業体質を作り上げて

。しかしながら、今後の同社の成長とい

界

実させるため、

ル・イ ハウを活用できるというメリ

したのである。 
上のように、同社は

きたの  

いリーダーシップを発揮する熊

であった がって、会社

その下にス フが配

社の経営のトッ

自律性を

プに立ち、管理階層が削減された組織である。こ

ことにより、迅速な意思決定の実現に貢献すると

の力量に依

が弱く

ても、

るというデメリットも併せ持つ。この点を改善す

ディー・エル・イーによるM&Aに期待

 
５）人材育成 
熊瀬社長の強い意志で

材が集まっている。 
 

ティング 
 今後の同社の展開を見込んで、

有する。ただし、作品に出資するのは、リクープだけを目的としているわけでは

ない。同社の認知度を向上させるための「名刺代わり」としての位置付けでもある。 
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株式会社 ゆめ太カンパニー 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「資金調達」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「作品の

クオリティーの維持」「人材登用・人材育成」「特定企業との関係の構築」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 10月 30日 
インタビュー応対

者（部署／肩書き） 
山口 聰 氏 （代表取締役） 
沼上 貴洋 氏（㈱ティー・ワイ・オー 経営企画部 部長代理）

区分 元請制作会社 
創業年  1990年 
創業場所 東京都清瀬市 
現住所 東京都清瀬市松山 1－42－20横山ビル 
資本金 10,000千円 
従業員数 常勤 35人（正社員 26人、委託契約 10人前後） 

その他作品契約者、多数 
引き受けること

ができる業務 

製作、制作全般、制作進行、デザイン、原画、動

画、トレス、彩色、特殊効果、撮影 
引き受ける頻度

企業概要 

が多い業務 彩色、特殊効果、撮影 
製作、制作全般、制作進行、原画、動画、トレス、

アニメ業務の 

売上比率 

100％ （パチンコ 少量） 
 

アニメスキルの

転用 

－ 

 
３ ケーススタディー 
１） 沿革・概略・実績 
 創業社長である山口氏は、フリーのアニメータとして多数の制作会社に出入りした経験と、

地方で制作会社を立ち上げて失敗した経験の徹底的な原因追求をもとに、現在の「ゆめ太カ

ンパニー」を作り上げた。「個人事業」ではなく「会社組織」づくり、「人が働きやすい職場

環境」づくりを目指したのである。同社の制作技術は、繊細な線と密度の濃い描写で定評が

ある。下請業務で実績を積み、元請制作会社になるまでに成長した。こだわりは制作したコ

ンテンツ作品の権利を持つことである。しかし、元請制作会社として制作業務を進行するた

めの費用や、その権利を獲得するための費用の捻出に苦労し、さらに成長するための案を講

じていた。その突破口となったのが、アニメ制作を手がけようとしていた CMをはじめとす
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る映像コンテンツの制作会社である TYOへのグループ化である。同社は、今も TYOとの良
好

で、作品修正を行うこともある。しかし、その作品の出来上がりを確

認

あるという。重要な点は、山口社長の「こだわり」は、独り善

がりのこだわりではなく、制作発注者を納得させ、彼らが評価するこだわりなのである。こ

がゆめ太カンパニーの「ブランド力」となって、同社のビジネスを支えてい

る

ッフがチェックのために協力企業に赴いたり、レイアウトの段階では必ず同社の

ャラクターデザインの担当者がチェックすることも行っている。演出家が既にチェックし

も、作品の制作段階においては同社の責任であるとの認識を持っているので

しては、発注元に対して

主張をはっきり行う。山口社長は「交渉して、（同社の）予算以下だったらやりません！と

す」と言う。 
 

権利に関してもこだわりを持っていることである。山口社

は「権利は確実に持たないと、ただ作品を作るだけの会社になってしまいます。強気の交

の中から利益を上げる額には限界があるのです」と語る。このような

いる）。

企画からパッケージ化までにかかった費用を市場換算すると、約 2,000万円ほど要したこと
になる。しかし、制作は同社内スタッフのみ、外注は音楽のみなどの工夫を凝らすことで、

な関係を維持しながら、元請制作会社として制作に取り組んでいる。 
 
２） 業務の仕組み 
 同社は元請制作会社として、制作技術へのこだわり、納期・品質の完全保証を発注元に表

明しつつ展開している。 
山口社長は、経営者であると同時にアニメータ出身のプロデューサーである。そのため、

制作技術にはこだわりを持っており、それが同社の優位になっている反面、こだわるあまり、

採算ぎりぎりのところ

したスポンサーに喜ばれることもあり、結果的に作品二次使用の権利配分を上げてもらう

などの優遇につながることも

の「こだわり」

のである。 
この「ブランド力」を維持する際に重要になってくる対外的要素がある。それは、制作に

協力してもらう外注企業の管理である。同社の制作能力が優れていても、全て同社内で作り

こむわけではない。外注企業の協力を仰ぐ。その際、協力企業の制作能力やスキルが十分で

なければ、パッケージ化した際には、同社の「ブランド力」が低下してしまう。このような

事態を回避するため、協力企業の選定は慎重に行っている。その目利きの能力は、山口社長

のフリーアニメータ時代に培われた情報を元に構築されている。その上で、外注企業に対す

る品質のコントロールをこまめに行っている。作品各話の絵の統一感を損なわないために、

同社のスタ

キ

ているといえど

ある。これらの仕組みが成立しているからこそ、制作費の交渉に対

も

言ってしまいま

また、同社は、制作に関して強いこだわりを持っているが、同社の成長のプロセスを知る

上で重要な点は、制作した作品の

長

渉ができても、制作費

判断から、少しずつ内部留保資金を貯め、アニメ制作会社の制作進行役を主人公としたスト

ーリー「くろみちゃん」というオリジナル作品を制作したのである（同作品は、2002年度の
新世紀東京国際アニメフェア 21オリジナルビデオアニメ部門で優秀作品賞を受賞して
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実際に発生する制作費を半分以

さらに、元請制作会社として作品の制作に関わる場合にも、製作委員会に出資することで、

めている。しかしながら、ここで一つの壁にぶつかることとなる。それは、

制

収す たのである。

社の運転資金を確保するための金策に追われる状況になってしまったのである。この件を

長は「どこかと組まないと、制作会社としてこれ以上大きくならない。そう

なると、スタッフの給料 い」と実感するようになる。ちょうどその頃、

CM テ ジネス拡大のために提携先を探し

てお

太カンパニ 初に定 達成を、月次で、プロジェクト毎管理を行うことを

求め、グ イナ 財務 いるが、制作に関しては全て同社に

任せる立場を明確に示し YOグループへの参入により、元請制作会社として先行し
て発生する制作資金や出資資金に余裕が の役割に集

中できるようになったのである。 
 
３） 組織体制 
 山口社長がプロデュー

責任を担っている。 
 
４） 財務関連 
 上場企業の子会社として、 に関 管理が行われている。

また、TYOグループ内での資金調達スキームを活用することができる点が同社の経営にとっ
ては大きい。それは、一般の金融 りるよりも低利子か 融通の利く資金が獲得で

きるためである。 

いこだわりを持っているが、このこだわりを実現するために不可欠

上節約している。 

権利の獲得に努

作業務を進行するために先行して発生する費用の工面や、製作委員会に出資した費用を回

るまでの期間が長期に及ぶことから、同社のキャッシュフローに影を落とし

同

通して、山口社

を上げることもできな

をはじめ映像コン

り「お見合い」し、

ンツの制作会社である TYO がビ
約 2年かけてグループ会社とした。TYOは、企業組織としてのゆめ

ーの年 めた事業計画の

ループファ ンスのよる 的支援を行って

ている。T
でき、山口社長もプロデューサーとして

サーとして、同社内だけではなく、協力制作会社に関しても制作の

企業財務 して制度に則った厳格な財務

機関から借 つ

 
５） 人材育成 
 同社は制作に対する強

な資源が「ヒト」である。この点を強く実感している山口社長は、ゆめ太カンパニー設立時、

スタッフ 4人の頃から社会保険に加入するなどの措置を講じている。長期雇用を前提にした
採用を行っているのである。また、優秀な人材を確保するために、「働きやすい環境づくり」

の工夫も行っている。 
 
６） マーケティング 
 海外戦略を念頭において活動している。オリジナル作品の海外展開には、いくつかの方法

が考えられるが、同社は、エージェントを通すという方法は選択していない。独自で展開す
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るという方針を貫いている。それは、エージェントを通すことで、時間と費用がかかる上に、

意思決定のプロセスが見難いという点からである。このような方針で展開することで、交渉

相手からは、「意思決定権のある人間（すなわち山口社長）が直接赴くことで、すぐに返事

しい」と評価されることもあるという。 
の

がもらえるから喜ば
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３．個別企業ケース（その３） 下請制作会社 

 

制作会社の仕上げを請け負う会社として創業した。以来、アニメ制

における国内最大級の仕上げスタジオに成長した。2005 年に Wishに社名変更している。
も、作画やキャラクターデザインなども手がけている。これまで手が

有限会社 Wish 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「作品のクオリティーの維持」「タイムスケジュール管理の徹底」

「人材登用・人材育成」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 10月 18日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
佐々木 尚子 氏 （代表取締役） 
高橋 宏一 氏 （取締役） 

区分 下請制作会社 
創業年  1972年 
創業場所

企業概要 
 東京都練馬区 

現住所 東京都練馬区下石神井 4-1-3 
コンパスコートニークラ 2F 

資本金 300万円 
従業員数 76人（うち常勤の外注スタッフ 66人含む） 
引き受けること

ができる業務 

製作、制作全般、制作進行、デザイン、原画、

動画、トレス、彩色、特殊効果 
引き受ける頻度

が多い業務 

デザイン、原画、動画、トレス、彩色、特殊効

果 
アニメ業務の 100％ 
売上比率 

アニメスキルの

転用 

PCホームページ制作 
パチスロのオープニングアニメ 
EXCELによるソフト開発 

 
３ ケーススタディー 
１） 沿革・概略・実績 
同社は、ある大手元請 

作

同社は、仕上げ以外に

けた代表的な作品には、テレビシリーズものとしても人気が高い「機動戦士ガンダム」シリ

ーズや「名探偵コナン」、高い興行収入を収めた劇場アニメ「ガンダム各劇場版」「名探偵コ
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ナン」「ポケットモンスター」「ブレイブストーリー」などが挙げられる。手がける作品の中

にビッグタイトルのものが多く、それゆえ、同社の知名度は高い。 
 
２） 業務の仕組み 
 同社のアニメ業務から、3 つの大きな特徴が挙げられる。それは、業務のタイムスケジュ
ル管理の工夫、手がける作品のクオリティーの維持、作業量の平準化である。 
 同社のタイムスケジュール管理は徹底している。佐々木社長が自ら作成した業務管理ツー

ル（PC ソフト）を用いて行っているのである。同社の業務管理ツールには 3 種類ある。手
がけている全ての作品がどの制作会社を経由してどの段階にあるのかを把握するためのソフ

ト、一つ一つの作品の全体スケジュールを把握するためのソフト、受託した業務と社内の進

捗状況を管理するためのソフトである。スケジュールを管理する際、完全に把握できない情

報もある。その際には、予測値を書き込むといった細かな工夫もなされている。重要な点は、

自社内の進捗状況を管理するだけでなく、作品全体のスケジュールも把握している点である。

全体的なスケジュール（予測値も含めて）を把握することで、制作進行担当者に、作業の遅

れがちなポイントを指摘したり、作業効率の改善を提案したりするのである。これが、制作

工程間のタイムラグをできるだけ削減し、作品全体の制作工程をスムーズにつなげることを

可能としている。予測値も含め、なぜ、同社が作品全体のスケジュールまで把握できるのか

には理由がある。それは、仕上げ部門をグロスで請け負っているため、スケジュールや進行

状況の把握がしやすい立場にいるのである。しかし、その全体的なスケジュールの進行状況

を単にデータとして把握するのではなく、それを体系化させて把握している。それが業務管

理ツールの役割なのである。このような地道な行動によって、「いつ、どの状況で仕上げの仕

事がどの程度入り、いつまでに作業を終えなければならないのか」を逆算して捻出すること

を可能としている。また、このような体制が整備されている同社だからこそ、制作進行担当

者も、積極的に作品の進行状況を同社に提供するという。この意味で、同社は、元請制作会

社から絶大な信頼を得ているといえよう。また、元請制作会社にとっては、作品のスケジュ

ール遅延や人為的事故を回避することができ、確実に指定したタイミングで作品が仕上がる

という安心感が得られる。 
元請制作会社が同社に発注するもう一つの理由は、同社の二つ目の特徴とも深く関係する。

同社の二つ目の特徴として挙げられるのは、手がける作品のクオリティーを維持しているこ

とである。仕上げに至るまでの段階において、明らかに間違っているところやミスを発見す

ることがある。特に、動画やそれに関する仕上げの工程がアジア周辺国に流出する国際分業

の進展と共に、作業ミスの量が増大しているという。そして、このような間違いが日常茶飯

事化していることにより、リテイクに数日間割かなければならない状況になっているという。

同社がそのような「間違い」を発見した時には、（自社の責任ではないと見送るのではなく）

修正や手直しすることも行い、同社ででき得る限り作品として完成形に近いものになるよう

手を加えている。こうして、最終検査の負担を軽減させているのである。 

ー
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 同社の三つ目の特徴は、外注先も含めた日々の作業量を平準化させていることである。通

、アニメ制作を手がけている企業の傾向として、締め切り前の忙しい時期と締め切り後の

暇な時期の格差が激しい。作品のタイ 延がこの傾向に拍車をかけている。

かしながら、同社は、そのような作業量の偏りをできるだけ均等にし、外注先も含めて、

定的に依頼しているのである。それは、業務のタイムスケジュール管理の工

夫

に 的に、手がける作品のクオリティーを維持しながら達成するこ

ができているのである。その仕組みは次のようである。仕上げ部門をグロスで請けること

定の作業量があらかじめ届けられる。その中には、元請制作会社への納入時

期が異なる 含まれる ーズ作品は作業期間が短いが、劇場作品はテ

レビ べ 業の優先順位が決定できる。

今日 な しも今日にやらなくてもよい作業と

が峻別され ある。し 日中に仕上げるべき作業が多ければ、必ずしも今日

やらなく 業を先 した に仕上げるべき作業が少なければ、今日

やらなくてもよい作業を前 作業 が可能になる。このように作業を平

準化して、社内はもちろん 、外注 タントに一定の作業

量を依頼するのである。同社の外注先にと らない仕事を待って

いるよりも、コンスタント が来る ュール的にも企業経営の面からも望まし

い。したがって、同社の仕 的に 先企

業のネットワークを実現している

以上のような体制を築き上げ、日 工 国内最大級の仕上

げスタジオといわれるまでに成長

 
３） 組織体制 
 同社においては、経営と 場の分離がなされている。佐々木氏が現場の指揮をとり、

高橋氏が経理や権利関係の管理を アニメータではない。し

かしながら、スケジュール管理や作品のクオ 化を行い、そ

れをもとに現場に指示を出している。一方 に入社している。佐々

氏は、会社経理に強くはなかった。しかしながら、経営者として、この方面の知識が必要

いた彼女は、この分野に強い信頼のおける人物を探していた。友人

人は、以後、同社の二人三脚の経営がはじまったのであった。 
 

 

常

ムスケジュールの遅

し

日々の業務を安

、仕上げ部門をグロスで請けることと深く関わっている。作業量の偏りをなくし、安定的

発注することにより、結果

と

により、ある一

ものも 。また、テレビシリ

シリーズのそれと比

中に仕上げてしまわ

れば納入時期が長い。早い段階で、作

いと間に合わない作業、必ず

るので たがって、今

てもよい作 延ばしに り、今日中

倒しして したりすること

のこと 先の制作会社に対してもコンス

っては、くるかこないかわか

に仕事 方がスケジ

事を優先 手がけることになる。同社は、このような外注

。 
々 夫を重ねている同社だからこそ、

することが可能だったのであろう。 

制作現

行っている。佐々木氏はもともと

リティーコントロール、作業平準

、高橋氏は、2年程前に同社
木

なことを十分に認識して

の紹介でめぐり合った二

４） 財務関連

 同社は、仕上げ部門をグロスで請けることを基本としている。そのため、仕上げ工程のみ

を請け負う同業他社と比べて受注量が多く、また、制作進行のタイムスケジュールを徹底す

る仕組みを作ってより効率的な作業を実施している。一般的には、このような効率的な仕組
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みは同業他社と比べると競争優位を形成していると考えられ、多くの利益が望めそうである。

しかしながら、そのような競争優位でもってしても、実際は、テレビシリーズから得られる

益は「トントン」であるという。 
は、劇場版のアニメ作品の制作から得ている。それでも同社がテレビシ

の安定性

ペースを落として取り組むという選択も可能である。 
 

個人的な悩みの

利

同社の利益の多く

リーズの制作を止めることなく劇場版のアニメ作品も同時並行的に手がけているのは、同社

の戦略的な判断が根底にある。それは、①前者は利益率が高くはないものの、業務

（また、知名度の高いテレビシリーズを手がけているという同社の知名度の向上）と定期的

な収入源となること、②劇場版のアニメ作品は、作品のクオリティーにこだわっているが故

に予算も利益率も高いものの、制作時期が限定されており安定的な収入源としては期待でき

ないこと、からである。 
 
５） 人材育成 
 一般的に、アニメ業界では人の移動が激しく、入社後 1年未満で大半のスタッフが辞める
といわれている。現場のスケジュール遅延による長時間労働や低賃金がその原因として挙げ

られている。しかしながら、同社は、上述したように、さまざまな工夫により、これらの問

題を解決している。その結果、人材の流動性はきわめて低い。同社は基本的に新卒しか採用

せず、中途採用はしていない。中途採用を行わない理由として 2つあるという。中途採用者
はこれまでの実務経験のやり方が染み付いており、同社のやり方にそぐわない場合もあるこ

と、また、中途採用者は、一社に長期間留まって働くことを好まない傾向があるためである

という。このような理由から、新人を一から育て上げる方針を貫いている。そして新人にと

っては、アニメータとしての「数年後の自分」が想像できるという。自分の努力次第で、人

気アニメ作品のスクロールに名前がでたり、配色の色指定ができるようになったりして、ア

ニメータとしてステップアップしていくことができるためである。 
 採用した新人に対しては、従業員としてではなく、個人事業主として雇い、出来高制を採

っている。出来高制を採る理由は、作業の単価計算が可能であり、作業することのインセン

ティブが高まるためであるという。たくさん描くアニメータは高い給料を稼ぐことが可能で

あり、諸派の事情により作業

６） マーケティング 
 同社では、会社組織として「営業」部門を設けているわけではない。また、頻繁に取引先

を探すために営業活動を行うこともない。しかしながら、マーケティング活動という意味で

同社が重要視しているのは、「人的なつながり」であるという。特に、「人」に関わる情報に

は注意を払っている。例えば、ある他社の担当者が移動になったと聞きつけると、挨拶に出

向いたりする。このような機会が間接的な営業活動になっている。このような機会を通して、

いつのまにか「良い縁」ができており、それが仕事につながっていくことも少なくないとい

う。また、外部との連絡窓口になっている佐々木氏は、担当者の公私に亘る
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相談に乗ることも多い。このような関係が構築されると、制作に携わるもの同士の人的関係

だけでなく、信頼関係も築かれ、それが繰り返しの業務につながっていくことも少なくない

ようである。 
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 株式会社 オペラハウス 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「人材登用・人材育成」 

 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 10月 27日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
金子 隆二 氏 （代表取締役） 

区分 下請制作会社 
創業年  2002年 
創業場所 東京都千代田区 
現住所 東京都千代田区岩本町 2-14-2 

 イトーピア岩本町 ANNEX 9Ｆ 
資本金 1,000万円 
従業員数 14人 
引き受けること

ができる業務 

企画・立案、制作、原作管理、制作全般、監督、

デザイン、原画、声優 
引き受ける頻度

が多い業務 

企画・立案、制作、原作管理、制作全般、監督、

デザイン、原画、声優 
アニメ業務の 

売上比率 

30％ 

企業概要 

ージ制作、ＰＣアニメスキルの ゲームソフト制作、ＰＣホームペ

転用 ソフト制作、パチスロのオープンニングアニメ、

携帯用コンテンツ 
 
３ ケーススタディー 
１） 沿革・概略・実績 

カーやアニメ制作スタジオでの営業（新事業立ち上げに関する）の勤 同社は、ゲームメー

務経験を有する金子社長が、アニメビジネスの新たな可能性を追求するため、2002年に創業
した。現在は、フラッシュアニメの技術を用いたモバイルコンテンツ制作やHP制作の受注
制作を行う傍ら、自社オリジナルコンテンツも制作している。また、同社は声優プロダクシ

ョンを運営しており、コンテンツのパッケージ化まで自社で完成できる体制を整えている。 
 同社の成長のプロセスにおいて、公的支援を有効に活用してステップアップしている。ス

タートアップ時に公的機関のインキュベーション施設に入居し、創業期に要する諸費用を節

約したり、当中小企業基盤整備機構が主催する「東京コンテンツマーケット」に出展して顧
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客を獲得するなど、機会を有効活用している。 
 
２） 業務の仕組み 
同社は、コンパクトで小回りの利くビジネス展開を売りにしているため、従業員規模も比

的小規模である。アニメ制作会社でしばしば観察されるような社内・社外外注をほとんど

用していない。従業員の半数は契約社員であるものの、これは従業員の流動性が高い業界

構造に対応するための措置でもある（同社での実績を前提に、一定期間の勤続年数を経ると

従業員として採用されるケースが多い）。このように、少数精鋭集団で業務を終結させる仕組

みを取っている。受注する業務も、小回りがメリットとして働く業務がほとんどである。し

たがって、コンテンツの作り手を多数必要とするテレビアニメのようなものではなく、少人

数で作成可能なフラッシュアニメの技術を活用する業務を手がけることが多い。例えばホー

ムページ制作や CD-ROM ソフト、携帯用コンテンツである。これらの業務を営む上で、同
社の戦略上優位な点は、金子社長はアニメ制作会社での経験から、キャラクターやライツ調

整に関して熟知していること、声優プロダクションも運営しているために、音声まで録音し

たパッケージで納入できることである。 
 また、手隙の時間は、自社のオリジナルコンテンツを制作する時間に投下する。現在、同

社のオリジナル作品としては、「もえがく」という、いわゆる「萌え系」のキャラクターと一

緒に英語を学習するゲームソフトである。この作品の制作費用は、内部留保から捻出してい

るという。オリジナル作品制作において、スタッフの手隙の時間を使うこと、経営する声優

プロダクションから声優を起用すること、その他工夫を凝らして制作コストを削減している。 
 
３） 組織体制 
 金子社長は、制作業務には携わることがなく、制作プロデューサーの役割を担っている。

進捗状況は日々スタッフから上がってくる日報で確認し、スタッフに指示を出す。彼が日々

注力するのは、制作費用と手がける作品のクオリティーのバランスである。「良い作品を作ろ

う」とスタッフが意気込むと、作品にコミットメントしすぎてしまい、それに伴い人件費が

増加する。その結果、制作コストが上昇し、企業経営を圧迫するという状況が発生する。金

子社長はこのような状況に歯止めをかける役割を担っているのである。 
 
４） 財務関連 
 同社は徹底した数字ベースでの原価管理をしているわけではないものの、コスト意識を強

く持っている。 
 
５） 人材育成 
 スタッフは、新卒と中途採用、双方とも採用している。しかし、金子社長の実感としては、

新卒のスタッフの方が辞める比率が少なく、技術的指導はしなければいけないものの、それ

 

較

活
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ゆえに育て甲斐があると感じてい

一般的に、アニメ業界においては、新人の離職率が高いといわれている。しかし、同社の

職率が低い。その理由には、同社が新しい分野でコンテンツ制作を行ってい

る

ング 
 同社 活動を 業務獲得のためのコンペなどにも参加するとい

行っている（特に携帯用コンテン

ツ ）。このような、顧客を巻き込んだ事業展開も手がけているために、あ

る特定顧 社との関

同社 作だ 、オリジナル作品も制作している。販売方法は、商社など

の流通チャネルを積極 てい ーへの知名度という点から考えると、

自社が直接販売活動を 多額の しかし、中小

企業がその費用を捻出することは容易 がない時点では、

手数料を取られたとし 存の流 を活用し、エンドユーザーへの知名度が高

まった時点で自社展開 良いと判断している。 
 
 
 

る。 
 

スタッフは、離

こと、また、同社の制作した作品を見て応募してくることが多いという点が挙げられる。 
 
６） マーケティ

は、営業 積極的に行っている。

う。また、顧客と共同

の市場開拓に関して

で、未開拓の市場を開拓する事業も

客数 係は深い。 
は、受注制 けではなく

的に活用し る。エンドユーザ

すると、 P&A 費（広告宣伝費）が必要となる。
ではない。それよりもむしろ、知名度

ても、既 通チャネル

をした方が
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 有限会社 スタジオキャッツ 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「作品のクオリティーの維持」「現地法人の設立」 

 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 10月 27日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
工藤 秀子 氏 （代表取締役） 

区分 下請制作会社 
創業年  1982年 
創業場所 東京都豊島区 
現住所 （本社）東京都豊島区西巣鴨 2-7-14 

（巣鴨スタジオ） 

企業概要 

東京都豊島区巣鴨 1-21-8 田光ビル 
（大泉スタジオ） 
東京都練馬区大泉 6-50-7 ウラタビル 2Ｆ 

資本金 300万円 
従業員数 45人（役員を除きすべてアルバイトスタッフ） 
引き受けること 製作、制作全般、脚本、監督、制作進行、デザイ

ができる業務 ン、原画、動画、トレス、彩色、特殊効果、撮影 
引き受ける頻度 制作全般、制作進行、原画、動画、トレス、彩色、

が多い業務 特殊効果、撮影 
アニメ業務の 

売上比率 

100％ 

アニメスキル 

の転用 

販売用セル画 
版権用仕上げ 

 
３ ケーススタディー 

 

工程の「デジタル化」は、同社に正と負の影響を与えた。デジタル化

正の影響としては、手がける制作工程の拡大である。デジタル化以前においては、動画仕

程を手がけていたものの、デジタル化によって、大掛かりの設備投資

１）沿革・概略・実績

 同社は、仕上げの制作工程を担う制作会社で、その制作スタッフは、主に主婦らで構成さ

れていた。近年の作業

の

上げや仕上げの制作工

を必要としなくなった撮影の工程まで手がけることができるようになったことである。その

一方で、デジタル化の負の影響としては、それまで制作に携わっていたスタッフの多くが、
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パソコン等の利用に適応できず、同社を離れたという点である。 

が制作工程で 1ヶ月かけて作業を進行させるところを、同社では、原画から納品までの全
応できるという。制作時間をかければかけるだけ制作にかかる経費は

タッフが独立するために国に帰ったことに端を発する。

中

る。 
同社が制作スピードを短縮できた二つ目の要因として、デジタル化の間接的影響が挙げら

る。デジタル化によって、撮影の工程まで手がけるようになったことである。デジタル化

前において、撮影の工程を手がけるためには、高価な撮影機材が必要であった。しかし、

デジタル化によって、大掛かりな撮影機具を必要とせず、使用するパソコンの画面上で撮影

ができるようになったのである。撮影を手がけることが可能になった点は、単に業務の拡大

に留まらない。それは、パッケージ化して納品することが可能となる点である。したがって、

作品の納入までの時間が短縮できる要因としても作用しているのである。ただし、デジタル

化による撮影工程の取り込みが可能になったのは同社だけではない。その点で、市場競争が

激化しているといえよう。 
以上のように中国現地法人の活用やデジタル化の転機を上手く活用して成長してきた同社

ではあるが、工藤社長は同社の経営に対する不安材料を抱えている。それは、中国における

制作事情の変化である。それまで、現地法人設立の主目的となっていた人件費が高騰し、育

成したスタッフの現地制作企業間での奪い合い、人材の流動性が増大することによる制作ク

オリティーの低下などの現象が見え始めているのである。このような現象が本格化する前に、

同社は手を打っている。それは、中国以外の現地法人の設立である。そのターゲットとして

ベトナムを選択し、ベトナムの現地法人との共同活動で事業が正式にスタートしたばかりで

ある。 
 
３）組織体制 
 工藤社長が経営に対する全ての責任を担っている。制作現場での経験が長く、トレーサー

 
２）業務の仕組み 
 同社の業務の強みは、制作スピードが他社に比べて早い点にある。通常、一般的な制作会

社

ての作業を 1ヶ月で対
増える。しかし、制作スピードを短縮することで、その分の経費を節約することができるの

である。同社の制作スピードを短縮できる要因には、大きく 2 つが挙げられる。一つ目に、
中国の現地法人において、制作のクオリティーコントロールをしている点である。そのきっ

かけは、同社に働いていた中国人ス

国の現地法人を立ち上げる際には、同社から日本人スタッフも派遣し、制作会社を軌道に

乗せる技術面での指導を行ってきた。その後、その日本人スタッフは現地で結婚し、その社

長婦人も現場を仕切っている。したがって、工藤社長の信頼できる人物が現地法人を仕切っ

ているため、現地の制作クオリティーをコントロールできる好条件が揃っていたのである。

また、このような体制を整備することにより、制作に要するリテイクの時間や作業量も減り、

トータルで見た場合、制作費の削減に貢献しているのであ

 

れ

以
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としての高い技術力を持つ工藤 として、中国、そして今設立

のベトナム現地法人の管理や国内の制作現場の管理・指揮などの業務を一手に担っている。 

４

国内の制作業務だけで見ると、赤字を計上したとしても、制作のクオリティーコントロー

中国の現地法人の存在によって、制作費を節約し、トータルで利益をあげて

いる状況 また、人 バイトとして出来高で契約することにより、

会

黒 保をしているものの、海外の現地法人の設立など、新たな事業を進

めるにあた 多額の この費用に関しては金融機関から融資を受ける形で

対応して の、資 苦労  
 
５）人材育成 
 デジタル化の時期に、その技術変化に ッフは、年齢層が高く、勤続年

数が長い。デジタル化以降入社した制作ス 低い傾向にあ

る。 
 
６）マーケティング 
 現在は、下請業務を手 ため る

わけではないが、同社の

リジナル作品の商業化に に

 

社長ではあるが、現在は経営者

中

 
）財務関連 

ルを行っている

である。 件費に関しては、アル

社にかかる固定費を削

字を計上し、内部留

減するという措置も採っている。 

っては 費用を要する。

いるもの 金繰りには している。

対応できた制作スタ

タッフは、年齢層が若く、定着率が

がけている に、手がけた権利やオリジナル作品を保有してい

オリジナル作品

向けての活動

をフランスで放映するプロジェクトが進行中で、オ

も注力している。 
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 株式会社 デジタル・メディア・ラボ 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「資金調達」「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「作品の

クオリティーの維持」「人材登用・人材育成」「特定企業との関係」「利益率の高い事業

への参入」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 12月 27日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
佐々木 拾 氏 （取締役副会長） 

区分 下請制作会社 
創業年・場所 1988年 東京都品川区（「アクセス」として）

1995年 東京都港区 
（「デジタル・メディア・ラボ」として） 

現住所 東京都文京区本郷 2-2-

企業概要 

9 センチュリータワー 
資本金 10,600万円 
従業員数 約 70人（正社員・契約社員） 
引き受けること

ができる業務 

企画・立案、出資・融資、放送・通信・販布、

製作、原作管理、制作全般、脚本、監督、制作

進行、デザイン、原画、動画、トレス、彩色、

特殊効果、美術、撮影、編集、録音 
引き受ける頻度

が多い業務 

企画・立案、制作全般、制作進行 

アニメ業務の 90％ 
売上比率 

アニメスキルの

転用 

ゲームソフト制作、PC ホームページ制作、キ
ャラクター制作、実写映画の CGパート、パチ
スロのオープニングアニメ、カーナビのアニメ

パート 
 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
日本の 3DCG の歴史において、事業を黒字にするのは簡単なことではなかった。それは、

投資が必要であることも大きな原因の一つであった。そのような状況何十億円単位での設備

下、同社は、さまざまな工夫を凝らして設備投資を抑え、3DCG業界において唯一黒字を出
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している企業として知られていた。1995年には、大手電機メーカーの傘下に入り、それと共
に社名もデジタル・メディア・ラボに変更した。しかし、同社にとっても、大手電機メーカ

ーにとっても当初見込んでいた相乗効果が発揮されず、同社の株を現在の親会社である加賀

ことで、加賀電子グループの傘下に入ることになった。加賀電子は、エレク

ト

子会社、アクセスゲームスを抱

え

それが、CG技術を活用した「2.5次元
ニメーション」である。 

た。なぜなら、3DCGの設備投資には何十億円単位での資金が必要になる（現在のよ
にデータ処理技術も進んでおらず、スーパーコンピュータが必要であったことなどから）。

赤字にさせる一つの理由となっていたためである。佐々木社長は創業

。1983年頃から「CG技術は事
として成り立たない」といわれており、銀行から会社の設立資金のための融資も受けられ

ず、創業でさえ簡単なことではなかった。知人たちに頼み、その結果集まった１億円が設立

資金となった。十分な設備投資の資金がないために、スーパーコンピュータの替わりにワー

クステーションを購入し、3DCGを制作するためのソフトも、規格品を購入することなくオ
リジナルで開発するなどの設備投資を節約する工夫を行った。小規模での設備投資に留めて

おいたのには資金的側面以外での理由もあった。それは、3DCGが先行していたアメリカで
は、膨大な資金を集め、それを 3DCG 技術の設備に投資することが可能であった。しかし、
制作規模の小さい日本市場においては、多額の投資をしても、制作で回収することは難しい

であろうという計算も働いていた。設備投資を抑え、少ない資金で取り組んだ結果、他社が

制作する 3DCGよりも安価で仕上げることができ、その結果、採算の合うビジネスが達成さ
れたのである。 
 現在、同社は加賀電子グループの傘下に入っている。加賀電子によるM&Aに関しては、
両者共に、利害関係が一致していたことに起因する。加賀電子はエレクトロニクス・電子部

品の商社で、アミューズメント機器メーカーとも取引がある。加賀電子側の目的としては、

アミューズメント事業の拡大があった。アミューズメント機器メーカーとの取引においては、

電子が買い取る

ロニクス・電子部品の商社として活躍する上場企業で、アミューズメント機器メーカーや

マスコミに対しても電子部品を供給している。加賀電子は電子部品から設備までのハードを、

デジタル・メディア・ラボはそのハードの中に組み込まれるコンテンツを提供するなど、相

乗効果が期待された。また、同社は、ゲーム制作会社である

ている。 
ゲーム制作やパチンコ・パチスロ用ソフト制作などで利益を上げている同社であるが、利

益が上がっているうちに新たな展開を仕掛けている。

ア

 
２）業務の仕組み 
 1988 年同社が発足した頃は、3DCG 技術を活用した事業のビジネスモデルは確立してい
なかっ

う

これが 3DCGの事業を
以前には､制作プロダクションにおいて、実写でも、アニメでもないデジタル処理した映像を

作るための方法を模索し、3DCG技術を選択した。その後、この技術を活用するため、自身
で会社を設立することになる。それが 1988年のことである
業

－192－ 



 

電子部品だけではなく、企 渉材料として、ハードだ

でなくコンテンツも組み込むことができる体制を整えたかったという。一方、デジタル･

側の目的としては、自社で営業活動することなく、業務が受注できること、「加

賀

この

発揮 至っている。 
さらに、同社にとっては、資金調達の面からも加賀電子グループの恩恵を受けている。そ

ファイナンスの活用である。制作資金が必要な際には金融機関に借りるより

も低金利で ファイ ができる一方、内部留保できるほどの資金

が残 ル この場合には高い利子が得

られ 資金で、利益を計上して余剰資金があるところから集め、

必要なとこ れる の調整システムが形成されている。グループ内で

の資金の が達成 で キ

ャッシュプールシステム」という。 
 しかし、このように加賀電子グループの でもさ

まざまな取り組みを行って ず、社 パ

チンコ・パチスロのソフト ームソ 利益を上げているうちに、新たな事

業展開を仕掛けている。そ 次元 。ハリウッド（ピ

クサー社制作）の 3D アニ ジ の

高い、しかし、2次元アニメでもなく、絵 、

動画化する試みである。たとえば、ピータ す

るようなものである。この技法は、ハリウ る。

この技法は、2005年に開催 本 、NPO法人 映
像産業振興機構、日本映像 社）でも紹介され、海外のバイヤーからの引き合いが

多く寄せられたという。このよ 2.5 ニメの技法は、今後の事業の柱の一つとし

て展開していくところである。

 二つ目の同社の取り組みは、制 ッ を

徹底し、評価システムを充実させたのであ 管

理をしなければならない。これに関しては レ

ゼンテーションしてもらう。しかし、組織 る項目に関しては雛型を準備しており、

の評価体系にしたがって所属長が評価する。その結果を所属長と役員とのミーティングに

。その結果を、表彰している。表彰にはグループ表彰の場合や個人

表彰には、金銭的還元も発生する。また、作品がヒットした場合は、

特 を

画から参画する事も行っており、その交

け

メディア･ラボ

電子」のネームバリューで、取引先に対して優位な交渉ができるという目論見があった。

ように、実際の業務においても、両者間の補完関係が成立し、それが相乗効果となって

される状況に

 

れは、グループ

グループ ナンスから借りること

ると、今度は逆にグ

る。このようなグループ内での

ープファイナンスに預けるのである。

ろに配分さ という資金流動

適正な移動 されているの ある。このような仕組みを、同グループでは、「

力だけに依存しているのではない。同社内

いる。ま 内の事業体制である。3DCGの技術を活用した
開発やゲ フトの開発で

れは、「2.5 アニメ」と言われるものである

メのようなデ タル的なものではなく、よりアナログ的な趣向

描きが書いた「アナログ的な絵画」を CG処理し
ーラビットの絵を動画として動かし、アニメ化

ッドでも手掛けられていない新しい手法であ

された国際見

振興株式会

市 TIFFCOM（主催は経済産業省

うに、 次元ア

 
作スタ フの評価と報酬の体系の整備である。目標管理

る。目標管理のためには、まず、達成に関する

、自己評価を基本とし、制作スタッフ自ら、プ

が評価す

こ

おいて最終的判断を下す

表彰の場合もある。その

別賞与 与えている（2005年は、夏・冬・特別賞与の 3回行っている）。その他に社員表
彰も設けている（上期と下期の 2 回に分けている）。こちらの表彰に関しても金銭的還元を
行っている。このように、制作スタッフの士気を上げるための工夫、制作効率を上げるため
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の仕組みをいたるところに設けている。 
3 つ目の取り組みは、将来の制作スタッフの人材育成である。専門学校生や大学生をイン
ターンシップとして仕事を OJT で教える事も行っている。また、彼らの経歴となるように
配慮している。例えば、授業の単位となるような配慮や、力のある学生に対しては作品をも

たせたりすることもある。また、大阪電気通信大学総合情報学部のデジタルアート・アニメ

ーション学科との産学連携の事業も行っている。先端マルチメディア合同研究所（JIAMS）
は、大学と同社の相互協力で開設されている。その機材のメンテナンスや、バージョンアッ

プなど、ハードとソフトのクオリティーを有償で保障する。その一方で、この施設を活用し

て作品制作に携わる学生に対してはアルバイト料を支払い、電気代や消耗品などは同社が支

払

）組織体制 
電子本社から出向している西谷氏が就任している。しかしながら、注意

価管理を徹底すると共に、達成された成果に対しては還元するという立場

う。また、有償で施設管理運営を保障する対価として、売上の 10％は大学に寄付するとい
うシステムを採っている。 
 
３

 同社の社長は加賀

を要する点は、一般的なM&Aのケースにしばしば確認されるような、加賀電子が一方的に
同社に社長を送り込んだわけではない点である。西谷社長が社長に就任した経緯は、第一に、

それまで同社を率いていた佐々木氏が会社経営の全ての責任を担う社長就任を辞退し、取締

役副会長という立場で同社に携わる意思決定をしたことである。第二に、西谷社長は、全く

制作現場経験のない人物ではない点である。西谷社長は、大手エンタテイメント企業での管

理部門での経験が深く、制作現場の進行やその管理手法、権利・許諾関係のノウハウ、人材

育成の方法などに理解があり、制作現場を熟知している人物である。したがって、同社に関

しては、一般的なM&Aのケースでしばしば聞かれる「制作現場を知らない社長が本社から
送り込まれ、原価管理などを徹底するために、制作現場が混乱する」というような事態は生

じていないのである。 
 
４）財務関連 
 佐々木氏は自身がクリエイター出身者であるため、収益に対する感覚は疎いという。創業

当初、3DCGの事業で唯一黒字を計上した企業にもかかわらず、それでも、原価管理や企業
体としての資金の流れに関しては、まだまだ改善の余地があったと実感する。このような認

識から、財務関係は財務関係に強い人を登用して、その人物に任せれば良いとの立場を明確

にしている。今、同社の経営に関しては西谷社長がその役割を担っている。 
 西谷社長は、原

を明確にしている。いわゆる「アメとムチ」の使い分けである。クリエイターの仕事は、仕

事とプライベートの境界が曖昧になることも少なくない。作品の鑑賞や情報収集がどの程度

「仕事」として考えられるのかなど、作品の制作と自己研鑽の基準が曖昧になる傾向が高い。

しかし、社内の評価システムを確立し、制作に対する評価体系を形成することによって、こ
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の種の課題をクリアしている。また、制作に長時間継続して取り組むと、作業効率が低下す

る。このような事態を回避するスタッフの意識改革も行っている。これらの社内管理・評価

システムは、単なる財務関係の次元での議論に留まらず、人材育成の手段としても有効に作

用している。このような同社の管理・評価システムに合わない制作スタッフに対しては、本

人の希望があれば、完全出来高制のフリーランスになってもらう措置も採っている。どのよ

うな勤務体系を希望するのかに関しては、制作スタッフの意思を尊重しているのである。 

特別賞与、社員表彰など）。このような仕組みを 3 年

加賀電子の流通網が同社にとって有効に活用されている。

 
５）人材育成 
社内スタッフに対する人材育成の方法として、まず、従業員の給料を（アニメ業界に特徴

的な低い給与水準ではなく）、一般企業の平均的な給与水準に上げていることが挙げられる。

制作スタッフの立場からすると、固定給制を採るアニメ業界の平均的給与よりも、高い給与

であることによって、スタッフの業務へのインセンティブやコミットメントの度合いを高め

ている。また、制作スタッフが手がける作品がヒットした場合は、上述したようにさまざま

な成果報酬のシステムを設けている（

の年月をかけて構築し、軌道に乗ってきた状況である。クリエイターの育成・管理・評価シ

ステムは、一朝一夕にして完成するものではない。試行錯誤の中で、同社に合致した管理シ

ステムを形成してきたのである。 
同社は、将来に向けた人材育成に対しても、取り組みを行っている。それは、将来、この

業界において制作スタッフとして有望な専門学校生や大学生にターゲットをあて、インター

ンシップのような形で仕事を OJT で教える取り組みである。大阪電気通信大学総合情報学
部のデジタルアート・アニメーション学科との産学交流も、このような取り組みの一つの具

体的な事例である。 
 
６）マーケティング 
 アミューズメント機器のハードとソフトの事業展開に関して、加賀電子との業務の補完関

係が成立していることが大きい。

また、加賀電子グループ内外における相乗効果をより高めるための工夫も行っている。例え

ば、テレビアニメの制作業務と他の業務とのタイアップである。テレビアニメの制作業務は、

同社が手がけるゲームやパチンコ・パチスロのソフト制作と比べると受注単価は安い。しか

しながら、制作の契約時に、そのキャラクター展開やゲーム制作の権利を引き受ける条項を

盛り込むなどの工夫を行っている。そして、重要な点は、現在の業務や成果に満足すること

なく、今後の同社の事業展開に備えて新たな業務を手がけ、そのためのマーケティング戦略

も立てていることである。この点からも、同社の今後の主力事業の一つとして考えられてい

る 2.5次元アニメの展開が期待される。 
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 有限会社 ライトフット 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「タイムスケジュール管理の徹底」「人材登用・人材育成」「特

定企業との関係」 
 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 11月 16日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
三宅 敏博 氏 （代表取締役） 

区分 下請制作会社 
創業年  1981年 
創業場所 東京都杉並区 
現住所 （本社・撮影部門） 

東京都西東京市南町 3-19-24新光ﾋﾞﾙ 3F 
（支社・仕上げ部門） 
東京都練馬区関町北 2-4-5-2F 

資本金 300万円 
従業員数 25人（うち役員 2人） 
引き受けること

ができる業務 

トレス、彩色、特殊効果、撮影 

引き受ける頻度

が多い業務 

トレス、彩色、特殊効果、撮影 

アニメ業務の 

売上比率 

100％ 

企業概要 

アニメスキルの 特になし 
転用 

 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
 同社の創業は 1981 年、仕上げ部門を手がける制作会社として組織された。創業当初は、
それまで三宅社長が勤務していた制作会社の下請を行っていた。現在も取引が継続する大手

元請制作会社との業務関係はこのときから続いている。しかし、単独の工程を手がけるだけ

では制作会社業務においてイニシアティブを取ることは難しいと実感していた三宅社長は、

グロス請できる社内体制を整えようと考えていた。その後、三宅社長と同じ認識を有する制

作会社と合併して現在に至っている（その制作会社の社長は現在同社の専務取締役となって
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いる）。 
 同社の歴史において、デジタル化が与えた影響は極めて大きかった。第一に、資金的負担

が発生したものの、元請企業のデジタル化に共同で取り組んだため、元請企業との関係が強

化されたこと、第二に、デジタル化によって多額の資金を要する撮影機材を必要としなくな

ったため、撮影まで手がけるようになったこと、である。デジタル化以前には、撮影した後

にフィルムをチェックし、修正するという作業を行っていたが、デジタル化以後は、撮影し

たその場でリテイクすることが可能になった。一般的に、撮影を手がける制作会社にとって、

の撮影は、その場でのリテイクが行われ、その結果、これまで以上の作業時

間

は 10：00～18：00と勤務時間が固定されている。その
一

、仕上げ工程もデジタル化する必要があったことから、同社にデジタ

化の要請があったためである。元請制作会社の支援のもと、同社に対する機材リース支援、

派遣し、元請制作会社先での実施トレーニングを積むことでデジタル

寿番組であるという「幸運」があり、安定的かつ

続して業務が持続する経営環境が整っているとはいえ、同社のこまやかな対応が元請制作

社に認められてきたという事実を見過ごすことはできない。 

デジタル化以後

を要するため、好まれない傾向が高い。同社は、この部分を厭わず細かな対応を行うこと

で元請制作会社との信頼関係を構築している。 
 現在、同社が仕上げ・撮影を担う作品は、テレビシリーズ作品 2作品（それぞれ月 2話分）
で、いずれもテレビアニメでロングヒットとなっている作品である。また、テレビシリーズ

作品を題材にした教育教材や、アニメ作品の劇場版なども手がけている。 
 
２）業務の仕組み 
 同社は、仕上げ部門と撮影部門に分かれている。この大きな理由は、業務の体系が異なる

ためである。仕上げ部門の就業時間

方、リテイクも同時並行で行っていく撮影部門は、時間が不規則になりやすいということ

がある（したがって、給与体系も異なっている）。 
 同社の特徴の一つとして、デジタル化の取り組みが早かったことが挙げられる。そのきっ

かけは、元請制作会社の制作工程のデジタル化であった。1998年のことである。元請制作会
社のデジタル化に伴い

ル

同社からはスタッフを

化に取り組んだ。デジタル化は達成できたものの、その運用に関しては苦労している。アプ

リケーションや OSのトラブルが続発し、手間を要したこと、また、デジタル化に対応する
制作会社が少なかったこともあり、デジタル化の技術が同社の売上に貢献するには時間を要

したこと、などである。 
 同社は、元請制作会社からの要請でデジタル化への取り組みを始めたことや、編集と同時

並行しながらリテイクすることなど、業務を発注する企業からすると、柔軟に対応し、小回

りの利く体制を整えている。このような同社であるからこそ、元請制作会社との信頼が徐々

に構築され、同社が認められてきたという経緯がある。現在では、元請制作会社からの信頼

は厚い。同社も、元請制作会社に対して厚い感謝の念を示している。現在同社が手がける作

品はいずれもテレビアニメ番組としては長

継

会
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３）組織体制 
同社の経営は、三宅社長と専務取締役が担っている。両者の役割は分担されており、三宅

な営業窓口となり、元請制作会社の担当者との連絡や、今後の同社の方向性

に

は異 長は仕上げ部門がある練馬区に拠点を置いているのに対して、専務

締役は西東京市に拠点を置く。しかし、お互いに頻繁に行き来しあい、コミュニケーショ

。また、毎週月曜日には、経営者と主要スタッフが参加するミーティングを

開催し、社 状況や どをメンバー間が共有できる場も設定して

いる

同 フルタイムの従業員という形で雇っている。社外外注先も 10 名ほ
ど抱えてい たち 宅勤務の主婦の方々であり、デジタル化に伴い、

同社が技 ってデ をで に育て上げた経緯がある。同社が請ける

仕事は、基本的には同社の 社外 でしか請けない方針であ

る。なぜなら、業務のクオ の維持 ること、業務発注先との信

頼関係が不安のある場合があること、などか 「飛び

込み」の仕事に関しては慎重に対処してい

 
４）財務関連 
 元請制作会社の信頼が厚 が安 はいえ、テレビシリーズ

だけでは利益を計上しつづ し ラクターを登場

させた教材や、劇場版アニ がけることが、利益計上に結びついている。このよう

な利益は、スタッフに配分する の としての社員旅

行など）と共に、内部留保し、パ フトのバージョンアップなどの設備投資に当て

ている。 
 
５）人材育成 
同社のスタッフの流動性は極めて少ない。その理由として、固定給制度を採用すること、

益が出た際にはスタッフにも配分すること、年 2回の賞与を出していること、年 1回の昇
、必要に応じてスタッフのスキルアップのためのトレーニングを会

上げ部門に対しては 10：00～18：00という定時勤務システムを採

 

社長は、対外的

関して検討する一方、専務取締役は制作現場の指揮・管理を行っている。両者の活動拠点

なっている。三宅社

取

ンを採っている

内の進捗 今後のスケジュールな

。 
社のスタッフは全て

る。この方 はいずれも、在

術指導を行 ジタル処理 きる人材

スタッフと 外注が処理できる範囲内

リティー が難しくなる場合があ

らである。このような経緯から、同社は、

る。 

く、業務量 定的に確保されていると

けることは難

メなどを手

いという。したがって、作品キャ

（年 1回
ソコンやソ

定期昇給や賞与、福利厚生の一貫

利

給制度を設けていること

社の費用で行うこと、仕

っており、スタッフの生活リズムが作りやすいこと、などがある。これらの理由からスタッ

フの定着率が高いようである。 
 
６）マーケティング 
特に同社が作品展開を行っているわけではない。 
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 株式会社 ロジスティックス 
 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「利益率の高い事業への参入」 

 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 11月 14日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
石井 栄一 氏 （代表取締役） 

区分 下請制作会社 
創業年  1986年 
創業場所 東京都新宿区 
現住所 （本社・ソフト開発） 

企業概要 

東京都世田谷区三軒茶 1-16-7比氣ビル 3F 
（上井草支社・アニメーション制作） 
東京都杉並区井草 5-4-11宮ビル 402号 

資本金 1,250万円 
従業員数 17人（うち役員 2人、正社員 4人） 
引き受けること 企画・立案

ができる業務 進行、デザイン、原画、動画、トレス、彩色、特

殊効果、美術、撮影、編集、録音、その他（Web
配信） 

、製作、制作全般、脚本、監督、制作

引き受ける頻度

が多い業務 

企画・立案、監督、原画、美術 

アニメ業務の 

売上比率 

60％ 

アニメスキルの ゲーム・グラフィックス（アニメ）の制作 
転用 PCホームページ制作、PCソフト制作 

キャラクター制作 
パチンコのアニメーション 
携帯用コンテンツ 
アニメーションツール開発 

 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
 同社は、映像・画像関係の CGソフト会社としてスタートした。その後、顧客からの受託
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業務に、アニメーションを活用したソフト開発に携わることになった。アニメ業務に携わる

背景などを手がけた。この業務に携わったスタッフを継続的に雇用するために、テ

レ

）業務の仕組み 
ニメーション事業部の拠点を置いてから、本社機能とは別に稼動し

行ったり、アニメの制作技術を活用してシミュレーション結果を表現したり（脳

神経細胞の動きや地球シミュレーションなど）している。 
の高い事業にも参入している。同社がアニメ業務に最初に携わった 1997 年

ご

）組織体制 
の部門とアニメ業務の部門は独立して業務に当たっている。石井社長

が 、アニメ制作会社での経験を有する岸

締役が上井草のアニメーション事業部においてアニメ関連業務の一切の責任を負っている。

現場の担当者が必要であるとの判断から、アニメ制作経験者を募集した。これが、同社がア

ニメ業務に携わる最初のきっかけとなった。1997年のことである。この時のスタッフを中心
に、その後も、アニメ関連業務が続けられていく。大きな業務にまで手を広げなかったもの

の、イベント用のショートアニメーションの制作などに携わり、アニメ業務に少しずつ携わ

る環境は続いていたのである。あるとき、受託業務の中に、ゲーム関係のプロジェクトがあ

った。これが、同社がアニメ業務に本格的に参入するきっかけとなる。受託業務を遂行する

ために、グラフィックデザイナーとアニメータを募集し、ゲームのアニメ、キャラクターデ

ザイン、

ビアニメ制作に進出し、2002年に上井草にアニメーション事業部を置くまでになった。現
在は、テレビアニメそのものだけではなく、アニメの活用の可能性を探り、シミュレーショ

ン結果をアニメで表現したり、細胞の動きをアニメで表現したりする事業にも積極的に取り

組んでいる。 
 このように、同社は、アニメ業務それ自体だけではなく、その周辺業務を上手く取り込み

ながらこれまで成長してきたのである。 
 
２

 2002年に、上井草にア
ている。アニメーション事業部の方が売上高は多いものの、多額の経費を要するため利益に

関してはソフト開発の事業の方が高い。しかし、テレビシリーズは、一度受注すると、ある

期間は安定的に収入が得られるため、収入源としては安定しているという。 
 同社は、テレビアニメだけではなくアニメーションに関連する周辺の事業の取り組みも行

っている。例えば、企業の広告宣伝用に、フラッシュの技術を使ってフルハイビジョンでア

ニメ制作を

の

 また、利益率

ろは、ゲームソフトの制作単価が高く、この制作によって利益を上げていたという。過去

には、ゲーム開発の企画書などを作成して営業活動を行うなどの展開も行っていた。 
 そのような積極的な活動を行う同社であるが故、オリジナル作品の企画も立てている。こ

のオリジナル作品の資金調達を始めとして、オリジナル作品制作の実現に向けて、検討して

いる段階である。 
 
３

 同社は、ソフト開発

本社において、ソフト開発部隊の一切の責任を担い

取
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石井社長と岸取締役の間では、 るために、双方の業務が円滑

営まれている以上、定例連絡以外の連絡はあまりすることはない。 

４

アニメ制作のように、利益率は低いものの比較的バランスよく収入が得られる安定的な業

高いものの単発的に受託する業務とのバランスをとった経営が行われている。 
 
５）

業 ッフを雇用すると、そのスタッフが活躍できる場や業務を探し、そ

のプロセス して 、スタッフにとっては、やりたいと思う業務に携

わること リット 方、 っては人材の有効的な活用が期待される

メリットがある。その意味 WI を生み出している。 
 
６）マーケティング 
オリジナル作品の企画はあるものの、そ  

ビジネスに対する信頼関係があ

に

 
）財務関連 
 

務と、利益率は

人材育成 
務の関連で一度スタ

で業務拡大 いく。そのため

ができるメ があり、一 企業にと

で、両者に N-WINの関係

の制作体制や資金調達方法などを検討中である。
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４．個別企業ケース（その４） ポストプロ 

 
 株式会社 マジックカプセル 

 
１ 選定理由 
「経営と制作現場の分離」「人材登用・人材育成」 

 
２ 企業概要 

訪問日 2006年 11月 8日 
インタビュー応対者

（部署／肩書き） 
明田川 進 氏 （代表取締役） 
 

区分 ポストプロ 
創業年  1970年 企業概要 
創業場所 東京都港区 
現住所 東京都港区元麻布 3-11-5平岡ビル 2F 
資本金 1,000万円 
従業員数 8人 
引き受けること

ができる業務 

企画・立案、制作全般、デザイン、録音 

引き受ける頻度

が多い業務 

録音 

アニメ業務の 

売上比率 

80％ 

アニメスキル 

の転用 

キャラクター制作 

 
３ ケーススタディー 
１）沿革・概略・実績 
同社の創業者である明田川社長は、漫画家である手塚治氏が悲願であったアニメスタジオ

の設立の初期からポストプロの録音業務で実績を積んでいる、いわゆるアニメ第一世代の人

物である。明田川社長が手がけた主な作品には、「火の鳥 2772」や「AKIRA」などの劇場版
ニメが挙げられる。明田川社長の録音技術に対する体外的評価が高く、それゆえ、人を介

れる。 
ア

しての業務が持ち込ま

また、同社の特徴として特筆すべき点は、アニメ第一世代の年齢が高齢化し、アニメ制作

の主力戦力の世代交代が叫ばれる中、同社の場合には、社長ご子息が実績を積み、同社の主

力戦力として育ち、世代交代が着々と進んできていることである。 

－202－ 



 

 
２）業務の仕組み 
同社ではテレビアニメや劇場用アニメ、ビデオなどの録音業務を手がけている。一般的に、

音業務に携わる企業は、2 つの大きな異なる傾向が確認される。それは、自

の向上にも対応しなければスタジオとして運営は難しく、それゆえ、多額の投資が必要と

で、自社で録音スタジオを保有せず、施設を借りて録音業務を行うという選

択

は高くなるも

の、徹底した原価管理や、制作費を節約するための工夫、（音楽監督などの単一分業工程だ

パッケージで請け負うなどによって、利益率を高めるための企業努力

を

設定することで、日々の原価管理を徹底する意識を浸透させたのである。この企業努力が同

社業績の黒字化に一役買っている。 
また、同社の業績が黒字化する他の大きな理由には、世代交代とスタッフの独り立ちが挙

げられる。制作スタッフが独り立ちし、一人で音響部分を担当できるようになれば、同社が

担当できる作品数が増える。作品の増加と共に、原価管理を徹底して行うと、それだけ利益

が発生するためである。事実、明田川社長の子息である仁氏が、独り立ちした 2000年～2001
年ごろには、テレビシリーズを手がける作品数も増え、これが同社の売上を急増させた一因

となっている。 
さらに、原価を管理するだけではなく、進行中の業務においては、関係者間のコミュニケ

ーションや業務の連携を重要視するという。この関係が上手くいくと、その評価が次の業務

につながることも少なくない。 
 
３）組織体制 
 明田川親子が同社の取締役として、経営の指揮を担っている。音響制作現場で多忙な仁氏

は、事務所に拠点を構えるというよりも、音響制作の実務に関わっていることが多く、事務

所には不在のことが多い。しかしながら、社長が録音スタジオに赴くなどして、両者のコミ

ュニケーションが図られている。 
 
４）財務関連 
 徹底した原価管理を行っている。原価率の目標値を設定して原価管理意識を浸透させるこ

とで、制作スタッフの意識改革を行っている。 

ポストプロの録

社で録音スタジオを保有する企業と、録音スタジオを保有しない企業の存在である。録音ス

タジオを自前で保有するとなると、録音機材の初期投資だけでなく、技術革新する機材の精

度

なる。その一方

肢も残されている。ただし、高額な設備投資を行って事業を維持しつづける録音スタジオ

を借りるということは、当然その費用も高くなる。どちらの企業行動をとるのかは、それぞ

れの経営者の判断や戦略に依存する。同社の場合は、後者の録音スタジオを自社で保有せず、

必要な時に借りることで録音業務を手がけている。録音業務にかかる固定費用

の

けでなく）音声部分を

行っている。原価管理するために、各担当者の意識改革を行ってきた。原価率の目標値を
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５）人材育成 
同社の制作スタッフを雇用する場合には、人からの紹介が圧倒的に多いという。それは過

去の失敗経験から学んでいる。 載しても、なかなか良い人材

来ず、すぐに退社してしまった経験があったからである。それ以来、ほとんどの制作スタ

介で招き入れ、雇用する方式をとっている。紹介による雇用は、紹介した人

の

また、このような人物に入社してもらう時には、「音響に関する専門家」を雇うのではなく、

いう考え方をもっている。それは、同社の録音の方針や順序、手続きなど、

同社なり がある やそれに附帯する知識に関しては、OJTでの取
得 や経験者であることを重視はし

てい

 
６）マー グ 
同社は主に、音響を手 ため 利を保有しているわけではない。しか

し、関係者間のコミュニケーションや業 、次

の業務につながっていく事が少なくない あり方」が同社の営業となっている

のである。 
 

 

これまで、求人広告の記事を掲

が

ッフは知人の紹

信頼があるために、同社としても安心である。 

素人でも良いと

のやり方 こと、そして、業務

が望ましいと考えることなどか

ない。 
ら、はじめから「専門家」

ケティン

がけている に、作品の権

務の連携を重要視する業務の進め方が評価され

。「現在の仕事の
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第７章 結論 

１

ることだけでなく、企業経営に関しても注意を払って

い

得ることが肝要となる。 

関係の構築」「利益率の高い事業への参入」「現地法人の設

」が該当する。すなわち、企業の事業に対する取り組みの方法と方向性である。ただし、

を策定し、戦術を遂行するためには、留意点がある。 

された点に、権利獲得のために投資した資金を回収する

でに長期の時間を要するために、オリジナル作品や著作権獲得のための資金調達が企業経

ケースの存在が確認されている。また、オリジナル作品や作品の著作権を保

で考えなければならない。したがって、オ

 
．個別企業ケースから導かれる知見 

 本調査研究では、アンケート調査や既存調査の分析を通して個別企業の分析の軸として、

利益を計上する 9つの要因（「経営と制作現場の分離」「資金調達」「オリジナル作品の展開・
著作権の獲得」「作品のクオリティー」「タイムスケジュール管理の徹底」「人材登用・人材育

成」「特定企業との関係構築」「利益率の高い事業への参入」「現地法人の設立」）を帰納的に

導き出した。本節では、この 9つの要因の理解を深め、企業の成功要因を検討することにす
る。 
 9つの要因は大きく 2つのタイプに分類される。一つは、事業体制の整備に関するもので
ある。それは、「経営と制作現場の分離」「資金調達」「人材登用・人材育成」が該当する。つ

まり、企業体として健全な事業を遂行するための仕組みづくりである。インタビュー実施企

業においてどの項目が該当しているかに関しては、筆者がインタビュー調査で確認できた場

合にのみ便宜的に印をつけているに過ぎないという点で分析には注意を要する。しかしなが

ら、個別ケースを確認すると、事業体制の整備に関する要因で該当する項目は、1 つ以上当
てはまっている。3つの要因全てに該当する企業は 6社存在している。利益を計上している
企業を観察すると、作品の制作に関す

ることが伺える。以上から、企業体として、企業をマネジメントするという側面が重要で

あるといえよう。ただし、企業のマネジメントを考える上で極めて重要な点がある。それは

個別企業ケースでも確認されたとおり、制作現場の論理を理解できる人物がマネジメントを

行う必要があるということである。制作現場を無視した企業マネジメントは、現場の混乱や、

経営と現場の対立を招きかねない。経営者にとっては、企業のマネジメントを行う際には、

制作現場の理解を

9 つの要因を大きく分けた場合のもう一つのタイプは、企業戦略や戦術に関するものであ
る。それは、「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」「作品のクオリティー」「タイムスケジ

ュール管理の徹底」「特定企業との

立

それぞれの戦略

「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」を目指す場合、オリジナル作品や著作権さえ保

有すればそれが必ず利益に結びつくという結果にはならない点に注意を要する。オリジナル

作品の展開をすること、著作権を獲得することが利益を計上する十分条件とはならないので

ある。アンケート調査分析でも指摘

ま

営の重荷になる

有しているからといって、必ずしもそれらの作品がリクープするわけではない。この点にも

注意し、リクープしないことのリスクも織り込ん
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リジナル作品を展開したり、著作権を獲得したりする場合には、企業のマネジメントの側面、

す

る。前者は、表現技術にこだわりをもっ

て

業も複数存在した。このような工夫により、制作費を安くし、作品制作にかか

原価を節約するのである。 
ル管理の徹底」を目指す場合には、日常的に企業内の工程管理や進捗

を

な難しいことだからこそ、マネジメント体制の確立と運営に成功すると、それ

が企業の競争優位となって作用するのである。 
「特定企業との関係構築」を目指す場合には、特定企業との信頼関係が成立していること

が前提となる。しかし、その関係を構築するためには、一朝一夕では成立し得ない。アンケ

ート調査でも確認された点に、外注企業の選定理由として「昔からの付き合い」を挙げる回

答が多かったことが挙げられる。ただし、この「付き合い」がビジネスや利益に結びつくた

めには、ある重要な前提が付加されている。それはお互いの馴れ合いや依存関係を意味して

いるのではないことである。それぞれの主体が、絶えず市場競争にさらされていることを自

覚し、事業に取り組んでいるのである。すなわち、単体企業であっても市場競争力がある企

業同士の関係を構築することが、結果として利益に結びつくのである。近年、コンテンツ市

場を取り巻く企業間のM&Aなどの活動も活発になり、インタビュー調査実施企業において
もそのような企業が複数確認されている。これらの企業はいずれも、提携先の企業に依存し

ているわけではない。また、提携先の企業も、これらの企業の経営を支配しているわけでも

ない。提携先企業にとって、当該企業が「金の卵」であるからこそ、提携関係が維持・継続

されているという事実を見逃してはならない。 
「利益率の高い事業への参入」を目指すことは、利益を上げるための戦術の一つである。

このような利益率の高い事業へ参入することは、多くの企業にとって魅力があるのかもしれ

ない。しかしながら、参入し、そこから利益を上げようとするのであれば、企業の競争優位

がなければ難しい。競争優位の源泉とは、換言すると表現技術やオリジナル作品の保有とい

った、独自性（オリジナリティー）のことである。このような企業の独自性なくして、利益

なわち事業体制を整え、計画的に進めることが求められるであろう。 
「作品のクオリティー」を目指す場合には、細分化すると 2つのタイプが存在する。それ
らは、表現方法を追求することで、作品の「表現技術」のクオリティーを向上させるという

タイプのものと、作品のストーリーを作りこみ、作品自体の面白さを追求する「ストーリー

性」のクオリティーを向上させるタイプのものであ

制作することによって、作品の芸術性を高める戦略である。後者は、作品の視聴者のター

ゲットや作品のコンセプト次第では、表現技術に注力せず、ストーリー展開にこだわるとい

う戦略である。個別企業ケースからも、「細かい絵の描写にこだわるよりも、表現方法は簡素

化して、ストーリーの作りこみに尽力することにより、視聴者に受け入れられる作品にする」

と回答する企

る

「タイムスケジュー

マネジメントする必要性が強く問われる。また、そのマネジメントは、企業内に留まらず、

制作の上流から下流までの関係主体に及ぶマネジメント能力が問われる。マネジメントすべ

き対象が増えることによって、管理・処理すべき情報量も増大し、コントロールが難しくな

る。そのよう
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率の高い事業へ参入したとしても、利益につなげることは難しい。 
「現地法人の設立」を目指すことは、作品の原価を抑えるための戦術の一つである。その

活用すれさえすれば、自動的に作品の原価率が低下

なコストメリットを生み出す仕組みを作り出すことが鍵となる。 

厳密な議論を導出することは難しい。しかしな

が

画メンバーの選定も

戦

際、注意すべき点は、単に安い人件費を

することを意味するわけではないことである。アンケート調査や個別企業ケースにおける回

答者の認識でも確認されたように、「安かろう悪かろう」という粗雑品であれば、かえってそ

のリテイクに手間取ってしまい、トータルで考えると安い人件費を活用したことの効果が半

減してしまうことがある。したがって、現地法人を設立・活用する場合には、その作品のク

オリティーをどのようにしてコントロールし、リテイクにかかる時間や費用を削減して、ト

ータル

以上から、9 つの要因を大きく分けた場合の企業戦略や戦術に関する分類において、重要
な点は、①利益を計上するための戦略や戦術は多数あること、②どのような事業にどのよう

な方法・体制で取り組むのかの企業の戦略を策定すること、③策定した戦略を遂行する方法

（戦術）を工夫すること、である。企業体としての組織戦略の重要性が理解されよう。また、

留意すべき点は、9 つの要因が、既存研究で確認される連鎖的な負の業界構造を断ち切って
いることである。 
 
２．分析の枠組みから導かれる知見 

 本調査研究において、個別企業ケースの分析の枠組みは、アンケート調査項目に採用した

「業務分担別」をもとに、「企画・製作会社」「元請制作会社」「下請制作会社」「ポストプロ」

の 4つを採用している。そして、前章では該当する業務分担を分類軸として個別企業ケース
を確認している。個別企業ケースの業務分担の分類に関しても、アンケート調査と同様、回

答者の認知尺度に基づく分類である。そのため、それぞれの業務分担の当事者がどのような

共通の課題を抱えているのかに関してまでの

ら、その一方で、大まかな傾向が確認されている。 
一点目は、企画・製作会社と元請制作会社において、資金調達方法を工夫している傾向が

高いことである。これらの企業は、制作費全額を受け取るまでの支払いサイトや出資・投資

した資金を回収するまでの期間が下請制作会社と比べると長い傾向にある。個別企業ケース

においても、製作委員会への出資の比率を吟味したり、製作委員会の参

略的に行ったり、グループファイナンスを活用したり、企業財務の専門家を登用して財務

体質を強化したり、というさまざまな工夫が確認された。資金調達方法を工夫することによ

り、利益の上がる体質を強化していることが伺える。 
二点目は、個別企業ケースの企画・製作会社と元請制作会社において、「オリジナル作品の

展開・著作権の獲得」を注力している企業の比率が極めて高い点である。オリジナル作品や

著作権などの各種権利に対する取り組み姿勢が強いことが確認される。ただし、注意すべき

点は、これらの全ての企業は、ただ闇雲にオリジナル作品を展開させたり、著作権を獲得す

るために無謀な投資をしているわけではない点に注意を要する。企業のマネジメントを的確
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に行ったり、資金調達方法を工夫したり、他の業務展開との兼ね合わせを考慮するなどして

作品の権利を確保しているのである。 
三点目は、個別企業ケースの企画・製作会社と元請制作会社において、特定企業との関係

を構築している企業の比率が高い点である。「特定企業との関係」の範疇には、グループ企業

の傘下に入ることや、企業経営に深く関係する企業との関係、製作委員会メンバーとの関係、

作品製作や制作、作品流通に深く関係する企業間との関係などが挙げられる。作品の企画・

製作から流通までの幅広い事業領域において、一社が手がけることのできる業務は必然的に

限られてくる。その際、自社の専門領域以外において、どのような主体とどの程度のパート

ナー関係を維持していくのかという決定が、企業の事業展開を考える上で極めて重要である

と認識されている結果であると推測される。個別企業ケースにおいても特定企業との関係を

戦略的に構築している言明が確認されている。「有力企業を作品の出資者・利用窓口担当とし

て製作メンバーに巻き込むためにも、作品への過度の出資を抑えている」という基本方針で

あ

ングアニメを利益率の高い産業であるとの

認

傾向が高かった。タイムスケジュール管理

を

る。ただし、前節でも指摘されたように、特定企業との関係構築の前提には、お互いの馴

れ合いや依存関係を意味しているのではないということである。それぞれの主体が、市場競

争力を保有しているからこそ成立し得る関係なのである。 
四点目は、元請制作会社と下請制作会社が、制作業務で培ったアニメ技術を元に、利益率

の高い事業に参入する傾向が高いことである。アンケート調査では、ゲームソフト制作やキ

ャラクター制作、パチンコ・パチスロのオープニ

識の元、他業種に業種展開している傾向が確認されている。また、インタビュー調査でも

確認されたように、劇場版作品の制作に関与することで収益を上げているとの回答も複数寄

せられている。利益率の高い事業に参入する理由として、元請制作会社は、制作費全額を受

け取るまでの支払いサイトや出資・投資した資金を回収するまでの期間が長いため、事業の

リスクヘッジの手段として展開していると理解されよう。また、下請制作会社にとっては、

作品の制作に関与することによる長期的な利益の幅が少ない傾向にあるために、収益の源泉

として展開していると理解されよう。 
五点目は、個別企業ケースにおいて、タイムスケジュール管理を徹底させることを競争優

位としている下請制作会社が確認されている点である。アンケート調査においては、全体的

な傾向として、企画・製作会社は、タイムスケジュールよりも作品のクオリティーを重視す

る傾向があった。その一方で、元請制作会社は、国内外の外注先の活用、満足の行かない作

品に対する妥協、クオリティーの低下という措置など、あらゆる方法を採って、なんとかし

て納期期日に間に合わせるという選択行動をとる

徹底させるという戦略は、このような一般的な元請制作会社の強いニーズが根底にあると

考えられる。その結果、タイムスケジュール管理を徹底させる戦略をとる下請制作会社が、

元請制作会社の信頼を得て、収益を上げることを可能にしていると考えられる。 
六点目は、どの業務分担においても、個別企業ケースで共通の成功要因には、「経営と制作

現場の分離」「人材育成」という事業体制の整備に関するものと、「オリジナル作品の展開・
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著作権の獲得」「作品のクオリティー」という事業戦略に関するものが挙げられている。これ

ら

業ケースにおいて

も

クロレベルでの議論と、企業の自立性というミクロレベルでの議論とい

二極の視点で考えるために、逆説的ではあるが、9 つの成功要因を基軸とし、これらの要
る。このことから、産業レベルと個別レベル双方に対

という。このような企業に対しては、

「

の点から、成功要因の鍵として、企業の事業体制とビジネス展開の両方に目を向けて企業

活動を行っていることが推測される。特に、利益を計上している企業に、制作に関する人の

登用・育成に関して注意を払っているケースが多いことは注視すべき事実である。アニメ業

界において、人材の流動性が高く、離職率の高さや、人材育成の機会が減少していることが

指摘されて久しい。しかし、業績を残している企業において、人材という課題に真摯に取り

組んでいることを窺い知ることができる。 
本調査研究を通して、以上のような知見が得られたものの、一点、残された課題がある。

それは、業務分担の「ポストプロ」に該当する企業が少ないため、個別企

有意な分析が難しいことである。この点に関する分析は、今後の課題としたい。 
 
３．行政支援に関する留意点 

 今回の調査研究では、調査サンプルや時間的制約から生じたいくつかの課題は残るものの、

本節では、企業が直面する課題という観点から業界を振り返ることにする。その際、業界全

体の活性化というマ

う

因が達成できない理由を帰納的に考え

する行政による企業への支援の余地を検討することにする。これにより、企業が直面する現

状から帰納的に行政支援の必要性の程度を考え、そして、今後の支援の方向性を探る手立て

とされたい。 
（１）「経営と制作現場の分離」に対して 
 既存研究やアンケート調査、インタビュー調査から指摘された事実の一つに、経営者が企

業を管理運営する経営者ではなく、アニメータとしての企業行動を選択するために、事業活

動のコストパフォーマンスが低下してしまうことも多い

企業経営者」の役割を果たす人物作りが課題となる。ただし、その際、留意すべき点は、

企業経営の専門家を外部から調達すればそれで事が足りるのではないことである。上述した

ように、当該企業の制作現場の論理を理解した人物がマネジメントを行う必要がある。この

点に留意した経営者作りが求められる。その際、当機構の窓口相談や経営相談・専門家派遣

などの支援制度を活用してもらえるよう、当機構においても体制を整える必要があるだろう。

（企業の自立を促進するための支援） 
 
（２）「資金調達」に対して 
 資金調達に苦労するケースは、オリジナル作品や著作権を保有するために資金が必要にな

る場合や、特に企画・製作企業や元請制作企業が制作費を受け取る前に費用負担が発生する

場合に多く確認された。前者に関しては、次項で言及する。 
 企画・制作企業や元請制作企業のキャッシュフローに関しては、2 つの対策が望まれる。
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一つは、個別企業ケースでも確認されたような公認会計士や税理士事務所などの専門家を活

用する方法が有力であることである。そのため、当該企業が公認会計士や税理士事務所を活

用

業の経営を圧迫するケースが少

な

作りこむ必要はない。市場のニーズや作品の可能性

を

実績の積

み

しやすい情報を整理し、提供することが肝要となる。企業の資金計画が明確になることに

よって、企業のキャッシュフローがより明確化され、当該企業が金融機関からの融資等を受

けられやすい環境作りに役立つと考えられるためである。（企業の自立を促進するための支

援） 
もう一つは、業界全体のキャッシュフローの状況や計画が資金調達先に理解してもらえる

ような資金面での業界構造が明示化されることである。このような情報の整備が望まれる。

（産業を活性化するための支援） 
 
 （３）「オリジナル作品の展開・著作権の獲得」に対して 
オリジナル作品や著作権を保有する際に発生する資金調達の課題に関しては、マーケティ

ング活動もしないうちから、借り入れやファンドなどの手段に依存するのは好ましくないケ

ースがあることも少なくない。なぜなら、アンケート調査分析からも確認されたように、オ

リジナル作品や著作権を保有するために負担する費用が、企

くないためである。作品制作の事業化リスクは高い。リクープまでに時間を要することや、

エンドユーザーにどの程度受け入れられ、作品がどの程度ヒットするのかが事前に想定しに

くいためである。したがって、そのリスクをできるだけ低減するために、権利を保有するた

めの企業行動を採る際には、いくつかのステップを踏む必要があるように思われる。事業化

リスクをいかに抑え、具現化させるか、その方法は深く検討する必要があるだろう。例えば、

企画をすぐ具現化するのではなく、内部留保を貯め、その資金を元手に作品のパイロット版・

サンプル版を制作して営業活動を行うなど、既存市場や販路開拓で発見された有望な未開拓

市場で受け入れられるかどうかの可能性を探索するのである。モノづくりにおいても、新事

業に展開する際、しばしば、市場化可能性調査「フィージビリティースタディ（feasibility 
study）」を行う。全てを初めから完璧に
探索的に、柔軟に展開することが、市場で受け入れられる作品作りに必要となってくるの

ではないだろうか。そのための手段として見本市への出展は、有効な機会となるのではない

だろうか。なぜなら、来場者の反応を直で接することができるためである。当機構において

も「東京コンテンツマーケット」という見本市を開催している。この見本市において、ビジ

ネスマッチングという役割以外にも、出展者のコンテンツの市場化可能性を確認する「場」

という役割を付加することも有効であるだろう。その点から、一般（エンドユーザー）の来

場者も念頭に置いた開催形態にするなどの工夫が求められるだろう。このような、いくつか

のステップを踏んだ上で、当機構が出資事業の一つとして手がける「がんばれ！中小企業フ

ァンド」等の支援策の活用が望まれる。一方、当機構においても、このような支援

重ねに基づき、ファンド事業が成功する要因、成功を妨げてしまう要因等を分析し、直面

する課題や問題点を共有し、ファンド事業のより一層の充実が望まれる。（企業の自立を促進
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するための支援） 
また、海外で開催される国際映画祭などへの作品出展の支援を行うことも支援策としては

有効である。それは、作品や制作スタッフの海外での知名度が上がるだけではなく、海外へ

の販路開拓に結びつくことがあるためである。国際映画祭に出展する際には、いくつかの条

件をクリアしなければならない。例えば、作品の上演時間や特定外国語の字幕作成などが挙

げられる。制作費を捻出するのでさえ苦労する制作会社が、翻訳を行い、字幕をつける費用

までをも捻出することは簡単ではない。したがって、支援のあり方としては、例えば、国際

映

（４）「作品のクオリティー」に対して 
通媒体の多様化によって、作品の表現方法も多様化している。

も確認されている。一般的に、下請制作企業は利益の幅が少なく、また元請

制 いる状況下で、単体企業がこのような取り組み

（５）「タイムスケジュール管理の徹底」に対して 
制作を行うと、タイムスケジュールの問題が発生する。タイ

ころが大きいと考えられるも

画祭に作品を出展する企業に対して、諸費用のある一定比率を補助することなどが考えら

れる。（産業を活性化するための支援） 
 
 

 近年、IT技術の進化や作品流
さらに、既存概念を打ち破る表現方法や表現を工夫した作品も次々と現れてきている。この

ような新たな表現方法の誕生は、転用可能性や新たな業界を生む潜在可能性を持っている。

しかしながら、未開拓の表現方法や市場の事業化リスクは極めて高い。同業界に一大革命を

起こし、現在では一般的となっているデジタル化や 3DCGの技術に関しても、導入初期にお
いては、先達の負った事業化リスクと取り組みコストは極めて高かった。インタビュー調査

においても、元請制作企業の協力を仰ぎながら多額の出費をしてデジタル化に取り組んだ下

請制作企業のケースや、膨大な設備投資を必要とする 3DCG技術の事業を黒字化するのが難
しかったケース

作企業では資金繰りに困窮するといわれて

を内部留保で行うことは簡単ではない。そのような企業に対する技術革新の取り組み意欲を

促すためにも助成事業や、投資に対する減税措置を設けるなどの検討も望まれる。なぜなら、

このような新たな事業や業界の技術革新に対する取り組みを積極的に行う企業に対する支援

は、新たな技術開発やイノベーション、産業創出につながる可能性も持ち合わせていると考

えられるためである。ただし、その選定基準に関しては、一点注意を要する。それは、技術

の側面からの評価基準だけでなく、芸術性の側面からの評価基準も採用すべきであるという

点である。作品の多展開の可能性を考えた場合、芸術性の側面からの評価が他業界への技術

の転用に結びつきやすいためである。（産業を活性化するための支援） 
 
 

テレビ放送を前提にした作品

ムスケジュールの問題からある程度開放されると考えられる方策として、①アニメ技術を他

業界や他の用途に転用する可能性を探ること、②新たな表現技術、表現媒体に取り組むこと

などが挙げられる。前者は、当該企業独自の企業努力によると

のの、後者は、前項で指摘したような助成事業により、新たな事業化に取り組むインセンテ
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ィブを促すことが期待される。（産業を活性化するための支援） 
 
（６）「人材登用・人材育成」に対して 
海外現地法人の設立による動画工程の海外流出や制作スタッフの定着率の低さに伴って、

業界内における人材不足、人材育成機会の欠如という課題が一般的に認識されている。それ

ゆえ、個別企業ケースの多くは、人材に対する危機感を持ち、スタッフの育成や登用に関し

て

みが始まっている。それは、日本動画協会が開催する「ア

メーター養成プロジェクト」（経済産業省の支援事業）である。このような公的な取り組み

なく、シナリオライター（脚本

家

注力している。しかしながら、業界全般において、慢性的な人材不足の課題が解決されて

いるわけではないこともまた事実である。そのため、業界内の人材不足に歯止めをかけよう

と、2006年 10月より新たな取り組
ニ

も行われてきている。また、人材育成は、アニメータだけで

）の育成も求められてきている。日本のアニメ業界の特徴に、原作に依存したアニメ作品

が多いことが挙げられる。このような背景は、アニメーションのシナリオライターが育ちに

くいという環境を作ってきた。しかしながら、海外との共同制作などの際には、このような

制作システムが国際障壁になりつつあるという実情がある。海外との共同制作のケースも増

えてきており、今後も増えていくと考えられる。その際の障壁を作らないためには、シナリ

オライターの育成も望まれるのである。（産業を活性化するための支援） 
 人材不足の話は、同業界に限ったことではない。モノづくりにおいても後継者不足や中小

企業の製造現場における人材不足は指摘されている。優秀な人材が集まる要素として考えら

れるのは、雇用条件や業界の魅力度、ビジネスの将来性、業界の成長可能性などが挙げられ

る。これらの要素が整うことによって、人材の流入が期待されるのではないだろうか。その

点からも、「制作現場の暗いイメージ」を断ち切ることも求められるであろう。（産業を活性

化するための支援） 
 また、アニメータの中には、テレビアニメの制作ばかりではなく、アニメ技術を転用した

事業に興味を持つ場合もある。その点からも、業界横断的な取り組みを促す方策も有効であ

ると考えられる。このような観点から、新たな事業や業界の技術革新に対する取り組みを積

極的に行う企業に対する助成支援は、新たな技術開発やイノベーション、産業創出につなが

る可能性だけでなく、人材を呼び込む機能も期待されるであろう。（産業を活性化するための

支援） 
 
 （７）「特定企業との関係構築」に対して 
 特定企業との関係を構築するためには、実績と時間、信頼関係など、さまざまな条件が必

要とされ、一朝一夕にして成立するものではない。したがって、同業界において「人の紹介」

が重要視される場合が多い。この点から、制作会社間をつなぐ鍵となる人物が求められてい

るといえよう。すなわち業界内のコーディネータの役割を担う人物である。市場競争にさら

されていることを自覚し、事業に取り組んでいる企業間の連携ニーズは高いと考えられる。
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独立行政法人科学技術振興機構では「地域研究開発促進拠点支援事業（RSP）」の一貫で、
地

れる。（産業を活性化するための支援） 

して 

ーの強化が求めらえ

。（企業の自立を促進するための支援） 
するウインドウ（窓口）という面から

の

域の科学技術活動の活性化を図るために科学技術コーディネータを配置している。このコ

ーディネータは、「大学等の機関及び研究者の要請を受け、大学等の研究成果の調査と情報の

整理、企業ニーズの調査と情報の整理、大学等の研究成果の実用化の可能性評価、企業ニー

ズを踏まえた研究成果育成計画の作成と育成試験の実施、技術移転関連の諸事業への橋渡し、

他地域との交流、業務連携、その他、機構と都道府県・連携拠点機関・研究者・企業との連

携調整等の業務を行っている」（http://www.jst.go.jp/chiiki/ikusei/index.html）。同事業は、
平成 17 年度を以って終了したものの、このような方策のアイディアを元に、コーディネー
タを起用することも有効であると考えら

 
 （８）「利益率の高い事業への参入」に対

当該企業独自の企業努力によるところが大きいと考えられる項目の一つである。しかしな

がら、①既にある情報の提供、②ビジネスシーズを探索する機会の提供、が考えられる。前

者は、アニメ技術を転用した事例や他業界からアニメ業界に参入した事例など、過去の事例

に学ぶ素材を提供することが有効であると考えられる。後者は、業界横断的な情報提供によ

って、潜在的な「機会の提供」を行うことができると考えられる。 
 
 （９）「現地法人の設立」に対して 
 現地法人の設立に当たっては、2つの側面から考えなければならない。一つ目の側面は、
制作する面からの現地法人の設立である。海外現地法人の設立に関しては、単に安い人件費

を活用すれさえすれば、自動的に作品の原価率が低下することを意味するわけではないこと

を念頭において計画を進める必要がある。また、進出する国の習慣や風土、雇用方法など、

考慮しなければならない事項は多い。海外現地法人の設立に関しては、当機構においても「国

際化支援アドバイス」の支援を行っている。同支援事業は、「海外投資や国際取引などの海外

ビジネスに悩みを持つ中小企業の皆様に対し、豊富な実務知識・経験・ノウハウを持つ海外

ビジネスの「エキスパート」がアドバイスをする公的サービス」である。この窓口を活用す

ることによって、円滑な事務所の立ち上げに寄与されると思われる。既に、アニメ制作会社

の支援実績もあり、今後も同業界の海外展開のノウハウが蓄積されていくと思われる。また、

当機構としてもコンテンツ業界の事情や制作事情に精通したアドバイザ

る

 二つ目の側面は、販路開拓、すなわち、作品を展開

現地法人の設立である。日本のアニメの海外人気が高いといっても、海外に展開して成功

を収めている企業は限られているのが現状である。既存研究でも指摘されたように、販売窓

口が限られている状況下では、国内市場のみをターゲットにしたのだけでは、自社における

作品展開に限界がある。そのための現地法人の設立とその企業行動をバックアップするため

の支援が求められる。また、この現地法人は、販売窓口としての役割だけではなく、もう一

－213－ 



 

つ重要な役割を持っている。それは、海外作品の潜在的な市場ニーズの掘り起しである。海

にも優良な作品が多い。この優良な作品を購入し、国内市場で展開することの潜在的ビジ

ネ の戦略を展開するために現地法人を設立するので

あ

【

外

スチャンスも存在すると考えられる。こ

る。このような企業行動を念頭においた現地法人設立の支援が求められるであろう。（企業

の自立を促進するための支援・産業活性化のための支援） 
 
 
参 考】本報告書で紹介した当機構の支援策 

１．経営相談・支援事業（http://www.smrj.go.jp/kanto/manage/index.html） 

  起業を予定している方や創業間もない企業、経営革新・第二創業・新事業開拓を目指す

中小企業・ベンチャー企業、株式公開を計画する中小企業・ベンチャー企業、様々な経営

課題の解決に取り組む中小企業・ベンチャー企業の皆様からの相談、問い合わせに対し、

様々な支援ツールを用意しております。 

  全国９支部の「中小企業・ベンチャー総合支援センター」では、経験豊富なアドバイザ

ーを配置しご相談に応じております。 

 （１）経営相談（無料） 

   ①窓口相談～常設・面談型～ 

全国９支部の「相談窓口」でアドバイザーが常駐し、経営・技術に関する相談に対

し、フェイス・トゥ・フェイスでアドバイスを行います。  

②出張相談～臨時・面談型～ 

全国９支部が常設している相談窓口に加え、年間を通じて各地で開催されるイベン

ト合わせて「相談コーナー」を設け、来場者の皆様の相談に応じる臨時の相談窓口

です。  

 ③電子相談～ネット型～ 

  パソコンからインターネット経由で、電子相談Ｗｅｂサイトにアクセスすることに

より、気軽に相談できる 24時間受付可能な相談窓口です。 

 ④なんでも相談ホットライン～電話相談型～（通話料は発信者のご負担となります） 

  電話で気軽に経営相談や施策情報の問いあわせにお答えする電話相談窓口です。 

（２）専門家派遣事業（有料） 

  全国９支部の「中小企業・ベンチャー総合支援センター」では、中小企業・ベンチ

るため、経験豊かな専門家を派遣し、活路を切ャー企業が直面する経営課題を解決す

り開くお手伝いをいたします。専門家の中から、企業の抱える課題や発展段階の応じ

て適材の専門家をタイムリーに派遣して、経営課題の解決を支援し、企業の成長・発

展をサポートします。 

そのほか、「販路の開拓の支援」、「中小企業総合展等のイベントの開催」、「各種セミナー

の開催」、「新連携の支援」、「人材育成のための研修（中小企業大学校の運営）」、「インキ
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ュベーション施設の提供」、「産業用地の提供」、「小規模企業経営者の退職金共済制度（小

規模企業共済制度）」「連鎖倒産防止のための経営セーフティ共済制度（中小企業倒産防

止共済制度）」など多彩な支援策を設けております。 

 

２．「がんばれ！中小企業ファンド」出資事業 

（http://www.smrj.go.jp/venture/fund/ganbare/000440.html） 

目利き能力や販売ネットワークを有する民間パートナーとともに投資ファンドを組成し、

中小企業の経営実態に即した多様な資金供給と踏み込んだ経営支援により、中小企業の新

事業展開・第ニ創業へのチャレンジを積極的に支援します。 

 ①ファンド組成 

投資ファンド（投資事業有限責任組合）を

・各種手法（プロジェクトファイナンス型の投融資、株式取得等）による資金提供 

ング・販路開拓支援及び中小機構各支部支援センター

商社やメーカー等の民間パートナーとともに

組成。中小機構は有限責任組合員としてファンド総額の１／２以内を出資 

②投資対象 

優れたアイデアや技術、ノウハウをもって新商品の開発、新事業の開拓等の新事業展開

にチャレンジする中小企業（株式公開を目指さない中小企業も対象） 

③支援方法 

・民間パートナーによるマーケティ

の各種支援により、事業化までの一貫したサポートを実施 
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３．中小企業国際化支援アドバイス 

（http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/advice/index.html） 

 （１）中小企業国際化支援アドバイス制度（無料） 
    1981 年（昭和 56 年）から実施しており、海外投資や国際取引などの海外ビジネス

に悩みを持つ中小企業の皆様に対し、豊富な実務知識・経験・ノウハウを持つ海外ビ

ジネスの「エキスパート」がアドバイスをする公的サービスです。 
   このサービスの特徴は、お客様の個別具体的なご相談に対し、国別担当の経営支援専

専門性の高いスキルを持つ「登録アドバイザ

イスをご

 

いている企業を対象に、海外での事業化可能性

サービスです。割安な価格（一部企業費用負担あ

イザーを派遣しております。 

で

である企業の責任でご活用いただきます。  
・

・

・特定の取引先の紹介はいたしません。 
 
４．東

 
門員（常設）が、内容に応じて各分野で

ー（現在約 300 名）」と連携しながら、経営課題解決の観点に立ったアドバ
提供しているところにあります。さらに、このサービスは「無料」ですので、問題解

決するまで「何度でも」ご利用頂くことができます。 
（２）海外現地へのアドバイザー派遣サービス（有料） 

継続的にアドバイスをお受けいただ

調査（F/S調査）、操業前・操業後調査を実施するにあたって、アドバイザー同行によ
り、情報収集・調査をサポートする

ります）にて、アドバ

（３）留意事項 
本制度は中小企業の国際化に関する課題の解決や意思決定を側面から支援するもの

す。 
・アドバイスの内容は、当事者

契約の交渉や取引先、関係機関との交渉の仲立ちはいたしません。 
単なる調査の請負はいたしません。 

京コンテンツマーケット（http://www.smrj.go.j/kanto/seminar/index.html） 

メ、ゲーム、ＣＧ、映画、キャラクターなど、さまざまなジャ  アニ ンルのオリジナルコ

ン

ス

 ンテンツマーケット 2006 
  

  ＊

  ＊

   

   ム（コンテンツ業界の代表者によるディスカッション） 
 

 

テンツが結集する、日本のクリエイターの祭典です。その場で来場者と商談し、ビジネ

チャンスをつかむこともできます。 
【平成 18年度開催実績】東京コ
＊開催日時：2006年 10月 27日～28日 
開催場所：六本木ヒルズ森タワー「六本木アカデミーヒルズ４０」 
開催内容：①映像コンテンツの見本市 
     ②ＴＣＭアワード（優秀作品の発表・表彰） 
     ③シンポジウ
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考資料１】アンケート調査票 
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アニメ関連産業に関するアンケート調査 

中小企業基盤整備機構 
 経営支援情報センター 

ご記入に当たって≫ 

 

１． ご回答は、代表者等の貴社の経営全般を理解されている方

 

≪

にお願いいたします。 

２． ご回答いただ ません。 

３． ご回答内容は、全て統計的に処理をし、企業名や回答内容が公表されることはありません。 

４． ご多忙のところ恐縮ですが、ご記入いただきました調査票は、同封の返信用封筒（切手は不要）

にて、９月１５日（金）までに

いた結果については、本調査の目的以外に使用することはあり

ご投函をお願いいたします。 

５． ご回答に当たってのお問い合わせは、下記までお願いいたします。 

 【問い合わせ先】中小企業基盤整備機構 経営支援情報センター 斎藤・水野 

         ＴＥＬ：０３－５４７０－１５２１  ＦＡＸ：０３－５４７０－１５８６ 

６．ご回答いただきました方には、本調査の調査結果概要を、後日お送りさせていただきます。 
 

≪ご記入の際の留意点≫ 

 

１. 関連会社・子会社をお持ちの企業に関しましては、以下の設問は、連結ベースではなく企業の単

体ベースでお答え頂きますよう、よろしくお願い申し上げます。 

２．このアンケート調査におけるアニメ業務とは、「動作や形が少しずつ異なる多くの絵や人形を 1

コマずつ撮影し、映写した時に画像が連続して動いて見えるようにするもの。ビデオレコーダー

によるものやコンピューターグラフィックスを応用したものも含む(ＣＧ,ＣＧＩを含む、実写は

含まない）一切の業務」とさせていただきます。 

 

【Ⅰ．貴社の概要についてお伺いします】 

【問１】貴社の創業年と創業場所をご記入ください。 
１．創 業 年：         年（西暦でご記入ください。） 
２．創業場所：【       】都・道・府・県 【        】市・区・町・村 

【問２】貴社が創業した場所を選択した理由をお答えください。（該当するもの全てに○印）

 

１．アニメ業務に通じた主体がたくさん集まっているから 
２．作品の納入先がこの近くにあるから 
３．作品の外注先がこの近くにあるから 
４．打ち合わせをするのに便利だから 
５．作業の修正やトラブルが発生した際に便利だから  
６．以前の勤務地の近くだったから 
７．資金提供する主体が集まっており作品の資金調達が容易だから 
８．人材を確保しやすいから 
９．いろいろな刺激が受けられるから 
10．交通・公共の交通機関等のアクセスがよかったから 
11．近所に住んでいたから 
12．その他【具体的に：                               】 
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【問３】貴社の資本金についてお答えください。（１つだけ○印）

 

１． 個人経営  ２．300万円未満   ３．300万円～1,000万円未満 
４．1,000万円～5,000万円未満    ５．5,000万円～1億円未満 
６．1億円～10億円未満        ７．10億円以上 

【問４】貴社の従業員数（1年以上勤務する従業員で、契約形態は問わない）についてお答えくだ
さい。（１つだけ○印）

 

１． 1人         ２．2人～10人未満   ３．10人～50人未満 
４．50人～100人未満   ５．100人以上 

【問５】貴社が「手がけることが可能なアニメ業務パート」と、「引き受ける頻度が多いアニメ業

務パート」はどれですか。（それぞれ、該当するもの全てに○印）

 

手がけることが可能な業務パート 引き受ける頻度が多い業務パート 

１．企画・立案 １．企画・立案 
２．出資・融資 ２．出資・融資 
３．放送・通信・販布 ３．放送・通信・販布 

４．製作 ４．製作 

５．配給（広告・宣伝を含む） ５．配給（広告・宣伝を含む） 

６．原作管理 ６．原作管理 

７．制作全般 ７．制作全般 
８．脚本 ８．脚本 

９．監督（演出、絵コンテ含む） ９．監督（演出、絵コンテ含む） 

10．制作進行 10．制作進行 
11．デザイン（ｷｬﾗｸﾀｰ・ﾒｶなど） 11．デザイン（ｷｬﾗｸﾀｰ・ﾒｶなど） 
12．原画 12．原画 

13．動画 13．動画 

14．トレス 14．トレス 
15．彩色 15．彩色 
16．特殊効果 16．特殊効果 
17．美術 17．美術 

18．撮影 18．撮影 
19．編集 19．編集 
20．録音 20．録音 
21．その他 
 【               】

21．その他 
 【               】 

 

【問６】貴社のアニメ業務分担を分類すれば、どこに該当するとお考えですか。（１つだけ○印）

１．出資会社    ２．配給会社（広告・宣伝会社を含む）    ３．企画・製作会社 
４．元請制作会社  ５．下請制作会社    ６．ポストプロ 
７．その他【具体的に：                    】 
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【Ⅱ．貴社の事業内容についてお伺いします】 

【問７】貴社の ょうか。 
      

 ％ 
 

【問８】貴社ではオリジナル作品を、一作品でもお持ちですか。（１つだ

売上高に占めるアニメ業務の売上比率は、どの程度でし

け○印）

１．保有状況： 
１．持っている   ２．条件付で持っている   ３．持っていない 

 ２．「２．条件付で持っている」とお答えの場合、その条件を具体的にご記入ください。

 
 
 

 
【 持ちですか。 問９】貴社ではアニメ作品の著作権（映画の著作権）を、一作品でもお

 （１つだけ○印）

１．保有状況： 
１．持っている   ２．条件付で持っている   ３．持っていない 

２．「２．条件付で持っている」とお答えの場合、その条件を具体的にご記入ください。 

 
 

 
 
【問 10】現在、貴社のアニメのスキルを活かして携わる業務はありますか。 

（該当するもの全てに○印）

１．ゲームソフト制作  ２．カードゲーム制作  ３．PCホームページ制作 
４．ＰＣソフト制作   ５．キャラクター制作  ６．実写映画のCGパート 
７．出版業務      ８．版権管理      ９．パチスロのオープニングアニメ 

用コンテンツ 

 

10．ｶｰﾅﾋﾞのｱﾆﾒﾊﾟｰﾄ   11．携帯
12．その他（下記に具体的にご記入ください） 

 
 

 
 
【問 11】将来、貴社のアニメのスキルを活かして携わろうと計画している業務はありますか。（該

当するもの全てに○印）

１．ゲームソフト制作  ２．カードゲーム制作  ３．PCホームページ制作 
実写映画のCGパート 

理      ９．パチスロのオープニングアニメ 

記入ください） 

４．ＰＣソフト制作   ５．キャラクター制作  ６．

７．出版業務      ８．版権管

10．ｶｰﾅﾋﾞのｱﾆﾒﾊﾟｰﾄ   11．携帯用コンテンツ 
12．その他（下記に具体的にご
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【問 うにして確保していますか。 

（該当するもの全てに○印）

12】アニメ業務に必要な資金（キャッシュフロー）をどのよ

１．スポンサーや製作委員会に出資してくれそうな企業に営業をかける 
 協賛企業を募る ２．

５． グループファイナンス(注)で資金調達することが可能である 

７．

８．そ      】 
(注 スとは、グループ会社内で資 利な資金運用が、資金需要

有利な資金調達ができるよ パニーが運営主体となり、グルー

プ内で資金を相互活用する仕組みのこととします。 

 

【問 13】 高（アニメ業務以外の売上高も 100とした場合の、ここ15年間の売

３． 上場しているため、市場を通じた資金調達が可能である 
４． 内部留保資金でまかなえている 

６．銀行等金融機関からの融資を受けている 
支払いを待ってもらっている  
の他【具体的に：                        

)グループファイナン 金的余裕のある会社には有

のある会社にとっては うにファイナスカン

今期の売上 含む）を

上高増減の変化とその理由（背景）をお答

１． ： 1990年頃   1995年 年頃    現在 
    】 【     】  １００ 

 
２．考え  

 
 
 
 
 
 
 
 

えください。 

売上高の変化 頃   2000

        【  】   【  

られる理由：

 

【問14】 高（アニメ業務以外の売上高も含 100とした場合の、ここ15年間の収今期の売上 む）を

支（利益状況）をお答えください。（それ け○印）ぞれ１つだ

【199 1.大幅黒字 2.黒字 3.なんとか ントン 5.赤字 6.大幅赤字 
【199 1.大幅黒字 2.黒字 3.なんとか ントン 5.赤字 6.大幅赤字 
【200 大幅黒字 2.黒字 3.なんとか トン 5.赤字 6.大幅赤字 
【 現

 

0年頃】 黒字 4.ト
5年頃】 黒字 4.ト
0年頃】 1. 黒字 4.トン
在 】  1.大幅黒字 2.黒字 3.なんとか黒字 4.トントン 5.赤字 6.大幅赤字 

【問15】アニメ業務を受注する立場にある企業の方にお伺いします。 

１．頻繁に業務を受注する企業名上位3社と、売上高に占める比率は、どのようですか。         

比率【     ％】 
率【     ％】 

【1位】企業名：              、売上高に占める比率【     ％】 
【２位】企業名：              、売上高に占める

【３位】企業名：              、売上高に占める比
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２．受注した際、制作費をどのようにして受け取ることが多いですか。（１つだけ○印）

１．事前に現金で  ２．分割して現金で  ３．納入後現金で  ４．手形で 
    】 

 

【問16】アニメ業務を外注する立場にある企業の方

５．その他【具体的に：                         

 

にお伺いします。 

ださい。 

（ は、下記選択肢から、該当するもの全ての番号を記入してください。）

１．頻繁に業務を依頼する外注先（頻度が多い順に3社）と依頼理由をお答えく

依頼理由に関して  

【1      】 
 

【３位】企業名：             、依頼理由【             】 
 ≪依頼理由選択肢≫ 

１．作品の質が良い      ２．どんな要求にも柔軟に対応してくれる 
３．納期を守ってくれる    ４．仕事が速い 

合いがある  ８．仕事がスムーズに進む 
えたことがない 

 

２

位】企業名：             、依頼理由【        

【２位】企業名：             、依頼理由【             】

５．作業単価が安い      ６．会社の近くにある 
７．昔からの付き

９．あまり考

．発注した際には、制作費をどのように支払うことが多いですか。（１つだけ○印）

１．事前に現金で  ２．分割して現金で  ３．納入後現金で  ４．手形で 
５．その他【具体的に：                             】 

 
問17】アニメ業務はスケジュールどおりに進むことが多いですか。（１つだけ○印）【

１．スケジュール管理は遅延のないよう徹底している  
２． む 

 
【問 の原因と、どのように対処していますか。 
１．スケジュール遅延の原因（該当するもの全てに○印）

大体スケジュールどおりに進

３．たまにスケジュールに遅れることがある程度 
４．スケジュールが遅れることはしばしばある 
５．スケジュールに遅れることがあたりまえのことのようになっている 

18】スケジュールどおりに進まなかった場合、そ

１． 制作のための資金調達（スポンサー探しなど）に時間が取られるため 
 スポンサーをはじめとする関係者からストーリー展開のOKがなかなかでないため 
 企画・立案・シナリオの段階から作業が遅れているため 

４． 制作進行役のタイムマネジメントができていないため 

い作品に仕上げたければ、遅延が起きるのも当然であるため 

   】 
 

２ に○印）

２．

３．

５． もともとタイトなタイムスケジュールに基づいて計画されているため 
６． 納得のいくｸｵﾘﾃｨｰの高

７． どこの工程で遅れたのか判断はできない 
８． その他【具体的に：                         

．スケジュール遅延への対処法（該当するもの全て

１． スケジュール遅延に備え、対応してくれる外注先を確保している 
２． 引き受け手（外注先）の作業単価を上げるなどして、スケジュール遅延を解消する 
３． 海外外注先を使って対処する 
４． 十分に満足行かない状態でも、ある程度のクオリティーが確保できていれば納入する 
５． 作品のクオリティーを下げる（作画枚数でカットできるところはカットするなど） 
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６． 作品の公開・放送時期を遅くする 
７． 対処しようがない 
８． その他【具体的に：                            】 

【問19】 制作会社に流れている状況にどのような印象をお持ちでし

 

 

動画や原画工程の一部が海外の

ょうか。（１つだけ○印）

１．肯定的な印象   ２．どちらでもない   ３．否定的な印象 
 
【問 に流れている状況が貴社に与えた影響をお答えく20】動画や原画工程の一部が海外の制作会社

ださい。（該当するもの全てに○印）  

１．社内に余裕ができ、新たな取り組みが可能になった 

５．仕事

６．

７．納期が短くなった 

９             】 
 

【問21】 印象をお持

ちでしょうか。（１つだけ○印）

２．省力化できた 
３．コスト削減が達成できた  
４．ほとんど影響はない 

の量が少なくなった 
仕事量が多くなった 

８．修正も含めこれまでより作業が面倒になった 
．その他【具体的に：                

デジタル化（通信手段の利便性の向上や作画ソフトの普及など）にどのような

１．肯定的な印象   ２．どちらでもない   ３．否定的な印象 
 
【問2 デジタル化（通信手段の利便性の向上や作画ソフトの普及など）が貴社に与えた影響をお

答えください。（該当するもの全てに○印）

2】

  

 社内に余裕ができ、新たな取り組みが可能になった 
 省力化できた 
 コスト削減が達成できた 
 表現の手段が増えた（表現の範囲が広がった） 
 ほとんど影響はない 

６． 仕事の量が少なくなった 

８

．  
 

Ⅲ．貴社が直面している経営課題・今後の展開についてお伺いします】

ください。 

 

１．

２．

３．

４．

５．

７． 仕事量が多くなった 
． 納期が短くなった 
９． まだデジタル化に取り組んでいない 
10．当社の作業工程にはデジタル化は必要がない 
11 その他【具体的に：                            】

【  
【問23】貴社が直面している主要な経営課題と、その対処法をお聞かせ

１．経営課題：  
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２．対処方法（工夫していること）： 
 
 
 
 
 
 
 

 
【問24】

 
 
 

 

貴社の今後の経営方針や展望をお聞かせください。 

 
 
 

 
 
 

 
【Ⅳ．皆

【問 口相談や、見本市と

して「東京コンテンツマーケット」、資金調達スキームとしてファンド出資事業に取り組

だけ○印）

様のご意見・ご要望をお伺いします】 
25】独立行政法人 中小企業基盤整備機構では、中小企業経営のための窓

んでおります。 

１．このような当機構の支援を、ご存知でしょうか。（１つ

１

 
２． １つだけ○印）

．知っている   ２．聞いたことがある程度   ３．知らない 

このような当機構の支援に、ご興味はありますでしょうか。（

１

 

【問26】

に対するご意見・ご要望、業界に対するご

 

 
 
 
 
 

．興味がある   ２．興味はない 

その他、自由にご意見をお聞かせください。 

（政策に対するご意見・ご要望、この調査研究

意見・ご要望など、自由にお書きください。） 
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【

（本調査の調査結果概要を、後日お送りさせていただきます。） 
 

貴 社 名 

 

 

Ⅴ．貴社の企業名等をお伺いします】 

 

所 在

 

 地  

〒 

 

 

代 表 者 名  

 

 

ご記

 

部署・役職名

 

 入者名  

 

ご記

Eメー

入者の  

ルアドレス  

 

電 話 番 号  ＦＡＸ番号  

    

   

（注）個人

①ご のプライバシーポリ

シーに則り、適切な管理を行います。 

合を

③当 、下記URLをご参照ください。 

（ht .jp/kikou/appd/index.html） 

 

 

～ご多忙の中、アンケートにご協力いただきまして、誠に有難うございました～ 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

情報のお取扱いについて 

記入いただきました個人情報は、独立行政法人 中小企業基盤整備機構

②ご記入いただきました個人情報は、ご本人の同意があった場合、その他特別の理由のある場

除き、第三者に提供いたしません。 

機構の個人情報保護の取り組みについての詳細については

tp：//www.smrj.go
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単純集計結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【参考資料２】アンケート調査
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問1-1 創業年 

 
 

1-2 創業場所（都道府県） 

   13  14 

 
 

 
 
 
 
 
問

 1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12 

  全体 東京都 神奈川県北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 

 合計 126 0 0 0 1 0 0 2 2 0 0 1 1 101 3

  100.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.0 0.0 1.6 1.6 0.0 0.0 0.8 0.8 80.2 2.4

         

   15  16  17  18  19  20  21  22  23  24  25  26  27  28 

  全体 新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 

 合計 126 0 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0 1 6 0

  100.0 0.0 0.8 1.6 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 4.8 0.0

         

   29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 

  全体 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県 

 合計 126 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 3 0 0

  100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.4 0.0 0.0

         

   43 44 45 46 47     

  全体 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 無回答    

 合計 126 0 0 0 0 0 0    

  100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0    

 
問1-2 創業場所（地域別） 

  1  2  3    

  全体 東京都 東京都を

除く首都

圏（神奈

川県・千

葉県・埼

玉県） 

その他の

地域 

無回答 

 合計 126 101 5 20 0 

  100.0 80.2 4.0 15.9 0.0 

   1  2  3  4  5  6  

  全体 ～1962年 1963～

1973年 

1974～

1990年 

1991～

2000年 

2001年～ 無回答 平均 

 合計 126 2 15 48 38 20 3 1987.8年

  100.0 1.6 11.9 38.1 30.2 15.9 2.4
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2 創業した場所を選択した理由（複数回答） 

  1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  

 
 
 
 
 
問

 

  全体 アニメ業

務に通じ

た主体が

たくさん

集まって

いるから 

作品の納

入先がこ

の近くに

あるから

作品の外

注先がこ

の近くに

あるから 

打ち合わ

せをする

のに便利

だから 

作業の修

正やトラ

ブルが発

生した際

に便利だ

から  

以前の勤

務地の近

くだった

から 

資金提供

する主体

が集まっ

ており作

品の資金

調達が容

易だから

人材を確

保しやす

いから 

いろいろ

な刺激が

受けられ

るから 

交通・公

共の交通

機関等の

アクセス

がよかっ

たから 

近所に住

んでいた

から 

その他 無回答 累計 (n)

〃  (%)

 合計 125 34 30 12 20 7 23 2 17 6 39 28 39 1 257

  100.0 27.2 24.0 9.6 16.0 5.6 18.4 1.6 13.6 4.8 31.2 22.4 31.2 205.6

 

問 3 資本金 

  1  2  3  4  5  6  7   

  全体 個人経営 300万円

未満 

300万円

～1,000万

円未満 

1,000万円

～5,000万

円未満 

5,000万円

～1億円

未満 

1億円～

10億円未

満 

10億円以

上 

無回答 

 合計 126 12 8 51 40 3 10 2 0

  100.0 9.5 6.3 40.5 31.7 2.4 7.9 1.6 0.0

 
問4 従業員数（1年以上勤務する従業員で、契約形態は問わない） 

  1  2  3  4  5   

  全体 1人 2人～10

人未満 

10人～50

人未満 

50人～

100人未

満 

100人以

上 

無回答 

 合計 126 7 47 54 6 11 1

  100.0 5.6 37.3 42.9 4.8 8.7 0.8

 
問5 手がけることが可能な業務パート（複数回答） 

  1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  13  14  

  全体 企画・立

案 

出資・融

資 

放送・通

信・販布 

製作 配給（広

告・宣伝

を含む）

原作管理 制作全般 脚本 監督（演

出、絵コ

ンテ含

む） 

制作進行 デザイン

（ｷｬﾗｸﾀ

ｰ・ﾒｶな

ど） 

原画 動画 トレス 

 合計 126 77 27 10 58 12 34 76 49 62 53 71 70 70 54

  100.0 61.1 21.4 7.9 46.0 9.5 27.0 60.3 38.9 49.2 42.1 56.3 55.6 55.6 42.9

         

   15  16  17  18  19  20  21     

  全体 彩色 特殊効果 美術 撮影 編集 録音 その他 無回答 累計 (n)    
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〃  (%)

 合計 126 59 55 37 44 39 28 11 0 996    

  100.0 46.8 43.7 29.4 34.9 31.0 22.2 8.7 790.5    

 
 
問5 引き受ける頻度が多い業務パート（複数回答） 

   1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  13  14 

  全体 企画・立

案 

出資・融

資 

放送・通

信・販布 

製作 配給（広

告・宣伝

を含む）

原作管理 制作全般 脚本 監督（演

出、絵コ

ンテ含

む） 

制作進行 デザイン

（ｷｬﾗｸﾀ

ｰ・ﾒｶな

ど） 

原画 動画 トレス 

 合計 126 40 16 6 37 6 11 60 16 35 35 43 59 55 40

  100.0 31.7 12.7 4.8 29.4 4.8 8.7 47.6 12.7 27.8 27.8 34.1 46.8 43.7 31.7

         

   15  16  17  18  19  20  21     

  全体 彩色 特殊効果 美術 撮影 編集 録音 その他 無回答 累計 (n)

〃  (%)

   

 合計 126 42 35 25 32 20 14 8 0 635    

 100.0 33.3 27.8 19.8 25.4 15.9 11.1 6.3 504.0         

 
問6 アニメ

   1  2  3  4  5  6  7  

業務分担の分類 

  全体 出資会社 配給会社

（広告・宣

伝会

企画・製

作会社 

元請制作

会社 

下請制作

会社 

ポストプロ その他 無回答 

社を

含む） 

 合計 126 0 1 40 21 56 7 1 0

  100.0 0.0 0.8 31.7 16.7 44.4 5.6 0.8 0.0

 
問7 売上高に占める ニメ業務の 比率 ア 売上

   1  2  3  4  5 6 

  全 10％未 ～30％ 30～50％

未満 

50～80％

未満 

80～

100％

満 

100％ 無回答 平均 体 ～

満 

10

未満 未

 合計 126 2 9 9 11 24 66 5 81.8％

  100.0 .6 .1 .1 8. 19.0 52.4 4.0 1 7 7 7 

 
問8-1 オリジナル 況 

   1  3   

作品保

2  

有状

  全体 持ってい

る 

持ってい

ない 

無回答 条件付で

持ってい

る 

 合計 126 44 16 65 1 

  100.0 34.9 12.7 51.6 0.8 
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問9-1 アニメ作品の著作権保有状況 

   1  2  3  

  全体 持ってい

る 

持ってい

ない 

条件付で

持ってい

る 

無回答 

 合計 126 41 69 15  1 

  100.0 32.5 11.9 54.8 0.8 

 
問10 現在、アニメのスキルを活かして携わる業務の有無（複数回答） 

 1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12    

  全体 ゲームソ

フト制作 

カード

ーム制作

PCホー

ページ制

作 

制作 

ラクタ

ー制作 

実写映

のCGパ

ート 

出版業 版権管理 パチスロ

のオープ

ニングア

ニメ 

カーナ

のアニメ

パート 

帯

ンテンツ 

その他 答 累計 (n)

〃  (%)

ゲ ム PCソフト キャ 画 務 ビ 携 用コ  無回

 合計  12  19 35 6 29 22 32 28394 38 24 11 47 15 25

  100.0 40.4 12.8 20.2 16.0 26.6 37.2 6.4 30.9 23.4 301.125.5 11.7 50.0

 
 将来、アニメのスキルを活かして携わろうと 画している業 （複数回答） 

 1 2  3  4 5 6  7  8  9  10  11  12  

問11 計 務の有無

      

  全体 ゲームソ カードゲ PCホーム

作 

PCソフト キャラクタ 実写映画

ート 

出版業務 版権管理 パチスロ

ープ

ニングア

ニメ 

カーナビ

のアニメ

パート 

携帯用コ

ンテンツ 

その他 無回答 累計 (n)

〃  (%)フト制作 ーム制作 ページ制 制作 ー制作 のCGパ のオ

 合計 87 21 16  51 18 15 24 23 11 36 23 39 26213 11

  100.0 24.1 14.9 18.4 12.6 58.6 20.7 17.2 27.6 26.4 12.6 41.4 26.4 301.1

 
問12 アニメ業務に必要な資金（キャッシュフロー）の確保について（複数回答） 

  1  2  3  4  5  6  7  8    

  全体 スポンサ

や

して

くれそうな

企業に営

かけ

る 

協賛企業

を募

上場して

いる

資金調達

が可能で

ある 

内部留保

資金

て

いる 

グループ

ファイナン

可能であ

る 

銀行等金

融機関か

らの融資

を受けて

いる 

支払いを

待っ

る  

その他 無回答 累計 (n) 

〃 ー 製作

委員会に

出資

業を

る た

め、市場

を通じた

でま

かなえ ス(注)で

資金調達

することが

ても

らってい

 (%) 

 合計 115 3 11 3 46 7 43 16 12 11 177 9   

  100. 9 9.6 6 0 6.1 4 9 10.4 153.0 33. 2. 40. 37. 13. 9 
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100とした場合の売上高増減の変化 

 3   

 

 
問13 今期売上高（アニメ業務以外の売上高も含む）を

  1  2  

  増えた 同じ 減った 無回答 平均 全体 

 1990年/ 60 39 5 16 66 963.9 132.8

 現在 100.0 65.0 8.3 26.7  

 1995年/ 74 49 6 19 52 577.9 106.3

 現在 100.0 6 8.1 25.6.2 7  

 2000年/ 19 95 61 15 31 96.5

 現在 100.0 64.2 15.8 20.0   

 
問14 ニメ 上高も含 0とした 支（ ） 

   1  2  3  4  5  6  

今期売上高（ア 業務以外の売 む）を10 場合の収 利益状況

  全 黒字 黒字 なんとか

黒字 

ントン 赤字 大幅赤 無回答 体 大幅 ト 字

 66 1 12 16 19 10 8 60

 頃 100.0 1.5 18.2

1990年

24.2 28.8 15.2 12.1

 80 2 8 3  9 4 461 1 24 1

 

1995年

頃  3 5.0100.0 2.5 22.5 16. 30.0 23.8

 103 4 1 30 19 6 2323 2

 

2000年

頃 100.0 3.9 20.4 29.1 18.4 5.822.3

 126 7 29 27 28 18 10 7

 

現在 

1 5 23.0 2 2 1 7. 5.600.0 .6 1.4 2.2 4.3 9

 
問15-1 【アニメ業務を受注する立場にある企業】頻繁に業務を受注する企業の売上高に占める比率 

6     1  2  3  4  5  

  全体 1 10～ 30～ 50～80％ 80～

未

100 無回答 平均 ～ 0％未

満 

30％

未満 

50％

未満 未満 100％

満 

％ 

 1位 71 0 22 19 22 6 2 55 43.4％

  100.0 0 31 26 31.0 .0 .8 .0 8.5 2.8

 2位 60 7 20.5％37 15 1 0 0 66

  100.0 11.7 61.7 25.0 1.7 0.0 0.0

 3位 51 12 39 0 0 0 0 75 12.0％

  100. 5 76.5 0 0.0 0.0 0.00 23. 0.

 
問15-2 【 メ業 注する立場にある企業】受注した際の制作費の受取方法 

   1  2  3  4  5  

アニ 務を受

  全 に

 

して

で

納入後

金で 

で の他 無回答 体 事前 現 分割

金で 現金  

現 手形 そ

No.78の異常値（50,000）を除いた平均値 

No.78の異常値（35,000）を除いた平均値 
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合計 102 0 42 55 1 4 24 

  100.0 0.0 41.2 53.9 1.0 3.9

 
 
 

ある企業】頻繁に業務を依頼する外注先（頻度が多い順に 

3社 の依 理由（複数回答） 

  4  5  6  7  8  9    

問16-1 【アニメ業務を外注する立場に

） 頼

 1  2  3  

  全体 の質

が良い も柔

軟に対応

してくれる

守

ってくれ

仕事が速

い 

作業単価

が安い 

会社の近

くにある

昔からの

付き合い

がある 

仕事がス

ムーズに

進む 

あまり考

えたこと

がない 

無回答 累計 (n) 

〃  (%) 

作品 どんな要

求に

納期を

る 

 1位企業 45 20 18 18 6 8 9 24 8 1 81 112 

  100.0 44.4 40.0 40.0 13.3 17.8 20.0 53.3 17.8 2.2  248.9 

 2位企業 30 19  4 2 4 6 7 1  78  11 14 1 96

   36.7 46.7 3 6.7 53.3  100.0 63.3 13. 13.3 23.3 3.3 260.0 

 3位企業 22  7 6 4 2 10 5 104 10 5 1 50 

  100.0 45.5 31.8 27.3 18.2 9.1 22.7 45.5 22.7  227.3 4.5

 
-2 【 ニメ業務を外注する立場にある企業】発注した際の 作費の支払方法 

 1  2 3 4 5 

問16 ア 制

        

  全体 事前に現 分割して 納入後現 手形で その他 無回答

金で 現金で 金で 

 合計 5 2 18 2 0 3 715 3

  100.0  32.73.6 58.2 0.0 5.5

 
問17 アニメ業務のスケジ ール進行について 

   1  2  3  4  5  

ュ

  全体 ケジュ

は遅延の

大体スケ

ール

どおりに

たまにス

ケジュー

ルに遅れ

る程度 

ジュ

ールが

れること

ばある 

ジュ

に

れること

まえのこと

無回答 ス

ール管理 ジュ

ないよう 進む ることがあ はしばし があたり

徹底して

いる  

スケ

遅 ール

スケ

遅

のように

なってい

る 

 合計 126  20 20 34 717 28

  100.0 15.9 15.9 27.0 5.613.5 22.2
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  2  3  4  5  6  7  8   

 
 
 
 
問18-1 スケジュール遅延の原因（複数回答） 

 1  

  全体 

資

（スポ

ンサー

ど

が取

る

め 

サ

じ

めとす

係者か

トー

ー展開の

がな

かなかで

ないため

企画・立

案・シナリ

オの段

から作業

が遅れ

いるため

制作進行

役のタ

ムマネジ

メントが

きていな

いため 

タ

な

ジ

ルに

基づいて

た

め 

納得のい

くｸｵﾘﾃｨｰ

の高い作

品に仕上

げたけれ

ば、遅延

が起きる

のも当然

であるた

め 

どこの工

程で遅れ

たのか判

断は

ない 

その他 無回答 累計 (n) 制作のた

めの 金 ーをは

調達

探 関

しな ）に らス

時間

られ た OK

スポン

る

リ

階

て

 

イ イト

で ュー

もともと

タイ

ムスケ

計画され

ている

でき

〃  (%) 

 合計  13 42  37 64 11 17 19 260 107 47 29

  100.0 12.1 39.3 43.9 34.6 59.8 27.1 10.3 15.9 243.0 

 
問 8-2 ジュール への対処法（複数回答） 

  1  2  3  4  5  6  7  8   

1  スケ 遅延

 

  全体 スケジュ

ール遅延

に備え、

対応して

くれる外

注先を確

保してい

引き受

手（外注

先）の

業単価を

上げるな

どして、ス

ケジュー

解消する

海外外注

先を使っ

て対処

る 

十分に満

足行かな

い状態で

も、ある程

度のクオ

リティーが

確保でき

納入する 

作品の

オリティー

を下げる

（作画枚

数でカット

できるとこ

ろはカット

作品の

開・放送

時期を

くする 

対処しよう

がない 

その他 無回答 累計 (n) 

〃  (%) 

け

作 す

ク 公

遅

る ル遅延を ていれば するなど）

 合計   17   11 14 11 21 22 202 104 53 37 38

  100.0 51.0 16.3 35.6 36.5 10.6 13.5 10.6 20.2 194.2 

 
問19 動画や原画工程の一部が海外の製作会社に流れている状況について 

   1  2  3   

  全体 肯定的な

印象 

どちらで

もない 

否定的な

印象 

無回答 

 合計 126 21 66 37 2 

  100.0 16.7 52.4 29.4 1.6 
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問20 動画や原画工程の一部が海外の製作会社に流れている状況の影響（複数回答） 

  5  6  7  8  9    

 

 
 
 

 1  2  3  4  

  全体 社内に余

裕ができ、

新たな取り

組みが可

能になっ

省 コスト 減 ほ ど影

響はない

の量

が少な

った 

量が 期が短

た

正も含

作

面倒

った 

の他 無回答 計 (n) 

〃  (%) 

た 

力化で

きた 

削

が達成で

きた  

とん 仕事

くな 多くな

仕事

った なっ

納 く 修

 めこ

より

れまで

業が

にな

そ 累

 合計 8 12 45 17 7 24 28 21 167 113 5 13 

  10 1 10.6 .8 5.0 6.2 21.2 24.8 18.6 147.8 0.0 4.4 7. 39 1  

 
問21 デジタル化（通信手段の利便性の向上や作画ソフトの普及など）の印象 

   1  2  3  

  全体 肯定的な どちらでも 否定的な 無回答 

印象 ない 印象 

 合計 126 84 34 5 3

  100.0 66.7 27.0 4.0 2.4

 
 デジタル化（通信手段の利便性の向上や作画ソフトの普及など）の影響（複数回答） 

 2  6  7  8  9  10  11  

問22

  1  3  4  5  

  全体 社内に余

き

な取り組

みが可能

になった 

省力化で コスト削減

き

表現の手

た

ほとんど

い 

仕事の量

少なく

なった 

仕事量が

多くなっ

た 

納期が短

くなった

まだデジ

タル化に

取り組ん

でいない

当社の作

業工程に

はデジタ

ル化は必

要がない 

その他 無回答 累計 (n)

〃  (%)裕がで きた が達成で 段が増え 影響はな が

、新た た （表現

の範囲が

広がっ

た） 

 合計 119 2 40 5 18 6 18 28 3 3 14 7 2404  27 9

  100.0 20.2 33. 2. 9. 5.0 15.1 23.5 2.5 2.5 11.8 201.76 2 7 4 6 15.1

 
問25-1 独立行政法人 中小企業基盤整 の支援の認知 

   1  2  3  

備機構

 

  全 知って

る 

聞いた

とが

程度 

知らな 無回答体 い こ

ある

い  

 合計 126 18 60 42 6 

  100.0 14.3 47.6 33.3 4.8 

 
問25-2 独立行政法人 中小企業基盤整備機構の支援への興味 

  1  2    
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 全体 興味があ

る 

興味はな

い 

無回答  

 合計 126 77 41 8 

  100.0 61.1 32.5 6.3 

 
※所在地：都道府県 

   1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  13 14 

  全体 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県

 合計 12 1 0 0 0 1 0 100 46 0 0 0  0 2 2

  100.0 .0 0 8 0 1.6 0.0 0.0 0.8 0.0 79.4 3.2 0.0 0 0.  0.  0. 0.0 1.6

        

   15  16 17  18  19 20 21 22 23 24  25  26  27 28 

  全体 新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県

 合計 126 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 6 0

  100.0 0.0 0.8 0.8 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 4.8 0.0

        

   29  30 31  32  33 34 35 36 37 38  39  40  41 42 

  全体 奈良 和歌 鳥取 島根 岡山 広島 山口県 徳島県 香川県 愛媛 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県県 山県 県 県 県 県 県 

 合計 126 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 3 0 0

  100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.4 0.0 0.0

        

   43    44 45  46  47 

  全体    熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 無回答

 合計 126 0 0 0 1    0 0   

  100.0 0.0 .0 0.0 0 0 0.8     0 0. 0.

 
※所在地：

  3  

地域別

 1  

 

2   

  全体 京都 

圏（神

川県

葉県・埼

その他の

地域 

東 東京都を

除く首都

奈

・千

玉県） 

無回答 

 合計 1  5 20 26 100 1 

  100.0 4 4.0 9 0.8  79. 15.
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本書の全体または一部を、無断で複写・複製することはできません。 

 



 

 

転載等をされる場合は、上記までお問い合わせ下さい。 
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